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Ⅰ 行政評価の実施による効果 

平成 20 年度における行政評価（事務事業の事後評価及び外部評価。以下同じ。）の実施による効果

を整理すると、以下のとおりである。 

 

１ 事業内容の見直しによる効果 

⑴ 事業内容の検討・見直し等 

平成 20 年度に実施した行政評価により、各種評価結果を踏まえた改革改善計画の作成対象とし

た事業1（以下「改革改善対象事業」という。）は、事後評価対象事業の 556 事業中 171 事業であ

った。 

同 171 事業のうち、改革改善計画において平成 20 年度中に何らかの検討・見直しをした、ある

いは今後何らかの見直しをすることとした事業は 153 事業、平成 20 年度で終了することとした事

業は 4事業である（図表 1-1 参照）。 

また、これら 171 事業のうち、外部評価を実施した事業は全部で 68 事業であるが、このうち平

成 20 年度中に何らかの検討・見直しをした、あるいは今後何らかの見直しをすることとした事業

は 62 事業である（同図表）。 

 

図表 1-1：【事業内容の検討・見直し状況】 

 ※（ ）内：平成 20 年度外部評価対象事業 

 
事務事業評
価（事後評
価）対象事
業数 

 

改革改善対象事業  

  
対応等 事業数  

行政評価の結果を踏まえ事業内容の 
見直しをした結果、事業費を削減した事業 

【H20 と H21 当初予算の比較】 

現状維持 
14 事業 
(6 事業) 

事業数 削減額 計 

検討・見直し 
153 事業 
(62 事業) ⇒

10 事業 
(2 事業) 

約 2 億 4,700 万円 
(約 1 億 8,200 万円) 

556 事業 
(68 事業) 

 

171 事業 
(68 事業) 

平成 20 年度で終了 4 事業 ⇒ 4 事業 約 3,600 万円 

約 2億 8,300 万円 
(約 1億 8,200 万円) 

 

                                                   
1 クロス分析で問題があると思われる事業、内部の総合評価の結果Ｃ評価(課題が多く事業の大幅な見直しが必要)及びＤ評価(事業の休・廃止
を含めた検討が必要)になった事業、平成 20 年度外部評価対象事業、平成 19 年度以前に実施した外部評価でＣ、Ｄ評価、経費等の削減を提案
された事業。法令の改廃や事業終期の到来等に伴い終了するものを除く。→詳細は巻末参考資料（各種評価結果を踏まえた改革改善計画の作
成対象とした事業の選定基準）参照 

（参考）検討・見直し（153 事業）の具体的な内容例（詳細は巻末参考資料参照） 
・各種証明書を発行する自動交付機の増設 
・土地評価システムと地理情報システムとの連携によるデータの共有化 
・補助金、助成金の交付要綱等の見直し 
・電算システム導入等による効率化 
・自主防犯活動団等への活動支援の強化 
・事業メニューの見直しや手続の簡素化による市民の利便性の向上      等 

クロス分
析等の結
果、改革
改善計画
の作成対
象とした
事業 
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⑵ 事業費の削減 

平成 20 年度における 171 の改革改善対象事業のうち、各種評価結果を踏まえ事業内容の見直し

をしたことにより、平成 20 年度当初予算と比較して平成 21 年度当初予算において事業費を削減

した主な事業は 14 事業であり、その削減額は合計で約 2 億 8,300 万円となった（図表 1-1、1-2

参照）。 

なお、この 14 事業については、過年度分を含め全て外部評価対象事業である。そのうち平成

20 年度における外部評価対象事業は 2事業であり、見直しによる事業費の削減額は約 1億 8,200

万円である。 

 

図表 1-2：【事業費の削減】 

○外：外部評価対象事業（過年度分を含む。網掛けは H20 年度外部評価対象事業） 
事業名の（）内の数字：事務事業評価等実施結果一覧表(平成 20 年 11 月公表)における事業番号   単位（千円）  

No 事業名 所管課 
H20 年度当初
予算額…① 

H21 年度当初
予算額…② 

削減額…③
（②－①） 

事業費削減の概要 

1 公文書管理事業(43) ○外  文書法規課 
18,060  14,600  ▲ 3,460 契約内容の見直しによる削減 

2 
優秀建設工事表彰事
業(63) ○外  工事検査課 

110 0 ▲ 110 事業の廃止による削減 

3 
土地評価システム委
託事業(69) ○外  資産税課 39,000 19,600  ▲ 19,400 委託内容の見直しによる削減 

4 
北部出張所運営事業
(82) ○外  北部出張所 

17,700  14,530  ▲ 3,170 委託内容の見直しによる削減 

5 
交通災害共済保険料
負担事業(111) ○外  くらし安心課 

6 
共済見舞金（加入促進
費含む）(120) ○外  くらし安心課 

36,200 0  ▲ 36,200 

事業の廃止による削減 
（一般加入金以外の市費負担分。廃止に
伴う 2 年間の経過措置により生じる支
給対応分を除く。） 

7 介護予防事業(163) ○外  高齢介護課 
43,100  500  ▲ 42,600 事業の一部廃止による削減 

8 
国民健康保険会計繰
出金（法定外）事業
(196) 

○外  国民健康保険課 
300,000 284,000  ▲ 16,000 保険税率改定による削減 

9 
介護納付金（国保会
計）(200) ○外  国民健康保険課 

1,850,000 1,710,000  ▲ 140,000 保険税率改定による削減 

10 商工会補助事業(299) ○外  産業支援課 
43,400  42,300  ▲ 1,100 補助金等の見直しによる削減 

11 
農産物生産奨励事業
(301) ○外  農政課 7,340  3,260  ▲ 4,080 補助金等の見直しによる削減 

12 
ポンプ場施設維持管
理事業(365) ○外  下水道課 134,950 120,050  ▲ 14,900 

事業の優先順位を踏まえた実施時期の
見直しによる削減 

13 
消防委員会運営事業
(539) ○外  消防本部総務課 

230  0  ▲ 230 事業の廃止による削減 

14 火災予防事業(550) ○外  予防課 7,410 4,860  ▲ 2,550 起震車の再リースによる削減 

 2,497,500 2,213,700 ▲ 283,800 
計 

(H20 外部評価対象事業分) (1,893,100) (1,710,500) (▲ 182,600) 
 

※ この表に掲げる事業以外の事業についての見直しで、次のようなものは含まない。 
 ・ 法令の改廃や事業終期の到来等に伴う事業費の当然減によるもの 
 ・ 評価対象とする事業単位を構成している個々の事業の見直しによる組替え等を行ったが、事業単位としては事業費
の削減に至っていないもの 
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２ その他の効果 

⑴ 第 4 次行政改革大綱実施計画（集中改革プラン）における取組の推進 

各種評価結果を踏まえ課題を把握した事業の中で、以後の一定期間内に本市として特に重点的

かつ集中的に見直しを行う必要があると判断されるものについては、順次現行の第 4次行政改革

における大綱実施計画（集中改革プラン）の取組項目として位置付け、目標とする効果や時期を

明確化した改革改善を計画的に進めることとしている。 

また、集中改革プランに位置付けた取組項目であっても、即時に実施したもの以外については、

該当事業の状況等を毎年度評価し、その見直しのあり方を不断に精査することを通じて、情勢に

即応した適切な改革の推進を図ることが期待できる。 

評価結果を踏まえてこれまで集中改革プランに位置付けた事業は図表 1-3 のとおりであり、平

成 20 年度における集中改革プランの追加取組項目のうち、同年度に実施した行政評価の結果に基

づき新たに位置付けたものはないが、過年度分の既定取組項目のうち、その後の継続的な評価を

重ねる中で、当初計画していた見直し内容を拡充したり、実施時期を前倒しして実施することと

したものなどが本年度も見られた。 
 

図表 1-3：【評価結果を踏まえて集中改革プランに位置付けた事業一覧】 
 網掛け：平成 20 年度までに実施した取組（実施のための手続を講じたものを含む。） 
 集中改革プランの取組名 

所管課 
（平成 20 年 4 月現在）

行政評価対象事業名 備考 位置付けた年度 

1 公用車の一部集中管理 総務管理課 庁用車管理事業  

2 越谷市交通災害共済の健全運営 くらし安心課 
交通災害共済保険料負担事業 
共済見舞金（加入促進費含む） 

（当初計画内容） 
実施方法等の見直し 
  ↓ 
（実施内容） 
事業廃止 

3 
越谷市国際交流協会に関する事
務の見直し 

秘書課 国際交流協会支援事業  

4 庁舎内の電話交換業務の見直し 総務管理課 庁舎管理事業  

5 市民農園整備業務の民間委託 農政課 市民農園整備事業  

6 低温貯蔵庫管理業務の民間委託 農政課 低温貯蔵庫管理費 

（当初計画内容） 
実施方法等の見直し 
  ↓ 
（実施内容） 
事業廃止 

7 
公共下水道における水洗化促進
業務の民間委託 

下水道課 水洗便所普及啓発事業 
 

8 公園等管理業務の民間委託 公園緑地課 公園施設維持管理事業  

9 市営住宅の管理代行委託 建築住宅課 市営住宅運営事業  

10 事務服貸与事業の見直し 人事研修課 職員福利厚生事業  

11 
粗大ごみ受付事務のサービス 
向上 

環境資源課 粗大ごみ受付業務 
 

12 
市税の収納率向上と自主財源の
確保 

納税課 市税等徴収事務事業 
 

平成 17 年度 

13 消防委員会の廃止 消防本部総務課 消防委員会運営事業 実施時期前倒し 

14 赤山町共同住宅の廃止 財産管理課 公有財産管理事業  

15 教職員住宅の廃止 教育総務部総務課 教職員住宅施設管理事業  

平成 18 年度 

16 おがの山荘の廃止 国民健康保険課 
おがの山荘施設管理事業 
おがの山荘運営事業 

 

17 能楽堂の使用料の見直し 生涯学習課 日本文化伝承の館運営事業  
平成 19 年度 
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⑵ 内部評価の客観性の確保 

行政評価については、市の職員による内部評価に加え、評価の客観性・透明性の確保等を目的

として、外部評価も実施している。 

内部評価と外部評価の結果が一致する割合の推移は図表 1-4 のとおりであり、平成 20 年度にお

ける一致割合（82％）は前年度（85％）をわずかに下回ったものの、引き続き 8割台の高さを維

持する結果となり、内部評価の客観性が継続して確保されていると考えることができる。 
 

図表 1-4：【各年度別の内部評価・外部評価結果の一致状況】 

 一致 不一致 
平成 16 年度 32 事業（64％） 18 事業(36％) 
平成 17 年度 33 事業（66％）  17 事業(34％) 
平成 18 年度 57 事業（79％）   15 事業(21％) 
平成 19 年度 52 事業（85％）    9 事業(15％） 
平成 20 年度 56 事業（82％）    12 事業(18％）  

⑶ データの有効活用 

行政評価で取得したデータについては、平成 20 年度も総合振興計画や男女共同参画プランの進

行管理をはじめ、組織・定数調整、予算編成など他の業務への有効活用を図り、各業務において

個々に類似の調査等を新たに行うことによる負担を軽減することができた。 



 

5 

 

Ⅱ 今後の課題 

本市の行政評価に関し、平成 20 年度における各評価の実施経過等を踏まえ、外部評価や行政経営審議

会において指摘のあった事項※を含めて整理した今後の課題は、以下のとおりである。 

 

１ 評価の一層の質的向上について 

⑴ 事業目的の再確認と明確化 

長年継続している事業の一部において、既に目的を達成し、又は社会環境等の変化により事業目

的そのものの意味が薄れてきていると思われる事業（特に、支援・補助を目的とした事業で対象件

数が大幅に減少しているものなど）として、その目的に照らした事業内容や実施方法の再検討が平

成 20 年度の外部評価で求められた。同様の指摘は、対象事業は異なるものの、過年度における外部

評価でもなされており、各該当事業については、それぞれ指摘を踏まえた検討・見直しにつなげる

こととしている。 

しかし、事業目的や情勢変化への即応状況の有無は、事業継続の妥当性を判断する上での最も基

本的な視点の一つであり、各事業担当課による評価の段階で、より的確に実態を把握するよう努め

ていく必要がある。 

なお、評価表の記載内容に関し、事業目的や事業を実施する意義などが明確に示されていない事

業があるとの指摘もなされており、事業の必要性等について市民の理解を一層得るためにも、わか

りやすい記載内容やその示し方の充実をさらに図る必要がある。 

                                                   
※ 外部評価や行政経営審議会によるその他の指摘事項の詳細については、それぞれの実施結果報告書や会議録を参照 
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⑵ 個別評価と総合評価の整合 

個別評価については、昨年度から評価表の見直しを行い、図表 2-1 のように、あらかじめ評価す

る上での具体的判断基準を列記した選択肢を明示し、その中から当てはまる項目を選択することに

よって、妥当性、効率性、有効性、貢献度を客観的に評価する方式を採用し、評価の均質性・客観

性を確保するとともに、課題の明確化や個別評価と総合評価の関連性の強化等を図ることとした。 

その中で、個別評価と総合評価の関連性については、昨年度の行政経営審議会において、個別評

価の結果をきちんと踏まえていない総合評価となっている事業が見受けられるとの意見があったが、

本年度も同様の指摘がなされている。 

個別評価と総合評価は、その事業の課題を把握し、今後のあり方等を考えるための参考目安とす

るものであり、事業の積極的な検討・見直しに結び付くよう、各事業担当課において両者の整合の

とれた評価の実施に一層努める必要がある。 

 

図表 2-1：【個別評価の質問項目（妥当性部分のみ抜粋）】 

視点 質問内容 

⑴ 社会情勢や時代の変化を踏まえても、事業の意義は薄れておらず、税金を使って実施 
する事業としてふさわしい。 

⑵ 市民から事業継続の要望が多く、それを裏付ける具体的データや需要予測もある。受 
益者以外からの意見も広く聴いている。 

⑶ 法律で市の実施義務や公務員の従事義務があり、市の意思では廃止・見直しできない。 
⑷ 国・県・民間等では実施又は適切なサービス水準の確保が困難で、市が主体となって 
関与すべき事業である。 

⑸ 休・廃止した場合に、市民に与える影響が大きい。 

妥当性 

⑹ 特定の個人や団体に受益が偏っていない(不公平感はない)。 
 

⑶ 成果指標の設定 

行政評価による検証・見直しを的確に行い、限られた経営資源の有効活用と行政としての説明責

任の遂行等を通じて市民満足度の向上を図るためには、事業を実施することによる「結果（活動量）」

についての指標（活動指標）と、それにより得られる「成果」についての指標（成果指標）をきち

んと設定することが基本となる。 

このうち、活動指標については、ほとんどの事業で設定されるようになったが、成果指標につい

ては、未設定あるいは設定されていても適切でないと思われる事業が見受けられる（図表 2-2 参照）。 

今後も、事業の目的を踏まえた成果指標の設定をしやすくするために、他の自治体における事例

なども参考とした各種指標例の整備を引き続き進めるとともに、各事業担当課においても、事業内

容に応じ、数値的に成果を計測することが困難なものについては代替的な指標の設定を工夫するこ

となどを含めて、適切な指標の検討を行う必要がある。 

 

図表 2-2：【活動指標や成果指標の設定状況】 

452 事業 104 事業

81.3 ％ 18.7 ％
(12)

事業目的を踏まえた適切な活動指標・成果指標(数値化が困難な場合等は文言
により代替的に指標となるもの)を設定している。

内容（具体的判断基準）
「○」の有無

有 無
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⑷ 評価対象事業のくくり方等 

事務事業評価（事後評価及び事前評価）においては、毎年度の評価対象事業を図表 2-3 に掲げる

選定基準により選定しているが、本年度の外部評価では、評価対象とする事業のうち、施設管理や

改修関連の各事業で、市全体として総合的に検討した施設整備計画に基づき実施されるようなもの

については、個々の事業を個別に評価することに限界がある旨の指摘があった。 

また、一連の事業となるべき事業が複数の事業として分離されているために、それらの関連を理

解せずに各事業を個別に評価することは難しいものもあり、事業の実施計画策定や予算化において

も同様の困難が伴うものと思われる旨の指摘も併せてなされた。 

これらを踏まえ、関連する事業における評価対象のくくり方や評価方法についての見直しを検討

する必要がある。 

 

図表 2-3：【評価対象事業の選定基準】 

 

 

 

 

 

 

２ 外部評価について 

⑴ 外部評価対象事業の選定 

外部評価対象事業については、事務事業評価対象事業等の中から一定基準及び各課提案に基づき、

行政経営推進本部会議を経て決定しているが、本年度の外部評価等において、法律等で実施が義務

付けられている法定受託事務や、国や県が主体となって実施する事業の一部を市が担う事業につい

ては、事業内容についての裁量範囲が狭く、事業の妥当性、貢献度、有効性についての評価は困難

なことから、効率性の視点での評価が中心になる旨の指摘があった。 

本市における外部評価は、事務事業評価を実施する全ての事業を対象としているため、前述のよ

うな事業も含まれるが、これらの指摘も踏まえ、外部評価の一層効果的な活用に適した評価対象事

業のあり方について検討する必要がある。 
 

⑵ 外部評価の今後のあり方 

外部評価の実施方法について行政経営推進本部会議で検討した結果、現状では、専門性を持った

外部有識者の円滑な確保その他の一連の関係業務を効率的かつ効果的に行うとともに、個々の事

業について利害関係を有しない中立的な立場からの公平・公正な評価を期する観点等から、現行

のような業務委託方式を妥当なものとして採用している。 

一方、将来的には市民の目・市民感覚からの評価を目指すべきである旨の意見が、これまでの行

政経営審議会において出されており、今後の外部評価の実施のあり方については、評価過程に市

民の声を取り入れることのできる仕組みの一層の充実を今後とも継続的に検討していく必要があ

る。 

① 一般会計及び特別会計を対象とする。 
② 事業別予算の「細々目」を１事業として対象事業（実施計画対象事業を含む。）とする。 
③ 事業別予算の「細々目」に対応する実施計画事業がある場合は、実施計画事業を 1事業とし
て捉える。 

④ 事業別予算の「細々目」の中で、「職員人件費」や「一般事務経費」等のように具体的な事業
として捉えることが困難なものは対象外とする。 
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３ その他 

⑴ 改革改善の明確化 

行政評価の結果を踏まえた個々の事務事業における対応等については、毎年度末に、行政評価の

効果や課題等と併せて参考資料として取りまとめ、公表している。 

しかし、行政経営審議会において、事務事業評価実施結果等一覧表に記載した内容からは、過年

度に実施した外部評価結果を踏まえた対応が把握しにくく、その後の改革改善の過程をもっとわ

かりやすい形で示すことが望ましい旨の指摘があった。 

過年度に実施した外部評価を含め、それぞれの年度に実施した各種評価結果を踏まえた対応等に

ついては、これまでも各改革改善の内容を報告書に明記するように努めているところであるが、

当該指摘も踏まえ、対応等の具体的な内容をよりわかりやすく示す方法について検討する必要が

ある。 

 



 

9 

 

参考資料   
○ 各種評価結果を踏まえた改革改善計画の作成対象とした事業の選定基準 

 
１ 総合評価の結果Ｃ及びＤ評価になった事務事業 

 事業の総合評価として、Ａ（事業内容は適切である）、Ｂ（課題が少しあり事業の一部見直しが必要）、Ｃ（課

題が多く事業の大幅な見直しが必要）、Ｄ（事業の休・廃止を含めた検討が必要）の４段階評価を実施した結

果、Ｃ及びＤ評価になった事務事業 

 

●総合評価
構成比
15.5%
83.8%
0.5%
0.2%
100.0%

1
556

事業数(件)
86
466
3

総合評価
Ａ事業内容は適切である

Ｄ事業の休・廃止を含めた検討が必要
計

Ｂ課題が少しあり事業の一部見直しが必要
Ｃ課題が多く事業の大幅な見直しが必要

C評価の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
111：交通災害共済保険料負担事業、159：障害者（児）複合施設整備事業、539：消防委員会運営事業

D評価の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
120：共済見舞金（加入促進費含む）

 
 

２ 外部評価実施対象事業 

⑴ 平成２０年度に実施した外部評価の対象とした事務事業 

○ Ｃ・Ｄ評価となった事業（以下のとおり） 

  

●外部評価
構成比
4%
87%
7%
2%
100%計

Ｂ課題が少しあり事業の一部見直しが必要
Ｃ課題が多く事業の大幅な見直しが必要

総合評価
Ａ事業内容は適切である

Ｄ事業の休・廃止を含めた検討が必要 1
68

事業数(件)
3
59
5

C評価の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
179：家族介護支援事業（介護保険）、300：中心市街地活性化推進事業（旧：TMO推進事
業）、320：道路管理システム事業、355：都市防災河川等整備事業、362：公共下水道情報管
理システム事業

D評価の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
99：公有財産管理事業(東小林記念会館)

 

○ その他「平成２０年度外部評価実施結果報告書」１８頁～２３頁に掲げる事業等 

 

⑵ 平成１９年度以前に実施した外部評価でＣ、Ｄ評価、経費等の削減を提案された事業 
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３ 事務事業評価の結果、クロス分析で問題があると思われる事業  

 ⑴ 受益の偏りと受益者負担の見直しの余地 

○ 受益者負担の見直しをする必要があると考えられる事業…（下表中（C）） 

 

 

「(1)

62事業 453事業

14事業 27事業

ある ない

(d)

受益者負担の見直しの余地は
あるか

偏

っ
て
い
な
い

偏

っ
て
い
る

(a) (b)

(c)

受益×負担」【受益の偏りと受益者負担の見直しの余
地】

特
定
の
個
人
や
団
体
に

受
益
が
偏

っ
て
い
な
い

か

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
87：越谷しらこばと基金事業（越谷しらこばと基金積立事業含
む）、100：集会施設整備事業、111：交通災害共済保険料負
担事業、120：共済見舞金（加入促進費含む）、194：医療費通
知事務事業（老人保健）、201：医療給付事業（老人保健）、
202：医療費支給事業（老人保健）、264：動物死体収集事業、
281：空閑地除草事業、301：農産物生産奨励事業、302：農業
環境衛生改善事業、313：農業従事・後継者育成事業、410：
木造住宅耐震改修促進事業、550：火災予防事業

 
 

 ⑵ 同じ目的をもつ事業の有無と廃止・縮小の余地 

○ 他の事業との関係を見直すことなどにより事業そのものを廃止・縮小することについて検討する必要

があると考えられる事業…（下表中（C）） 

 

   

「(2)

21事業 446事業

11事業 78事業

ある ない

同×廃・縮」【同じ目的をもつ事業の有無と廃止・縮小
の余地】

(c)

廃止・縮小できる余地はあるか

(b)

(d)

同
じ
目
的
を
持
つ
他
の

事
業
は
あ
る
か

な
い

あ
る

(a)

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
47：職員表彰事業、111：交通災害共済保険料負担事業、
120：共済見舞金（加入促進費含む）、180：順正苑施設管理
事業、181：順正苑運営事業、182：日用品等支給事業、193：
レセプト点検等事業（老人保健）、194：医療費通知事務事業
（老人保健）、354：洪水ハザードマップ作成事業、355：都市防
災河川等整備事業、539：消防委員会運営事業

 
 

 ⑶ 妥当性と効率性  

○ 市が実施すべき事業であるか、コストを削減できないか等の面からの見直しが必要であると考えられ

る事業…（下表中（C）） 

 

   

「(3)

61事業 458事業

14事業 23事業

低 高

妥当×効率」【妥当性と効率性】

効率性

(b)

妥
当
性

高
(a)

低
(c) (d)

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
109：交通安全推進事業、111：交通災害共済保険料負担事
業、120：共済見舞金（加入促進費含む）、191：審査委託事業
（老人保健）、192：疾病予防費（国保会計）、193：レセプト点
検等事業（老人保健）、194：医療費通知事務事業（老人保
健）、195：電算処理事務事業（老人保健）、196：国民健康保
険会計繰出金（法定外）事業、201：医療給付事業（老人保
健）、202：医療費支給事業（老人保健）、273：家庭用生ごみ
処理機器購入費補助事業、308：市民農園整備事業、539：消
防委員会運営事業
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 ⑷ 妥当性と有効性  

○ 市が実施すべき事業か、また成果をあげるために何が必要か等の面からの見直しが必要であると考え

られる事業…（下表中（C）） 

 

  

「(4)

74事業 445事業

18事業 19事業

低 高

有効性

(d)(c)

妥
当
性

高

低

妥当×有効」【妥当性と有効性】

(a) (b)

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
99：公有財産管理事業(東小林記念会館)、109：交通安全推
進事業、111：交通災害共済保険料負担事業、118：消費者保
護委員会事業、120：共済見舞金（加入促進費含む）、191：審
査委託事業（老人保健）、192：疾病予防費（国保会計）、193：
レセプト点検等事業（老人保健）、194：医療費通知事務事業
（老人保健）、195：電算処理事務事業（老人保健）、196：国民
健康保険会計繰出金（法定外）事業、201：医療給付事業（老
人保健）、202：医療費支給事業（老人保健）、301：農産物生
産奨励事業、309：農業技術研究事業、314：畜産振興・衛生
事業、354：洪水ハザードマップ作成事業、539：消防委員会運
営事業

 
 

⑸ 事業の必要性と市が直接実施する必要性  

○ 実施主体を見直す必要があると考えられる事業…（下表中（a）） 

○ 事業そのものの必要性及び実施主体を見直す必要があると考えられる事業…（下表中（C）） 

○ 事業そのものの目的と意義を再確認する必要があると考えられる事業…（下表中（d）） 

  

 

「(5)

25事業 522事業

3事業 6事業

低 高

市が直接実施する必要性

事業×直接」【事業そのものの必要性と市が直接実施
する必要性】

事
業
の
必
要
性

高
(a)

(d)(c)

(b)

低

(a)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
107：防犯対策事業、115：市民相談事業、117：消費者啓発事
業、122：更生保護事業、180：順正苑施設管理事業、181：順
正苑運営事業、182：日用品等支給事業、195：電算処理事務
事業（老人保健）、237：児童館コスモス運営事業、238：児童
館ヒマワリ施設管理事業、239：児童館ヒマワリ運営事業、
242：家庭保育室事業、261：資源物等収集運搬事業、262：粗
大ごみ収集運搬事業、284：相談事業（旧：労働相談事業・内
職相談事業）、287：能力開発支援事業　(旧：勤労者等能力開
発支援事業）、291：産業情報化推進事業、308：市民農園整
備事業、309：農業技術研究事業、338：八潮越谷線整備事業
（県営）、386：東越谷土地区画整理事業、387：七左第一土地
区画整理事業、406：住まいの情報館施設管理事業、434：科
学技術体験センター施設管理事業、454：入学準備金貸付事
業

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
111：交通災害共済保険料負担事業、120：共済見舞金
（加入促進費含む）、192：疾病予防費（国保会計）

(d)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
99：公有財産管理事業(東小林記念会館)、191：審査委託
事業（老人保健）、194：医療費通知事務事業（老人保健）、
201：医療給付事業（老人保健）、202：医療費支給事業（老
人保健）、539：消防委員会運営事業

 

 

※ 上記事業は一部重複あり 
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○ 改革改善計画（各種評価結果を踏まえた対応等）一覧 
事業名の（ ）内の数字：事務事業評価等実施結果一覧表(平成 20 年 11 月公表)における事業番号   ★: 集中改革プランに位置付けたもの（又は既に位置付けのあるもの） 

担当課の評価 外部評価（数字は外部評価実施年度） 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 21 年 2 月現在） 

No 事業名 課名 総
合
評
価 

コメント 
改革改善案 

① 平成 21 年度に向けた取組 
② 中長期的な取組 

  コメント 

検
討
見
直
し 

終
了 

現
状
維
持 

左記内容等 

1 
表彰関係事
業(3) 

秘書課 Ｂ 

 現在は庁内各課において各々所
管する各種表彰規則等があるた
め、基準を明確化するなど、表彰
制度のあり方について全体的な見
直しをする必要がある。 

①②他市の状況等も十分調査のう
え、既存の庁内表彰関係規則等を整
理統合し、より効率的・効果的な表
彰制度のあり方について、全体的な
見直しをしていく。 

Ｃ 
 
17 

 市の表彰は、市民にとって名誉であり励み
になるものである。表彰の基準は広く開かれ
て透明性の高いものであることが重要であ
る。市としての統一的な基準のもとに、既存
の複数ある表彰制度を整理統合して、特に地
域コミュニュティの貢献度を適切に評価で
きるような仕組みを考える必要がある。 

●   

・複数ある表彰制度を整理統合することについては、
平成17年度から平成19年度に表彰制度を所管する関
係各課と調整会議等を開催してきたが、各制度には上
部機関の制度との関係や、関係機関等との兼ね合いが
あり「越谷市表彰規則」に統一することは困難である
と結論がでた。ただし、一部可能なものについては統
合を進めていく。 
・基準の透明性については、「（仮）越谷市表彰規則
取扱要綱」を設け、基準年数等を明確にする方向で調
整している。 
・地域コミュニティの貢献度を適切に評価できる仕組
みについては、先進市の事例などを参考に現在検討を
進めている。 

2 
広報活動事
業(9) 

広報広
聴課 

Ｂ 

 19 年度に委員選考基準を時代の
状況を考慮し見直した。その結果
半数以上の委員が変更となり成果
をあげた。今後はその効果を一層
高めるよう引き続き取り組みを進
めたい。 

①②広報広聴専門委員の役割を再確
認しながら、委員の任期や会議のあ
り方、施策への反映など再検討して
いく。 

Ｃ 
 
17 

 広報広聴専門委員の会議は、昭和 47 年よ
り継続しており、また一部メンバーも固定的
であり有効な提言件数も少なく、その役割に
ついて改めて検討することを求める。新設さ
れる行政経営審議会との役割分担を整理し、
専門委員会の主旨を見直し、必要ならばふさ
わしい委員構成での再構成を求める。 

  ● 

 平成 19 年度に委員選考基準を時代の状況を考慮し
見直した。その結果半数以上の委員が変更となり成果
をあげた。今後はその効果を一層高めるよう引き続き
取り組みを進める。 

3 
情報データ
ベース化事
業(13) 

広報広
聴課 

Ｂ 

 データを電子化することで、デ
ータの劣化を防ぐとともに、省ス
ペース化が図れるが、分類方法に
若干問題がある。 

①平成 21 年度は過去のデータをよ
り分かりやすく検索するための作業
を行う。 
②平成 23 年度までにＣＤによる保
存からサーバーによる保存方法へと
切り替えるためのカテゴリーの整理
とネガ写真のデータ化（スキャニン
グ）を随時進めていく。 

Ｃ 
 
16 

・フィルム、広報誌の保管は保管だけでは意
味がなく、いかに活用するかを目的とし、な
にが保管されているかという情報を公開す
るなどの検討が必要である。 
・従って、広報広聴課で把握している情報と
いう観点だけではなく、全庁の情報公開の立
場からの見直しが必要である。例えば、文書
管理システムの中で、全部公開、一部公開、
非公開などの区分を設け、情報公開に対応す
るなどを検討していただきたい。情報公開を
はかり透明性を高めることで市民の市政へ
の関与度も上がり、市民協働も実現していく
ことになる。 
・市のホームページからや図書館で各種キー
ワードでの検索等に対応できるようにする
などもご検討いただきたい。 

●   

 情報データベース化事業については平成 15 年 4 月
に 5 年リース（21 年度は再リース）で機器を借り上
げて画像処理、保存（媒体：ハードディスク→ＣＤ）
を行ってきた。現状の画像管理では平成 15 年以前の
画像を検索することはできず、抜本的な画像管理シス
テムの構築が必須となっていることから改善を行う。
これにより、年代に関係なく容易に検索ができ、各課
への画像の提供（作成するホームページコンテンツへ
の利用、ポスター・チラシ等への利用）が容易になり、
広報広聴課内でのデータの保管のみならず、有効活用
も可能となる。また、各種媒体（広報紙、ガイドブッ
ク、案内図、市勢要覧等）の写真画像以外のデータ管
理（テキストデータなど）も可能となり、編集作業の
効率化も図ることができる。市民への公開も技術的に
は可能であるが、肖像権の問題など取り扱いについて
慎重に検討する必要がある。 
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担当課の評価 外部評価（数字は外部評価実施年度） 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 21 年 2 月現在） 

No 事業名 課名 総
合
評
価 

コメント 
改革改善案 

① 平成 21 年度に向けた取組 
② 中長期的な取組 

  コメント 

検
討
見
直
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終
了 

現
状
維
持 

左記内容等 

4 

男女共同参
画支援セン
ター施設管
理事業(21) 

企画課 Ｂ 
 施設利用者の増加、利用率の向
上 

①平成 21 年度は多様な参加者を想
定した魅力ある講座、イベントの開
催、市民団体企画事業の回数、財政
的支援の充実を図り、男女共同参画
の推進を図るための拠点施設として
の施設の管理・運営を行う。 
②未だに性別役割分担意識等が解消
されず、男女共同参画社会が実現し
たとは言えない状況にあり、より一
層の取り組みが求められている中、
男女共同参画社会を市民との協働に
より実現するため、今後の事業を拡
充する必要がある。 

Ｂ 
 
20 

 男女共同参画支援センター施設の管理事
業であるが、目的である男女共同参画の推進
には直接的に結びつきにくい事業である。活
動指標としてセミナールームの稼働率を60%
に設定されているが、数量的な側面のみなら
ず、質的な評価、すなわち男女共同参画の推
進に寄与する内容のセミナールーム利用の
促進、及びイベント企画など積極的に取り組
んでいただきたい。 

● 
 
★ 

  

 男女共同参画支援センターは、これまで市が直接運
営してきたが、平成 21 年度から指定管理者制度を導
入し、支援センターの持つ学習・相談・交流・情報の
機能のうち、相談事業を除く 3つの機能及び施設等の
維持管理を指定管理者に移行する。指定管理者の持つ
専門性の高い知識やノウハウを活用し、施設機能の一
層の発揮による効果的な男女共同参画の推進や市民
との協働の推進等を図る。 

5 

予算編成及
び執行管理
事 務 事 業
(31) 

財政課 Ｂ 

 予算の効率的、効果的な配分を
促進するために、現在の配分予算
制度の更なる検討や行政評価制度
との連携強化により、一層の事務
事業の見直しを行う必要がある。
また、財政状況の公表については、
市民への認知度を更に高めるため
広報誌や年 2 回発行している「越
谷市のざいせい状況」を通じ啓発
に努める。 

①平成 20 年度（平成 21 年度当初予
算編成）においては、引き続き配分
予算制度を行うこととし、配分対象
経費や、配分方法などについて、先
進的な取り組みを行っている団体の
事例を参考に調査研究に努め、弾力
的、機動的、効率的な財政運営制度
の充実を図る。また、引き続き行政
評価制度との連携強化を図りながら
補助金の見直しをはじめ予算編成等
に生かせるよう政策経営課と協議す
る。 
②財政状況の公表については、公表
方法、説明内容の調査、検討を行う。 

Ｂ 
 
20 

 市民向けの資料「越谷市の財政事情」は、
市の財政状況を家計簿にたとえるなどの工
夫があり分かりやすい。 
 予算編成にあたっては、配分予算方式に加
え、インセンティブの考え方などをぜひ導入
し、その効果を評価し更なる適正化を進めて
いただきたい。さらに、事業評価制度をより
活用し、各事業の評価を活かしたものにする
ことを期待する。 

●   

・予算編成にあたっての配分予算方式については、平
成 21 年度当初予算から一般財源ベースでの配分へと
拡充した。インセンティブの導入については、今後、
先進事例の検証等をさらに進め、導入に向けた検討を
進めていきたい。 
・市民への財政状況のお知らせについては、新たに健
全化判断比率のお知らせが必要となることから、でき
る限りわかりやすく公表できればと考えている。 

6 
公有財産管
理事業(38) 

財産管
理課 

Ｂ 
 未利用地の売却促進や財産（普
通財産）管理の徹底 

①貸付賃料の見直し②公有財産台帳
の再編 

Ｂ 
 
18 

 未利用の普通財産等の売却を進め、公有財
産効率を高めるべきである。また、公有財産
の維持管理に関し、今後も引き続き業務効率
の向上を図っていく必要がある。 

●   

 100 ㎡以上の未利用地の公売を実施した。なお、処
分可能な未利用地は残りわずかなため、今後は有償、
無償の貸付地を対象に売却及び無償譲与を進め、財産
管理の効率化を図る。 

7 
人権擁護事
業(40) 

人権推
進課 

Ｂ 

 人権侵犯事件は年々増加傾向に
あり、そのたびごとに「人権尊重」
が叫ばれているため、相談日の拡
充等一層の人権啓発事業の充実が
求められている。 

①平成 20 年度から人権相談所の開
設を毎月 2 回に拡充。その他地区セ
ンター、出張所等での人権相談も検
討していく。 
②市民まつり、市内幼稚園での映画
会及び座談会等の啓発活動に対し
て、より円滑な事業運営が図れるよ
う創意工夫する。 

Ｂ 
 
20 

 11 名の人権擁護委員の活動を支援する事
業である。平成 20 年度より相談回数を増や
すなどの努力をされていることは評価に値
する。 
 市職員と人権擁護委員との全体協議会を
更に積極活用され、人権擁護委員の知見を市
職員が活用できる工夫をしていただきたい。 

  ● 

  平成 20 年度から人権相談所の開設を毎月 2 回に拡
充したが、さらに地区センター、出張所等での人権相
談も検討していく。 
  また、人権擁護委員相互の情報交換を密にし、市職
員との連携を深めるために全体協議会を随時開催し、
委員の豊富な経験、知識を活用し、創意工夫を図りな
がら積極的に人権啓発活動を展開する。       
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8 
公文書管理
事業(43) 

文書法
規課 

Ｂ 

 文書の整理及び保存の手法であ
るファイリングシステムの適正な
運用を維持していくこと。また、
今後予定されている文書管理シス
テムの導入による文書事務の電子
化に対応した文書管理が必要とな
ること。 

①文書管理システムの整備に向けた
具体的な検討を行う。また、システ
ムの導入に合わせた文書事務の見直
しを行う。 
②文書事務の電子化に適切に対応し
た文書管理全体の仕組みを再構築す
る。 

Ｂ 
 
17 

 文書を適正に管理することは重要である。
保管する一方で、文書廃棄ルールを定め不要
な文書を廃棄また保存対象としないルール
を徹底することが重要と考える。 
 電子ファイリングシステムに移行しても
文書管理ルールの重要性は同様であり、管理
ルールを全庁で徹底する仕組み作りが求め
られる。 
 文書のファイリングシステムの維持管理
については、各部署での文書管理体制をさら
に徹底するなどして、正規職員 2.38 人/年の
工数を削減する努力を望む。 

● 
 
★ 

  

・文書の保存基準については、文書管理規程に定めて
いるところであり、今後もその周知・徹底に努める。
なお、電子ファイリングシステムに移行した後に十分
対応できるよう平成 17 年 4 月に文書管理規程の整備
を行った。ファイリングシステムの維持管理について
は、システムの定着度等を踏まえ、平成 18 年度から
すべての課所においてチェックシートによる自己維
持管理方式に切り替え、実地指導の委託料や正規職員
の工数の削減を図っている。 
・外部倉庫への文書の保存委託については、長期継続
契約制度を活用した長期契約（5年）により、平成 21
年 2 月から契約金額（単価）を下げることができた。
これにより、今後、委託料の削減が見込まれる。 

9 

情報公開・
個人情報保
護制度事業
(44) 

文書法
規課 

Ａ 

 審査会は、情報公開制度及び個
人情報保護制度に係る行政処分に
対する救済機関であり、また、審
議会は、両制度の適正かつ円滑な
運営を確保するためのチェック機
関であるが、これまでの運営状況
等に照らし、妥当性、効率性、有
効性、貢献度等の観点から総合的
に判断して、課題はないものと思
われる。 

①②審査会と審議会は、情報公開制
度及び個人情報保護制度の運営を監
視する役割を担ううえで必要不可欠
な第三者機関であり、単純に開催回
数の増減で費用対効果等を測定する
ことは困難である。したがって、特
に課題も見当たらないことから、当
面現状を維持するものとする。 

Ａ 
 
20 

 情報公開制度及び個人情報保護制度の適
正かつ円滑な運営を図るために、当該事業は
不可欠である。事業費に妥当性があり、審議
会委員の改選も適切に実施されている。正規
職員の一層の業務効率化を図るべく努力を
今後も継続していただきたい。 

  ● 
 正規職員の一層の業務効率化に取り組むとともに、
情報公開制度及び個人情報保護制度の適正かつ円滑
な運営に今後も継続して努める。 

10 

人事管理事
業（昇任試
験委託） 
(45) 

人事研
修課 

Ｂ 

 高度化・多様化する行政課題に
対応するため、これまで以上に効
率的な組織運営が求められてお
り、職制や昇任の今後のあり方に
ついて検討が必要である。 

①教養試験の問題作成及び採点につ
いては、事務の効率化及び公正性の
確保の観点から、引き続き委託を行
っていく。 
②昇任のあり方については、人事管
理制度全般にわたる検討見直しの中
で、今後検討していく。 

Ｂ 
 
20 

 試験問題の作成等一部業務の外部委託は、
効率化及びコストの観点からも適切である。
課題は“良い人材”の育成であり、市の発展
にとって最も有効な管理者を先見性を持っ
て任用・育成するための努力をなお一層お願
いしたい。また、試験内容の見直しと、任用
後の追跡評価等の結果を試験制度にフィー
ドバックすることを望む。 

● 
 
★ 

  

 集中改革プランに基づいて、平成 22 年度を目途と
した人事管理制度全般にわたる検討及び見直しを進
めており、現在検討中の人事評価制度において求めら
れる能力等を明確化するとともに、昇任のあり方につ
いても検討する予定である。 
 なお、試験問題の作成等については、効率化及びコ
ストの観点から引き続き外部委託を行う。 

11 
職員表彰事
業(47) 

人事研
修課 

Ｂ 

 従来行っていた銀盃の贈呈は、
平成 16 年度から廃止しており、現
在は表彰状の授与と記念写真等の
みとして最小限の経費で実施して
いるが、今後さらに職員の士気高
揚に資する効果的な制度を検討し
ていくことも必要である。 

①引き続き経費の抑制に努めなが
ら、事業を実施していく。 
②今後さらに職員の士気高揚に資す
る効果的な制度を検討していく。 
 第 4 次行政改革大綱実施計画（集
中改革プラン）に基づいて、平成 22
年度を目途とした人事管理制度全般
にわたる検討及び見直しを進めてい
るところであり、特に現在検討中の
人事評価制度において、職員や組織
の活性化に有効な制度の構築を図
り、現行の表彰制度を見直していく。 

Ｃ 
 
19 

 表彰制度の運用が長年継続しており、永年
勤続表彰に偏した運用となっているように
見受けられる。 
 表彰制度の本来の意味に立ち返り、ひとり
の職員を表彰することにより多くの職員が
活性化する、組織活性化のための制度として
の運用の再検討を望む。 

● 
 
★ 

  

 集中改革プランに基づいて、平成 22 年度を目途と
した人事管理制度全般にわたる検討及び見直しを進
めており、現在検討中の人事評価制度において、職員
の活性化、組織の活性化に有効な制度の構築を図り、
現行の表彰制度を見直していく。 
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12 
職員福利厚
生事業(50) 

人事研
修課 

Ｂ 

 当該事業については、職員が心
身ともに健康で働くために必要で
あるが、社会情勢等の変化を踏ま
えた適時の見直しが必要。 

①職員が心身ともに健康で働くため
に当該事業は必要であるが、社会情
勢等の変化を踏まえ、適時の見直し
が必要である。平成 19 年度は、被服
貸与のうち事務服の廃止を決定。20
年度から貸与廃止による経費削減が
図られる。併せて、市民サービス向
上の観点から、大きくわかりやすい
名札の着用を開始する。②引き続き、
事業効果と効率性に配慮しつつ、職
員の心身の健康を維持し公務能力の
向上を図る観点から、必要最小限の
範囲で当該事業を実施していく。 

Ｃ 
 
17 

<職員被服貸与事業> クールビズが普及し
てきている社会的傾向を考慮すれば、制服が
規律を維持するという意識は薄れている。制
服着用を義務付けている規定を見直し、必要
な部署の必要な担当者のみに制服を貸与す
るよう再検討することを望む。 市民サービ
スの維持の点については、名札の着用や腕章
の利用などの代替手段によるサービスレベ
ルの維持を検討し、経費の大幅削減を望む。 

● 
 
★ 

  

 職員被服貸与事業については、社会情勢の変化や外
部評価結果等を踏まえ、平成 20 年度から事務服の貸
与を廃止した。併せて、職員を容易に認識できる大型
の名札を作成し、市民サービスの向上を図った。 
 職員福利厚生事業については、職員の心身の健康維
持と公務能率向上の観点から、継続して実施していく
が、事業の効果と効率性を常に点検し、必要な見直し
を行っていく。 

13 
印刷管理事
業(58) 

総務管
理課 

Ｂ 
 浄書印刷枚数は増加しており、
常にコストダウンを考えつつ業務
を行うことが必要である。 

①本年度は庁内 29 台の複写機の入
れ替えを行う。導入にあたっては最
小の経費で最大の効果を念頭に置
き、さらに、本市の利用形態に最適
な機種を導入する。 
②電子印刷機やデジタル印刷機の稼
動率をあげ、印刷物のさらなる内製
化に努め、複写機のみならず浄書印
刷業務全体の効率化を行う。 

Ｃ 
 
18 

 庁内で効率的に印刷事務を行う内製化の
必要性は認められる。今後さらに業務を拡大
していく中で、職員の配置について臨時職員
や嘱託職員を活用する余地がある。また、業
務が年間を通じて平準的かつ計画的に実施
できるように、運用制度を再検討する必要が
ある。 

  ● 

・今年度は、庁内の複写機 29 台の入れ替えを行った
結果、モノクロ複写機の使用料 1 枚当たり 1.05 円か
ら 0.78 円となり、コストダウンが図れた。 
・印刷物の内製化については、各課宛、次年度印刷物
のスケジュールを提出させ印刷時期が集中しないよ
う平準化を図り、効率的な印刷に努めた。 
・今後も複雑な印刷機器の使用方法を熟知し、さらに、
緊急な印刷物への対応も可能な職員により対応して
いくために、現体制で業務を行っていく。 

14 
庁舎管理事
業(59) 

総務管
理課 

Ｂ 
 人件費等コスト削減の余地があ
る。 

①②庁舎の良好な環境維持に努め、
併せて業務見直しや省エネ対策を講
じ経費節減を図る。 

Ｃ 
 
16 

 市民が利用しやすく、職員が働きやすい環
境整備は強く望まれるものの、業務内容は庁
舎管理業務・電話交換業務・守衛業務等多岐
にわたっており、事業全体の効率性向上を図
ることが求められている。特に、守衛業務の
一部に含まれる公権力執行業務（申請受理
等）を除き、正規職員人件費（１５．７５人・
年＝約１．３億円）の削減検討を図り効率性
の向上をめざす必要がある。 
 業務の標準化等に努め、アウトソース活用
によるコスト削減とサービスレベルの維
持・向上を図っていただきたい。 

  ● 
 電話交換業務については、平成 20 年度に 1 名、21
年度に 1名の計 2名が退職することに伴い、再任用職
員を採用し、人件費の削減を図る。 
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終
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現
状
維
持 

左記内容等 

15 
庁舎整備事
業(60) 

総務管
理課 

Ａ   

①②本庁舎が築 39 年を経過してい
るため、計画的な施設・設備の整備
を進め、安全確保と良好な執務環境
の向上を図る。 

Ｂ 
 
20 

 本庁舎の老朽化に伴い、修繕や改修工事の
コストが増加している現状となっている。修
繕工事においては、単に業者に発注するだけ
でなく、職員で対応できる点は職員が対応し
ており、経費削減努力は評価できる。 
 本庁舎は、平成 13 年度の耐震診断で耐震
性に問題があるとされており、大いに懸念さ
れる。政策会議で他の市有施設の耐震化と合
わせ、総合的に耐震改修促進計画をたててい
るとのことで、緊急性と重要性の観点から総
合的に耐震改修を進めていただくことを強
く要望する。 

  ● 

 庁舎の安全と良好な環境を確保するために、財政面
に配慮しつつ、計画的に修繕及び改修工事を行う。 
 さらに、設備機器等の保守点検管理に重点を置き、
延伸措置を図るとともに、軽微な修繕などは委託に頼
ることなく、職員自ら施工にあたり、経費節減に努め
る。 
 また、本庁舎の耐震改修については、政策の根幹と
なる耐震改修促進計画に基づき、他の施設も含め、総
合的に検討し進めていく。 

16 
庁用車管理
事業(62) 

総務管
理課 

Ａ   

①②平成 20 年度中に、各課車両の稼
働率を調査し、21 年度に向け見直し
を図る。中型バス 2 台目を廃車し、
経費節源を図る。 

Ｃ 
 
17 

 各課で管理している庁用車の一部につい
ても管財課で一括管理し、管理対象を拡げる
ことにより共有化による有効活用を進め、庁
用車全体の稼働率を向上させる必要がある。
庁用車については、リースの採用も視野に入
れ、維持費の低減化の検討をお願いする。 

● 
 
★ 

  

 バス・特別車及び運転手の一括管理を行い、効率的
な運転業務を図る。 
 さらに、中型バス 2 台目を平成 21 年度に廃車し、
経費節減を図る。 
 また、公用車については利用状況を調査し、稼働率
の低い車両の廃車等を含め、有効利用を図るととも
に、経費節減に努める。 

17 
優秀建設工
事表彰事業
(63) 

工事検
査課 

Ｂ 

 表彰と不可分である工事成績評
定については、入札契約適正化法
及び品確法に基づき、平成 20 年度
より成績評定の標準化を図り実施
している。 
 優秀工事の表彰は、国等の総合
評価方式において、評価項目の一
つとして位置付けされており、今
後は市町村でも当該方式の導入が
予定されることから、本事業の必
要性は高い。 
 表彰の客観性、公平性の観点か
ら新しい成績評定を注意深く運用
する必要がある。 

①今後予定される市町村における総
合評価方式の導入に対応するため、
必要な調査研究を進めていく。②現
時点では不確定事項ではあるが、総
合評価方式が導入されることになれ
ば、その評価結果は、業者の経営に
大きな影響を与えることから、請負
業者への通知点数に対する説明請求
に対応する必要がある。平成 20 年度
より工事成績評定審査委員会を設置
したが、今後さらに透明性・客観性
の観点から第三者機関の設置に関し
必要性を検討する。 

Ｄ 
 
17 

 表彰制度による、市発注建設工事の品質向
上の有効性が確認できない。品質レベルは発
注条件で明示すべきであり、その検査も仕様
に基づいて行うべきであると考える。検査基
準を明確にし、また検査結果を公開するな
ど、市場競争原理に基づいて発注工事の品質
向上を目指すべきである。 

 ●  

・優秀建設工事表彰事業は平成 20 年度をもって廃止
する。 
・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法
律及び公共工事の品質確保の促進に関する法律の施
行に伴い、公共工事の適正な施工の確保や品質確保の
促進が盛り込まれた。 
工事検査業務は、単に給付の完了を確認するだけで
なく、検査時の指導を通じて、工事の適正な施工を確
保するとともに、技術水準の向上及び品質確保に寄与
する目的を持つ。 
このことから、品質確保の促進を図るためには、幅
広い視点に立った事業が必要とされ、平成 21 年度か
ら各検査員の更なる研修、監督職員、工事技術者及び
請負者の研修を行うとともに、工事成績評定に基づき
優秀な工事を施工した場合には表彰も行うものであ
る。 
また、表彰は、国、県においては総合評価方式の評
価項目の一つとして位置付けられており、越谷市でも
同様に位置付けし平成 19 年度より総合評価方式の入
札を試行している。なお、表彰制度の未実施の近隣市
町においても、制度の導入に向けて検討している。 
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18 
税証明事務
事業(64) 

市民税
課 

Ｂ 
 窓口対応ピーク時の証明書交付
時間の短縮 

①②電子申請活用及び自動交付機に
よる交付（平成 19 年 8 月より稼動）
の周知 

Ｂ 
 
17 

 証明書交付の窓口対応ピークを平準化す
ることがコスト削減につながる。証明書交付
要求をインターネット等の活用により事前
受付し、バッチ処理によりあらかじめ出力し
た証明書を交付するなどの方法により、ピー
ク時のリアルタイムサービスの負荷軽減を
検討することを要望する。 
 事務処理方法の確立している定例的な処
理は極力機械化し、窓口での対応は市民相談
対応にシフトする検討を望む。 

  ● 

 平成 19 年 8 月より、市内 5 ヶ所に設置されている
自動交付機において、課税（非課税）証明書の交付が
可能となっている。窓口来庁者に対してこのことをＰ
Ｒし自動交付機の利用を促すことで、来庁者数を減少
させ、待ち時間の短縮につなげていく。 

19 
市民税課税
事 務 事 業
(65) 

市民税
課 

Ａ     
Ｂ 
 
20 

 市民税の課税事務自体に特に問題はなく
適正な課税が行われているとのことである
が、限られた期間に極めて大量の事務処理が
集中する作業上の課題、また事務改善の視点
で、更なるコスト削減に取り組んでいただき
たい。 
 今後、ネットワーク社会の実現により国税
等からの磁気媒体の入手など、一層の効率
化、改善を目指して研究を進めていただきた
い。 

●   

 平成 21 年特別徴収義務者の給与支払報告書、公的
年金支払報告書、法人の法人市民税・事業所税・固定
資産税（償却資産）の申告書等は、これまで紙媒体に
よる提出（郵送）のみ可能であった。納税者側では、
紙に印字し提出するという手間がかかり、課税側にと
ってもデータを入力するという処理が必要であった。
このような手間と処理を軽減するため、エルタックス
（税の申請等の手続きをインターネットで行うシス
テム）を導入することとし、導入予定時期を平成 22
年 1 月とし準備を進める。あわせて電子申告利用率が
高まるように、法人等に対してＰＲに努める。国税に
ついては、エルタックスを利用した電子データによる
情報提供が予定されており、早ければ平成 22 年 2 月
より実施されることから、実施された場合には、速や
かに対応できるよう準備していく。 

20 
地理情報シ
ステム委託
事業(68) 

資産税
課 

Ｂ 

 関連する部署との連携を継続す
るとともに、道路台帳管理システ
ムや都市計画支援システム、農業
地図情報システムとの地番図及び
家屋図情報等の共有を一層推進
し、地理情報の統合化への整備・
推進が図れるよう、効率的なシス
テムの運用を図っていく必要があ
る。 

①今後も継続してデータの更新を行
うとともに、よりローコストで精度
の高いシステムの構築を目指す。②
地理に関する同様な情報を必要とし
ている他の部署との情報共有を進
め、データの全庁的な共有を図り、
システム全体のコストダウンを図る
取り組みを行う。 

Ｂ 
 
17 

 地理に関連する情報は、市政運営の基礎を
なす情報であり、さまざまな部署で利用され
ている。市民課の住居表示事務事業、建設総
務課の道路台帳整備事業、都市計画課の地図
印刷事業、治水課の浸水対策水路調査事業な
ど、同様の情報を必要としている他の部署と
の情報共有を積極的に検討することを望む。
地理情報の全庁的な共有を図ることにより、
全体でのコストダウンを検討いただきたい。 

  ● 

 平成 20 年度の航空写真の撮影業務については、資
産税課の撮影と都市計画課が実施する航空写真の撮
影を併せて一度の飛行で実施することにより、経費の
節減を図る。 
 関係部署との連携を継続するとともに、道路台帳管
理システムや都市計画支援システム、農業地図情報シ
ステムとの地番図及び家屋図情報等の共有化を一層
推進し、地理情報の統合化へ向けての整備を図り、引
き続き効率的なシステムの運用に取り組む。また、今
後も、航空写真の撮影業務については、撮影時期が他
の課と同一のものにつき、業務に支障のない限り一度
の飛行により撮影しコストダウンを図る。 
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21 
土地評価シ
ステム委託
事業(69) 

資産税
課 

Ｂ 

 公平かつ適正な土地評価を実施
するため、常に事業内容を検証し、
経費の節減を図りながら事業の成
果の向上に努める必要がある。 

①平成 21 年度評価替えに向けた継
続性の高い業務であるため、委託経
費の合理性を追求し今後も事業を実
施する。 
②適正な価格体系を維持しながら、
常に土地の価格形成要因を把握し、
地価の変動を固定資産評価に十分反
映できるようシステムの事業内容の
検証を継続して行い、制度の高いシ
ステムの構築を図る。 

Ｂ 
 
18 

 競争入札の採用等、対応出来る分野から分
離発注しているのは評価できるが、委託費用
が例年あまり変わらないというのは、市民の
理解が得られにくいと思われるので、一層委
託経費の合理性追求を続けていただきたい。
委託納品物の検収ルールを研究し、「土地評
価システム」自体を評価するとともに、随意
契約のマンネリ化を打破し、精度アップに努
めていただきたい。 

●   

 評価替えに係る各年度ごとに異なった 3 年周期の
業務であり、既存の地理情報システムとの連携を高
め、システム間のデータ共有など有効活用に取り組
み、公平で適正な課税を継続するため、土地評価業務
の精度向上に努める。また、業務内容を検証し、業務
改善と効率的な運用に取り組む。 
 委託業務の仕様につき、一部業務・作業内容の縮小
及び納品調書の簡素化、土地価格に係る基礎資料収集
内容のスリム化等業務内容を見直し経費の削減を図
る。なお、平成 22 年度は、平成 24 年度評価替えの前々
年度であり、評価替えに向けた業務が集中することか
ら経費の増加が予測される。 

22 
証明発行事
務事業(75) 

市民課 Ｂ 

 市民課窓口での発行が集中して
おり、証明書自動交付機や地区セ
ンターの利用向上を図る必要があ
る。 

①証明書自動交付機の利用向上を図
るため、市民カード及び住基カード
の PR により普及を図る。住基カード
は平成 20 年度から 3年間について、
交付手数料を無料とする。 
②平日の夜間や休日でも証明書の取
得が可能である証明書自動交付機の
増設検討。 

Ｂ 
 
16 

 住民への利便性向上のために、土日、夜間
サービス、地区センター、取次店サービス等
を拡充の方向。ただし、長期的には、人件費
抑制のため自動交付機等の適切な設置が望
まれる。 
 住民票発行業務（437,702 件/22.75 人）の
効率化を図るため一層の IT による合理化を
図り、電子自治体化の推進が必要。 
 現在行っているワークシェアリングを更
に推し進めたコスト削減が望まれる。 
 成果指標においては住民への利便性に関
わる指標と証明書 1 通当たりコストの削減
に関わるものを設定していただきたい。 

●   

 証明書自動交付機の利用向上を図るため、住基カー
ドの交付手数料を平成 20 年度から 3 年間について無
料化を実施している。平成 20 年度の交付枚数は前年
度を大きく上回り、自動交付機の利用も増加してい
る。 
 今後も、証明書自動交付機の利用向上を図るため、
市民カード及び住基カードのＰＲとともに、証明書自
動交付機増設を引続き検討していく。 

23 
窓口業務改
善事業(76) 

市民課 Ｂ 

 分かりやすい受付窓口案内及び
証明書等の交付案内の改善が必
要。また、なりすましによる申請
等が発生しているため、犯罪を防
止する対策が必要。 

①証明書等交付の新たな呼び出しシ
ステム及び防犯カメラを平成 20 年
度に設置予定。 
②分かりやすい窓口案内システムの
調査・研究。 

Ｂ 
 
20 

 「窓口業務改善」という事業名から推察す
ると、庁内各部署と横断的に連携することが
求められるが、事業内容は来庁者への整理券
発行とそれに伴なう呼び出しシステムの導
入及び充実に絞っている。この事業内容に対
しては特に問題ないものと思われるが、今後
は、窓口に関連する庁内部署と横断的に連携
し、市民から見て真に「窓口業務改善」とな
る課題に挑戦していただきたい。 

●   

 平成 20 年度に、犯罪抑止のために防犯カメラ設置
を行った。また、市民課窓口の業務案内板及び証明書
等の交付番号呼出システムを新たに設置し、円滑な窓
口業務の推進を行った。 
 平成 21 年度では、よりスムーズな受付窓口とする
ための方法等を検討していく。 
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19 

担当課の評価 外部評価（数字は外部評価実施年度） 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 21 年 2 月現在） 

No 事業名 課名 総
合
評
価 

コメント 
改革改善案 

① 平成 21 年度に向けた取組 
② 中長期的な取組 

  コメント 

検
討
見
直
し 

終
了 

現
状
維
持 

左記内容等 

24 
北部出張所
運 営 事 業
(82) 

北部出
張所 

Ｂ 

 窓口業務のオンラインシステム
のＷｅｂ化等により改善がされて
来ているが、反応が遅いことがあ
り、来客の込み合う時間帯等に迅
速な対応が出来ないことがある。
また、出張所は高齢者が通常の申
請や相談に来ることも多く説明に
時間がかかることが多い。また、
西大袋区画整理事業の進展に伴い
異動届等の増加が予想される。 

①当面、現体制のなかで、高齢者等
への親切な対応に努める。 
②来客のニーズを考えると将来的に
は支所体制の確立が必要である。 

Ｂ 
 
18 

 定型的な受付業務処理の際、繁忙期に支障
をきたしているとのことであるが、経済性を
考慮した自動交付機の導入、定型業務の民間
人の活用、非定型業務の再任用職員等の活
用、インターネット受付等による作業繁忙期
の山ならし工夫の検討を期待する。今後の傾
向として、相談や苦情対応が増加すると思わ
れるので、件数や業務量等の事務実態の把握
を行い、南部出張所も含め、これからの出張
所体制の在り方の研究に取り組まれる必要
があると思われる。 

●   

・オンラインシステムに係る回線の改修により容量が
2倍となり、迅速な対応への改善が図られた。また、
予備回線を他業者としたことで不慮の事故にも対応
可能となった。 
・医療制度等高齢者に関する相談業務に対応できる職
員の資質向上を図る取り組みは継続する。 
・定型的業務の見直しについては、地区センターでの
取り扱いや、自動交付機の導入により、取扱件数や業
務量もここ 2～3 年減少傾向にあるため、事務実態の
把握を行い、行政サービスの拠点としてのあり方を検
討する必要がある。それには、自動交付機の導入数増、
提携業務の民間委託への可能性、再任用職員の活用等
も充分に考慮していく。 

25 
市民活動支
援事業(86) 

地域活
動推進
課 

Ｂ 

 利用率が高くなり、市民活動が
活発になってきていると考えられ
る。団体室が狭隘のために団体の
会員が多いところでは利用に不便
をきたしているようである。 
 今後の団体室の方針について、
市民ニーズを得るためにも市民活
動団体と話し合いながら検討を図
っていく必要がある。 

①平成 21 年度までに市民が求める
団体室を整備するために市民活動団
体室検討会を設立し、検討を図る。
②平成 22 年度までには、市民活動支
援の場を拡充整備するために、市民
活動団体室検討会のとりまとめを図
る。 

Ｃ 
 
19 

 市民活動団体室「ふりすぺ」の利用促進か
らさらに一歩すすめ、場の活用を通じて行政
と NPO との結びつきの強化を図る活動を進
めることが重要である。 
 行政が NPO に期待する活動を明確にし、活
動団体にご理解いただき、協働を推進する必
要がある。また、協働を推進するためには、
活動団体との調整を円滑に進めることがで
きる企画調整能力を持った行政側の人材育
成も必要である。 

●   

・ＮＰＯ活動団体（市民）、行政職員及び両者をそれ
ぞれ対象とした｢協働のまちづくり研修｣の実施を検
討している。 
・市民活動支援拠点施設をより充実するために、（仮）
市民活動サポートセンターの整備に向けて、検討委員
会の設置を検討中である。 
・市民活動団体相互間及び行政との連絡調整を円滑に
進めるために、より一層の市民活動団体のネットワー
ク化を図る。 

26 

越谷しらこ
ばと基金事
業（越谷し
らこばと基
金積立事業
含む）(87) 

地域活
動推進
課 

Ｂ 

 本来の目的である市民主体のま
ちづくり活動を助成するために、
現況を踏まえて助成金交付要綱等
の見直しを検討中である。早期の
見直し決定を図りたいと考える。 

①平成 21 年度には、助成金交付要綱
などの見直しを行い、より多くの市
民のまちづくり活動を助成する体制
を整備する。 
②平成 22 年度までには、市民との協
働のまちづくりを推進するために市
民活動団体と協議を重ねて施策を構
築していきたい。 

Ｂ 
 
18 

 市民活動団体を支援する当該事業の重要
性は認められる。但し、運用開始から 17 年
が経過し、また、現在スポーツの分野に助成
が著しく偏りがあることから、支援分野の見
直しを含め、基金の活用方針を再設定する時
期に来ている。また、正規職員の作業範囲を
見直し、定数削減の検討を加えるべきであ
る。 

●   

・越谷しらこばと基金運営委員会において、平成 19
年度から 20 年度にわたり「助成基準」の見直しを図
った。 
・市民によるまちづくり活動を活性化するため、また、
「ふるさと納税」による寄付金の受け入れを越谷しら
こばと基金で行うことになるため平成 20 年度に条例
等を改正した。 
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担当課の評価 外部評価（数字は外部評価実施年度） 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 21 年 2 月現在） 

No 事業名 課名 総
合
評
価 

コメント 
改革改善案 

① 平成 21 年度に向けた取組 
② 中長期的な取組 
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検
討
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直
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終
了 

現
状
維
持 

左記内容等 

27 
北部市民会
館施設改修
事業(92) 

地域活
動推進
課 

Ｂ 
 建築物や施設内備品等の損傷が
あり、計画的に改修を進め適正な
維持管理を図る必要がある。 

①平成 21 年度も施設・設備の改修が
見込まれる。なお、安全面を優先し
改修に努める。 
②施設・設備の経年劣化や機器類の
耐用年数を重視して計画的な改修を
図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 施設の老朽化に伴い、年々、改修工事費、
修繕費がかかる現状となっている。改修工事
費、修繕費が中長期的にどれだけの費用負担
となるかについて計画を立案し、市民にわか
りやすく説明することが重要である。 

●   

 建築物や施設内備品等については、これまで毎年度
の予算の中で、優先順位の高いものから、改修を行っ
てきた。建物全体の外壁塗装工事や防水工事、施設内
設備の音響照明設備などの大がかりな改修工事への
対応をどの段階で実施するかは、全庁的な課題であ
り、今後も検討する。 

28 
地区センタ
ー施設管理
事業(96) 

地域活
動推進
課 

Ｂ 

 施設が老朽化し修繕要望箇所が
毎年増加している中、限られた予
算でいかに費用対効果をあげるか
が課題である。 

①コストに見合った効果を実現す
る。 
②市民ニーズを的確に把握し、効率
的な運営のもと安全かつ快適に利用
できるような施設を提供する。 

Ｂ 
 
20 

 13 地区センター施設の管理をする上で不
可欠な事業である。現在の保守管理等の委託
料を更に削減する努力を期待する。地区セン
ターの利用者数を成果指標にするのではな
く、保守管理等に掛かる事業費削減効果を成
果指標にしてほしい。また、正規職員の担う
べき仕事を明確にして、なお一層の効率的な
事業の実施に努めることが望まれる。 

●   

 原材料費の高騰に伴う燃料費や光熱水費の増加、ま
た地区センターの大型館化（平成 21 年度大相模地区
センターが大型館としてオープン）によって新たに生
じる保守管理委託料の増加はどうしても避けられな
いものがある。 
 しかしながら、限られた予算の中で増加分を最小限
に抑えるため、職員に常にコスト意識、費用対効果を
考えるよう指導し、また委託内容に無駄がないか保守
管理業務委託仕様書の見直しも考えていく。 

29 

公有財産管
理事業 (東
小林記念会
館)(99) 

地域活
動推進
課 

Ｂ 
 施設利用自治会の自治会加入率
の向上 

①利用自治会の自治会加入率の向上
を図る。 
②施設の維持管理の充実を図る。 

Ｄ 
 
20 

 施設の遊休化に伴い、自治会と土地建物使
用賃借契約を締結し、自治会に管理・運営を
任せているが、水道光熱費・修繕費等の管理
費については市で負担しているという現状
である。当館を利用する特定の団体の使用に
かかる費用を市が負担し、受益が偏っている
ことが問題だと考える。さらに、施設の中長
期的な観点から取り壊し等も含め、事業を全
面的に見直すべきである。 

●   

 東小林記念会館は、地元住民の協力を得て設置され
た施設であり、教育相談所として市が長期にわたり活
用してきた経過がある。しかし、教育センターの設置
に伴う、教育相談所の移転後の施設利用については計
画が定まっておらず、建物の老朽化も進んできてい
る。また、この敷地は市所有地であり、同一敷地内に
は東越谷 3・4 丁目自治会館も建てられている。この
自治会館も近い将来に老朽化による建替も予想され
る状況であり、この建替時期に併せ、東小林記念会館
の利用について総合的な見直しを進めたいと考えて
いる。 
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担当課の評価 外部評価（数字は外部評価実施年度） 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 
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合
評
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終
了 

現
状
維
持 

左記内容等 

30 
集会施設整
備事業 
(100) 

地域活
動推進
課 

Ｂ 

 予算範囲内での事業執行のた
め、自治会の要望に応えきれない。
用地取得の際の用地の広狭、集会
施設新築の際の 1 ㎡当たりの単価
等に要綱上の制約がなく、土地取
得面積、新築時の建築仕様等によ
って、一部公平性に課題がある。 

①集会施設新築の際の 1 ㎡当たりの
単価について、要綱等を見直し、公
平化を図る。②自治会の施設整備に
補助しているが、今後修繕の要望が
多くなることが見込まれることか
ら、集会施設の状況把握に努める。 

Ｂ 
 
19 

【①越谷市集会施設整備事業費補助金】 越
谷市としての自治会の将来的なあり方を再
検討し、その目的にあった拠点づくりのため
の補助金制度を検討すべき。 
 今後、集会施設の修繕費の増大が予想され
ることから、既存施設を有効利用した集会施
設の活用促進、複数自治会で共同利用する集
会施設運営等、市全体での経済性を追求する
とともに、自治会相互間の連携・協力関係が
密になるような拠点づくりへ誘導する補助
金制度への検討も必要と考える。また、補助
金を支出した結果整備した集会施設の利用
状況を把握する必要がある。 

●   

 自治会からの集会施設整備に関する相談時には、集
会施設の必要性や地域住民の方々の需要等について
きめ細かくヒアリングを行い、地区センターや交流館
といった既存の公共施設の活用はもとより、複数自治
会での共同利用についても自治会内で再度検討を行
っていただいている。また、修繕要望の補助金の活用
については、屋根や外壁の修繕といった建物本体に重
大な影響をおよぼす可能性があるものを中心に行っ
ており、軽微な修繕等については、自治会の自己資金
の中で行っていただいている。 
 今後、集会施設の修繕要望の増大が予想されること
から、越谷市集会施設整備事業費補助金交付要綱の見
直しを進める上で、補助率の削減等限られた財源の中
で、より多くの自治会に対し活用できるよう取り組ん
でいきたい。 

31 
危機管理対
策事業 
(106) 

危機管
理課 

Ｂ 

 平成19年度に危機管理計画は策
定されているが、各課での危機管
理マニュアル作成完了までは至っ
ておらず、危機管理対処の成果が
具体的に表れない。 

①平成 19 年度に危機管理計画を策
定し、庁内通知を図ったところで、
危機事象について各課で危機管理マ
ニュアルの作成を行う。 
②全課において、所管する危機事象
について危機管理マニュアルの作成
を行う。 

Ｂ 
 
20 

 危機管理計画、国民保護計画は、市民の安
全確保のため不可欠な事業である。まずは、
国民保護計画等の実施に向けた取組や、危機
管理マニュアルの策定を進め、事案ごとに対
応を図り計画の精度を高めることを期待す
る。 

●   

  国民保護計画に係る備蓄品の整備を継続していく
とともに、平成 20 年度に各所管課で策定する危機管
理マニュアルに基づき、各危機事象に対応していく。
今後も他の危機事象に対し、マニュアルの追加を図
り、あらゆる危機から市民の生命、身体及び財産を保
護していく。 

32 
防犯対策事
業(107) 

危機管
理課 

Ｂ 

 街頭犯罪件数は減少傾向にある
ものの、当市における犯罪率は県
内他市町と比較しても依然高い。
また、子どもを取り巻く不審者情
報が 1 年間に約 50 件発生してい
る。 

①平成 19 年度に越谷市安全で安心
な防犯のまちづくり条例を制定した
ところで、さらに街頭犯罪件数が減
少するよう、街頭犯罪件数のうち約
半数を占めている自転車盗につい
て、二重ロックの推奨などの対策方
法をイベント等において、積極的に
啓発する。 
②各地区に自主防犯活動団体が結成
されているが、地区によってばらつ
きがあることから各地区毎に PR を
行うなど、結成率の向上を図る。ま
た、自主防犯活動団体による青色回
転灯を装備した車での防犯パトロー
ルを増やすための啓発を図ってい
く。 

Ｂ 
 
19 

 各地区の自主防犯団体の活動を、自治会を
通じて把握し、その活動状況を共有し、近隣
自治会どうし連携し協力した組織的な活動
を推進することが求められる。 
 自治会連合会との連絡・連携も強化し、市
と地域とが一体となった防犯対策を進める
ことによって事業の効果をあげることを検
討する必要がある。 

●   

  地域の自主的防犯活動団体（4団体）と市において、
月曜日から金曜日の午後の下校時間帯に、青色回転灯
を整備した車での防犯パトロールを継続している。ま
た、平成 20 年度より、新たな防犯グッズを加えて貸
与の充実を図り、防犯活動をさらに支援している。引
き続き、市、越谷警察署、越谷市防犯協会、自主防犯
活動団等と連携し、地域の防犯対策を推進していく。 
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33 
交通安全推
進事業 
(109) 

くらし
安心課 

Ｂ 

 交通安全推進事業は、市民の交
通安全意識を高揚させていくこと
を目的に他の交通安全関係団体と
の連携・協力により実施しており、
一層の効率的かつ効果的な事業執
行が課題である。 

①②特に、交通安全は警察署との連
携が重要であり、連絡を密にし効率
的・効果的な事業実施とするよう積
極的に取り組む。 

Ｂ 
 
19 

【②越谷市交通安全母の会補助金】 
 事務事業評価の成果指標を見直す必要が
ある。交通安全活動団体に対し、市から事故
情報などの情報提供をするとともに、交通事
故の減少割合など、事業の成果を表す指標を
設定するとともに、的確な目標値を設定した
うえで、交通安全関連団体を指導する必要が
ある。また、交通安全教育については、学校
の協力が不可欠であり、教育委員会との連携
を図ることを望む。 

●   
 越谷警察署や教育委員会との連携・協力を強化し、
情報提供・交通安全教育等の交通事故防止活動に努め
ていく。 

34 

交通災害共
済保険料負
担事業 
(111) 

くらし
安心課 

Ｃ 

 市負担額の大きい共済となって
おり、特に 65 歳以上の高齢者が多
く、年々増加傾向にあり、一般加
入者は減少傾向にあることから健
全運営が課題である。 

①②平成 19 年度に検討した結果を
踏まえ、20 年度中に見直しをする予
定。 

Ｃ 
 
18 

 事業開始年度である昭和 50 年から、社会
状況は大きく変化してきている。交通事故被
災者やその遺族を救済する共済制度は有益
であるが、今後の高齢者人口の増加も勘案
し、共済加入金の市負担対象者や負担金額の
抜本的見直しを迫られている。 

 
● 
 
★ 

  平成 20 年度で廃止。 

35 
放置自動車
対策事業 
(113) 

くらし
安心課 

Ｂ 
 放置自動車の発生の原因が、ほ
とんどが相手方にあり、発生台数
を抑制する対策がない。 

①②特に、放置自動車撤去は警察署
との連携が重要であり、連絡を密に
し効率的・効果的な事業実施とする
よう積極的に取り組む。 

Ｂ 
 
20 

 放置自動車は、放置する人のモラルの問題
である。事業そのものは特に指摘事項はない
が、車の撤去に伴って職員の方がトラブルに
巻き込まれるなどの事故の防止に注意いた
だきたい。 壁などへの落書きも、放置自動
車同様市や市民にとっての迷惑行為である
が、多くの自治体で自治会等と連携して対策
を立て効果をあげている。放置自動車の問題
も、このような事例を参考にして、市当局だ
けの問題として取り組むのではなく、自治会
等と連携をとり自動車が放置されないよう
な工夫を期待する。 

●   
 このところ放置自動車の件数は減少しているが、警
察との連携を更に強化し、効率的、効果的に事業を実
施し、所有者に撤去してもらうよう取り組んでいく。 

36 
放置自転車
保管管理事
業(114) 

くらし
安心課 

Ｂ 

 放置自転車等の撤去が多くなれ
ばスペ－ス的にも拡充していく必
要があるが、現状としては十分な
スペ－スが確保されている。放置
自転車等の所有者が来場するとこ
ろであり、トラブルが発生しやす
く、市の意思を十分理解する委託
職員を置いておく必要があり、現
場との意思疎通を図っていくこと
が課題である。 

①②自転車等の返還業務に関わる対
応マニュアル等を作成し、円滑な運
営を図る。 

Ｃ 
 
16 

 誘導整理委託事業と合わせて、手数料負担
の原則で見直し、市の費用負担を減額する方
向で検討していただきたい。 

●   
 現状の手数料負担が適正であるか、他市の状況も踏
まえ検討していく。 

37 
市民相談事
業(115) 

くらし
安心課 

Ｂ 
 相談内容が、より複雑化・多様
化する中で、さらに相談体制の拡
充を図る必要がある。 

①平成 20 年度から多重債務者相談
等に対応するため、法律相談を月 1
回増やし、相談体制の充実を図った。 
平成 21 年度は、さらに、法律相談体
制を拡充し、関係機関との連携を図
りながら、必要な体制を整えていく。 
②外国人相談窓口開設についても検
討・実施していく。 

Ｂ 
 
16 

 越谷市の特性を持った事業であり、今後と
も拡充していただきたい。ただし、活動結果
指標・成果指標については相談件数のみでな
く、事業成果をより適切に表す指標を設定し
ていただきたい。 

●   

 弁護士による法律相談は予約制のため、希望者を全
て受け入れられない状況が続いている。 
 平成 20 年度から法律相談日を増やしたが、平成 21
年度からは、更に法律相談日を増やして相談体制の充
実を図れるよう取り組んでいく。 
 相談件数以外の成果指標については、稼働率を設定
している。 
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担当課の評価 外部評価（数字は外部評価実施年度） 
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38 
消費者啓発
事業(117) 

くらし
安心課 

Ｂ 
 啓発手段を検討し、講座の更な
る充実を図る。 

①平成 19 年度に、地域の高齢者を見
守る民生委員などを対象に、市民講
師育成講座を開催した。 
 受講者が地域へ戻り、啓発活動を
続けられるよう、情報提供を継続し、
活動内容を把握するよう努めてい
く。 
②消費生活講座・出前講座などの啓
発事業を継続し、より多くの市民に
消費生活に関する知識を取得しても
らい、消費者トラブルの被害防止に
役立ててもらう。 

Ｃ 
 
17 

 昨今の悪質犯罪から消費者を保護するこ
とが非常に重要であり、消費生活センターを
中心とした、組織的対応が強く求められてい
る。消費者啓発事業は、この観点から、重要
な事業であるが事業費単位当りコスト等を
勘案し、啓発事業の民間活用を含めた運営改
善が必要である。 

●   

 講座受講者が地域に戻り、啓発活動が続けられるよ
う、平成 19 年度から高齢者を見守る民生委員などを
対象に、市民講師育成講座を開催し、平成 20 年度も
引き続き開催する予定である。 
 消費生活講座・出前講座も継続的に実施している
が、平成 20 年度は特に高齢者向けに「振り込め詐欺・
交通安全・防犯対策」の 3点セットのチラシを作成し、
地域包括支援センター職員の協力を得て配布するな
ど、啓発活動に取り組んでいる。 

39 
消費者保護
委員会事業 
(118) 

くらし
安心課 

Ｂ 

 消費者保護委員会は、苦情処理
の斡旋・調停を行うことができる
など、重要な責務を担っている。 
条例の見直し・改正については、
19 年度、条例検討部会委員の会議
日程の調整がつかず開催すること
ができなかったが、引き続き検討
していく必要がある。 

①②当該委員会の所掌事務・組織に
ついて規定している「越谷市民の消
費生活を守る条例」の見直し・改正
に向け、消費者保護委員会内の条例
検討部会において、条例改正の必要
性、見直し時期等について検討し、
全体会の中で調整していく。 

Ｃ 
 
19 

｢越谷市民の消費生活を守る条例」の意味は
大きい。必要な条例であるので、現在求めら
れている状況に対応した改正に向け、スケジ
ュールを明確に設定し、消費者保護委員会で
検討いただく内容を示し、委員会を有効に機
能させ活用する必要がある。 

●   

 条例の見直しについては、平成 21 年度以降、消費
者庁創設などの動向を見ながら検討を重ねていく。 
 また、消費生活センターで処理できない消費者から
の商品等に関する苦情の斡旋・調停などを行う必要が
生じた際は、重要な責務として取り組んでいく。 

40 
計量器検査
事業(119) 

くらし
安心課 

Ｂ 
 コスト削減のため、業務委託の
拡充に取り組む必要がある。 

①②できる限り、（財）埼玉県計量協
会への委託を検討していくが、協会
にも受託能力に限界がある。 

Ｃ 
 
17 

 計量法等、法的根拠に基づき、計量に関す
る検査、計量思想の普及啓発事業は、特例市
業務として必要である。 
 ただし、業務遂行上の効率性に関する検討
が必須であり、計量協会あるいは民間への運
用委託を推し進め、人件費及び事業費の軽減
を図るべきである。 

●   

 計量法による業務については、法的行政処分を伴う
業務が多く、全てを委託することは困難であるが、は
かりの検査業務については、平成 21 年度以降も更に
（財）埼玉県計量協会に委託するよう取り組んでい
く。 

41 

共済見舞金
（加入促進
費含む） 
(120) 

くらし
安心課 

Ｄ 

 市負担額が突出しており、共済
としての健全運営が困難な状況に
あり、廃止を含めた見直しが必要
である。 

①②平成 19 年度に検討した結果を
踏まえ、20 年度中に見直しの実施予
定。 

Ｄ 
 
16 

 県の共済や民間の保険事業等もあり、一般
財源からの繰入を行ってまで市が実施する
必要性が薄い。将来的に廃止の方向で検討し
ていただきたい。高齢者、新入学児童等の保
険料を市で負担しているが、福祉全般の観点
で見直しをお願いしたい。 

 
● 
 
★ 

 
 平成 20 年度で廃止。 
(2 年間の共済見舞金支給業務有) 
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42 
更生保護事
業(122) 

社会福
祉課 

Ｂ 

 更生保護事業の有効性・効率性
を評価する数値指標の設定は難し
い。そのため、啓発事業の一つで
ある社会を明るくする運動の参加
者数を指標とした。今後とも犯罪
を犯した人たちの更生への支援を
進めるため、更生保護事業の充実
を図るとともに、市民への啓発を
行っていく必要がある。 

①社会を明るくする運動の実施な
ど、更生保護への理解を深めるため
の事業を充実するとともに、引き続
き、保護司会、更生保護女性会との
連携を図る。②保護司会、更生保護
女性会とともに、中学校や大学など
との連携も図り、青少年への更生保
護への理解を深め、青少年の犯罪防
止活動を推進する。 

Ｂ 
 
19 

 各補助金とも、適切な業績評価指標を設定
し、成果と公益性を検証する必要がある。【④
更生保護女性会助成金】 補助金により実施
した事業の成果を把握し、成果を検証する必
要がある。【⑤越谷地区保護司会越谷支部助
成金】 補助金により実施した事業の成果を
把握し、成果を検証する必要がある。【⑥越
谷地区保護司会助成金】 補助金により実施
した事業の成果を把握し、成果を検証する必
要がある。 

●   

 平成 18 年 6 月の「更生保護のあり方を考える有識
者会議」において、更生保護制度改革の提言がなされ、
保護司会でも、再犯防止に様々なプログラムが実施さ
れる。 
 また、「社会を明るくする運動」の実施など、地域
の防犯活動をより充実させるとともに、中学校との連
携により青少年の犯罪防止や立ち直りの支援活動も
進めている。 
 このような事業の展開に対し、積極的に支援をする
とともに、適切な評価の方法を検討し、定期的に事業
の見直しを図る。 
 なお、助成金算出で平成 21 年度から人口割り分が
増額となる。 

43 

福祉保健オ
ンブズパー
ソン事業 
(124) 

社会福
祉課 

Ｂ 
 相談・申立ての件数は少ないが、
制度の必要制は高い。今後とも制
度の周知等を図っていく。 

①引き続きオンブズパーソン制度の
周知を図っていく。 
②オンブズパーソンがどのような事
例にも適切に対応できるよう研修等
を実施し、事業の充実を図る。 

Ｂ 
 
20 

 オンブズパーソン制度の有効活用の観点
から、福祉サービスの現場職員とオンブズパ
ーソンとのコミュニケーションの場を設定
し、福祉の現場で日々発生している相談、対
応内容の情報共有が必要と思われる。 
オンブズパーソン活用については、市民向け
の広報とあわせて、現場担当職員への周知を
図ることも必要と思われる。 

●   

 オンブズパーソン制度の周知を図るため、広報や市
ホームーページ等を活用していく。併せて、市民だけ
でなく職員に対しても改めてオンブズパーソン制度
の周知を図るとともに、オンブズパーソンと職員が意
見交換できる場を設け、現場での苦情の状況などを把
握し、情報の共有化ができるよう検討していく。 
 また、オンブズパーソンがどのような事例にも適切
に対応できるよう他の自治体等の状況を調査・研究
し、事業の充実を図る。 

44 
社会福祉協
議会助成事
業(128) 

社会福
祉課 

Ｂ 

 社会福祉協議会が行っている地
域福祉事業を適正に評価しながら
助成事業を進める必要がある。法
人運営に係る指標の設定は難しい
ため、社会福祉協議会が行ってい
る地域福祉事業の一つであるふれ
あいサロンの参加者数を活動指標
とした。 

①引き続き助成事業の見直し・検討
を進め、助成金の効率的な運用や効
果的な事業の実施について明確にし
ていく。 
②運営費的な補助から事業費補助に
切り替える。 

Ｃ 
 
17 

 この助成金は、社会福祉協議会の管理運営
の補助であり、助成金の効果が不明である。
このような助成金を縮小するとともに、事業
運営の委託や補助へ転換し、効果を評価でき
るものにすべきである。社会福祉協議会の経
営についても、事業の見直し（民間との役割
分担）、人件費のあり方(給与体系の見直し）、
自主収入の拡大を図る必要がある。 

●   

 運営費的補助から事業補助に改めるなど引き続き
助成方法を検討していく。併せて、適正な評価が行え
るよう、助成金交付要綱等の整備を進める。 
 なお、平成 20 年度に助成した社会福祉大会の事業
費分については、平成 21 年度は減額する。 

45 

障害者自立
支援医療給
付事業（旧
身体障害者
更生医療事
業）(147) 

障害福
祉課 

Ｂ 

 医療保険の負担限度額や高額医
療費の還付制度など医療費の負担
軽減策は多岐に渡っているため、
申請者が更生医療を真に必要とし
ている者か検討する必要がある。
また、利用者が自ら制度を選択で
きるよう周知する必要がある。 

①後期高齢者医療保険開始に伴い、
自己負担限度額の変更が予想される
ため、他制度の利用との比較検討を
する。 
②利用者が他制度との比較検討を行
いやすくするために、制度内容の周
知を行う必要がある。 

Ｂ 
 
20 

 障がい福祉事業として重要な事業である。 
 障がい者に安心感を与えるよう、病院の医
師等との情報交換を図り、市役所窓口でのき
め細かな相談対応が求められる。 

●   

 後期高齢者で、更生医療の適用を受ける方の全体に
占める割合は低いと考えられるが、相談者個々の状況
に応じ経済的負担等について十分な説明を行ってい
く。また手帳交付時等の説明に加え、制度一覧の配布
やホームページ等の情報媒体を通じ引き続き周知を
行っていく。 
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46 

重度心身障
害者医療給
付事業 
(149) 

障害福
祉課 

Ｂ 

 障がい者の高齢化及び受給者数
の増加に伴い、年々事業費が増加
している。一方、利用者からは重
度心身障がい者医療費の窓口払い
を廃止し、償還払い方式から現物
給付方式へ切り替えるよう要望が
多く寄せられている。後期高齢者
医療制度の施行に伴い、レセプト
データが提供されないために、受
給者は各々窓口申請が必要とな
り、事務の煩雑化と受給者への負
担が増大している。 

①平成 21 年度は後期高齢者医療制
度施行に伴う、65 歳以上の方の申請
が煩雑化してしまうために、例年に
比して約 2 倍の事務量が発生してし
まうが、適正な給付が行えるように
事務体制の見直しを行っていく。 
②平成 21 年度から障がい者の申請
事務を簡素化するために、市内医療
機関について現物給付の導入を検討
していく。 

Ｂ 
 
20 

 障がい福祉事業として重要な事業である。
レセプトデータの電子データでの提供を広
域連合に求めるなど、内部事務の効率化と合
わせて、市民の利便性向上の促進に努めてい
ただきたい。 

●   

 後期高齢者医療制度の施行により、広域連合からの
レセプトデータ提供がなくなり、請求方法が複雑にな
ったことから、利用者に負担がかかっている。現物給
付方式の導入を含めて、事務の効率化と利用者の事務
負担の軽減を図るように検討する。 

47 
生活ホーム
助成事業 
(157) 

障害福
祉課 

Ｂ 

 知的障がい者が利用する市内の
生活ホームは平成 18 年度から、障
がい者自立支援法に則ったグルー
プホームへ移行している。身体障
がい者の利用は生活ホームに限ら
れている。 

①②知的障がい者が利用する市外の
生活ホームは順次、自立支援法に則
ったグループホーム・ケアホームに
移行していくと思われるが、身体障
がい者の利用は生活ホームに限られ
る。今後は身体障がい者の生活の場
として、生活ホームの確保を図る必
要がある。 

Ｂ 
 
20 

 自立支援に向けたヘルパー派遣事業と合
わせて、生活ホーム利用者が自立するために
必要な周辺支援施策との連携を強化する必
要がある。 
 最も福祉の現場に近い事業を担当されて
いる基礎自治体としての意見を、県や国に向
けて発信されることを望む。 

●   

 在宅サービスの支給に当たっては、利用者のニーズ
を把握し、個々の状況に応じた支給決定を行っていく
とともに活用可能な社会資源について情報提供を行
っていく。また、生活ホーム運営者や県との情報交換
により、有効活用に努める。さらに、県単事業に係る
会議等を通じ、制度の必要性やそのあり方について必
要に応じ発信を行っていく。 

48 

障害者（児）
複合施設整
備事業 
(159) 

障害福
祉課 

Ｃ 

 障害者自立支援法の施行により
施設体系の再編がなされ、障がい
者施設と障がい児施設の複合化を
図ることの効果を再検証する必要
がある。 

平成 19 年度に基本構想の見直しを
行い、障がい者施設と障がい児施設
の複合化は実施せず、平成 20 年度以
降は、障がい者施設整備事業と障が
い児施設整備事業に分離して取り組
むこととした。①平成 21 年度は障が
い者施設の建設工事を行う。②平成
23年度までに障がい者施設を開設す
る。 

Ｂ 
 
16 

 事業計画を早期に作り、専門スタッフの充
実と共有化をはかり、サービスレベルの向上
と効率化をはかっていただきたい。待機者へ
の施設の紹介をホームページ等でできない
か検討していただきたい。 

● 
 
★ 

  

 障がい者施設の建設に向けて、設置する機能（しら
こばと職業センター及び付加機能）や設置する設備、
職員配置、管理運営等について検討するため、庁内検
討委員会を設置するとともに、しらこばと職業センタ
ー通所者の保護者等からご意見をいただくなど、今後
も引き続き整備内容について協議・検討を行う。 

49 
介護予防事
業(163) 

高齢介
護課 

Ａ 

 要援護高齢者に対して、自立に
向けたサービスについての周知を
図るとともに、介護状態にならな
いように利用を促し、介護予防の
推進を進める。 

①平成 21 年度から自立支援通所サ
ービスは特定高齢者施策に移行す
る。 
②制度の周知を地域包括支援センタ
ーを通し利用のＰＲを図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 ふれあいサービス事業を特定高齢者施策
に移行する計画は、妥当な判断であると思
う。 
 一方、短期宿泊事業については、利用者数
が実人数で 4名と少ないことを考えれば、他
の事業で吸収する等の方策を検討し、事業の
効率的推進を考慮いただきたい。 

●   

①平成 18 年度の介護保険制度改正により、要介護や
要支援状態になることを予防する介護予防事業を実
施している。介護予防のための必要な支援を目的に実
施してきたふれあいサービスは、平成 21 年度から、
介護予防事業が整備されたことに伴い、通所介護や通
所型介護予防事業等に移行するため、事業を終了す
る。 
②短期宿泊事業については、65 歳以上の介護保険対
象外で、見守りや部分的介助が必要な高齢者で、一時
的に介護者の病気や事故及び家族からの虐待や認知
症での徘徊等で介護が困難になった方を宿泊させ、支
援を行うなどの対応をしなくてはならないが、対応で
きる他の事業もないことにより、事業の継続を予定し
ている。 
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担当課の評価 外部評価（数字は外部評価実施年度） 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 
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合
評
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コメント 
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① 平成 21 年度に向けた取組 
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検
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見
直
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終
了 

現
状
維
持 

左記内容等 

50 
家族介護支
援事業 
(164) 

高齢介
護課 

Ｂ 
 高齢化の進展に伴い、在宅高齢
者等への支援が一層必要となる。 

①緊急通報システムの機器保守管理
契約において、契約条件の見直しを
行い、総事業費の抑制を図る。 
②平成 21 年度以降については、他市
の状況と比較し、支援内容を検討し
ていく。 

Ｃ 
 
19 

① 緊急通報システムは、ひとり暮らし高齢
者に通報用のペンダントを貸与する事業で
あるが、廃止を含めて検討する。昭和６１年
からの事業であり、平成 18 年は新規４件、
機器確保契約台数２００台のうち全設置台
数９８台にとどまっており、一定の事業目的
を達成している。一方で、維持コストは年間
５３０万円（５４，０００円/１台）である。
代替手段（携帯電話、警備会社等）を検討す
る余地がある。また、契約業者への条件変更
要請及び新しくコストパフォ－マンスの良
いシステム提案を行わせる等、大幅な見直し
が必要である。 
② 在宅介護者福祉手当は、寝たきり老人を
介護する家族への現金給付であり、平成１８
年は３６１名を対象としている。福祉的な施
策ではあるが、介護保険が導入され、政策が
サービス給付へシフトしている中で、このよ
うな手当のあり方を見直す必要がある。 

●   

①緊急通報システムは、慢性疾患等により日常、常時
注意を要する単身高齢者等の救命救急を図るために、
必要不可欠な事業である。平成 20 年度は、事業の実
施を継続する中で、機器保守管理において、契約台数
の見直しを行い、総事業費の抑制を図った。平成 21
年度も、引き続き契約条件の適正化を検討し、事業費
の抑制を図りたい。また、平成 21 年度以降の機器の
賃貸借契約については、契約の条件を検討し、事業の
継続を予定している。 
②在宅介護者福祉手当については、在宅介護者福祉手
当を支給することにより、在宅介護を支援し、福祉の
向上を図ることを目的としていることから、事業の継
続を予定している。 

51 
老人日常生
活用具給付
事業(167) 

高齢介
護課 

Ｂ 

 高齢者の増加が見込まれるな
か、加齢に伴う認知病状のある方
の在宅生活を支援するための事業
の周知が必要である。 

①②平成 21 年度はさらに包括支援
センターを通し周知を図っていく。 

Ｄ 
 
19 

 ひとり暮らし高齢者等に火災報知器、自動
消火器、電磁調理器の設置を補助する事業で
ある。昭和６３年からの事業であり、介護保
険の制度化により、一定の目的は達せられた
ものと思われる。申請件数も、平成 18 年は
2件と少ない。事業費 2万円に対し、事業遂
行のための人件費が 90 万円となっており、
投入した作業工数に見合う事業となってい
ない。低所得者向けの適用は必要性の検討を
要するものの、当制度の廃止、または代替手
段（消防法及び住宅政策での対応）への切り
替えも含めた検討が必要。 

●   

 老人福祉法に基づき日常生活を営むことに支障が
ある方の便宜を図るための給付事業であり、介護保険
制度との給付品目の重複はない。改善の方法として、
対人件費のコストパフォーマンスを高めるため、10
ヶ所の地域包括支援センターでのケア会議を活用し
することで人件費の抑制等を図り、さらに、他課との
調整や他市の状況を検討し、対応を行っていく。 

52 
保険事務管
理事業 
(170) 

高齢介
護課 

Ｂ 
 国の基本方針に基づき介護保険
制度の適正運営を図る。 

①②第三期越谷市高齢者保健福祉計
画・介護保険事業計画を円滑かつ適
正に推進していくため、進行管理に
努めていく。介護保険フェスタなど
の事業を通じて介護保険制度の周知
を図る。 

Ｃ 
 
17 

 介護保険導入から 5年経過し、市内の要介
護保険者数は2,600人から4,200人へ増加し
ている。介護保険の主旨普及は一定の成果を
あげており、介護保険フェスタのあり方を見
直す必要がある。また、介護相談員による事
業所派遣は、年 8カ所程度の施設中心である
が、受入拒否事業所もあり、通所施設は未実
施である。今後の方向としては、当該事業の
見直しを行い、事業者のサービス評価（第三
者評価）の活用や情報公開制度の推進などに
より、より効果的な方法を検討する必要があ
る。 

●   

①介護保険制度が大幅に改正されており、今後とも継
続して趣旨普及は必要と考えている。その一環として
開催されている介護フェスタについては、介護サービ
ス事業者連絡協議会が主体的に実施している。 
②介護相談員の派遣事業は、第三者評価と趣旨が異な
り、施設入所者の日常的な困り事、悩み事等を直接傾
聴し、その内容を施設側に伝え、時には改善されてい
るため、事業の継続を予定している。また、第三者評
価や情報公開の推進については、平成 18 年 4 月から
義務化され、埼玉県が行っている。 



27 

27 

担当課の評価 外部評価（数字は外部評価実施年度） 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 21 年 2 月現在） 

No 事業名 課名 総
合
評
価 

コメント 
改革改善案 

① 平成 21 年度に向けた取組 
② 中長期的な取組 

  コメント 

検
討
見
直
し 

終
了 

現
状
維
持 

左記内容等 

53 
趣旨普及事
業(174) 

高齢介
護課 

Ｂ 
 制度の周知方法について検討を
要する。 

①②介護保険制度は高齢者はもとよ
り、多くの市民の方々に理解してい
ただく必要があることから、制度の
周知方法については、印刷物をはじ
め様々な広報媒体や出前講座を活用
し実施していく必要がある。このよ
うなことから、市発行の広報紙、市
ホームページ等の積極的な活用を図
るとともに、出前講座の実施をより
一層増やしていく。 

Ｂ 
 
20 

 介護保険制度の趣旨を市民にご理解いた
だくことを目的とした事業である。作成され
ている PR 資料等は汎用的、全般的な内容で
あり、市民にとっては印象が薄く、記憶に残
りにくい様に思われる。アンケート調査等に
より普及度や理解度を検証するなど、より分
かり易く市民の理解が深まる内容とし、効果
的な活動に取り組んでいただきたい。今後
は、個別相談に注力し、きめ細かく具体的事
例に対応する方向に進まれることを望む。 

●   

 介護保険制度全般のパンフレット等については、介
護保険料の見直し及び介護保険以外の高齢者福祉サ
ービスなども記載されているので毎年変更が生じる
可能性がある。さらに、新たに介護保険制度を利用す
る方もいるため、パンフレットについては引続き頒布
の必要性がある。個別相談等のきめ細かい周知につい
ては、出前講座等で個別に趣旨普及を図っているが、
今後においてもきめ細かい個別的な相談を行い、介護
保険制度の周知に努める。 

54 

家族介護支
援事業 (介
護保険)（家
族介護慰労
金 支 給 事
業）(179) 

高齢介
護課 

Ａ   
継続して計画どおりに事業を進め
る。 

Ｃ 
 
20 

 在宅介護をしている家族に対する慰労金
の支給事業であるが、H19 年度の対象者は 1
人と極めて少なく、また介護保険制度がある
ので、基本的には介護保険制度を利用してい
ただくよう理解を得る努力をすべきと思わ
れる。 

●   

 介護保険制度の在宅介護における家族介護を支援
するメニュー事業として実施してきたが、該当する対
象者が少ない状況である。また、他に一般高齢者施策
の「在宅介護者福祉手当」による支援策もあることか
ら、平成 20 年度の該当者の申請状況を見ながら平成
21 年度をもって事業を廃止する方向で検討する。 

55 
順正苑施設
管理事業 
(180) 

高齢介
護課 

Ｂ 
 入所者が快適に生活するために
は、現基準にあった施設整備が必
要である。 

①②平成 21 年度末までに介護保健
施設との連携が可能な社会福祉法人
による養護老人ホームの整備・運営
を促進することに伴い、市立養護老
人ホーム順正苑を廃止する。 

   ●   

 平成 21 年度までに、介護保険施設との連携が可能
な社会福祉法人による養護老人ホームの整備・運営を
促進するとともに、市立養護老人ホームを廃止する。
その間、新施設との事務連絡調整を行い、事務引継に
向けた準備を行う必要がある。 

56 
順正苑運営
事業(181) 

高齢介
護課 

Ｂ 
 入所者が快適に生活するために
は、現基準にあった施設整備が必
要である。 

①②平成 21 年度末までに介護保健
施設との連携が可能な社会福祉法人
による養護老人ホームの整備・運営
を促進することに伴い、市立養護老
人ホーム順正苑を廃止する。 

Ｂ 
 
16 

 「施設の更新時（建替え等）においては、
施設の設置・運営方法等も含めて方策を検討
する必要がある。」とあるが、いつかが決ま
っていない現状では、調理の委託など経費削
減化できるところは早期に計画的に進めて
いただきたい。 

●   

 平成 21 年度までに、介護保険施設との連携が可能
な社会福祉法人による養護老人ホームの整備・運営を
促進するとともに、市立養護老人ホームを廃止する。
その間、入所者が安全で快適に生活できるよう、施設
運営を行う必要がある。 
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57 
日用品等支
給事業 
(182) 

高齢介
護課 

Ｂ 
 平成21年度末の施設閉鎖までは
引き続き継続する。 

①②平成 21 年度末までに介護保健
施設との連携が可能な社会福祉法人
による養護老人ホームの整備・運営
を促進することに伴い、市立養護老
人ホーム順正苑を廃止する。 

   ●   

 平成 21 年度までに、介護保険施設との連携が可能
な社会福祉法人による養護老人ホームの整備・運営を
促進することに伴い、市立養護老人ホームを廃止す
る。その間、入所者が安全で快適に生活できるよう、
施設運営を行う必要がある。 

58 
疾病予防費
（ 国 保 会
計）(192) 

国民健
康保険
課 

Ｂ 

 平成20年度から各医療保険者に
義務付けられた特定健診・特定保
健指導の実施に伴い、人間ドッ
ク・胃検診の助成事業を廃止し、
事業全体の調整を図る。 

①平成 20 年度から開始された特定
健診・特定保健指導の実施状況によ
り平成 21 年度以降の見直しが必要
②平成 20 年度から開始された特定
健診・特定保健事業の実績を平成 25
年度までにあげていくため、各年度
の状況を把握しながら事業内容を拡
大する必要がある。 

Ｃ 
 
19 

 当事業は、国保の被保険者が、胃がん検診、
人間ドック、保養所利用の３つの場合に助成
するものである。胃がん検診の助成は、市民
の利用者負担分を国保会計から助成する制
度であるが、他のがん検診では助成していな
いこと、本来は自己負担で行うべきものであ
る。人間ドックの助成は、市の基本健康診査
とは別に個人で受診した場合の助成であり、
特定の利用者だけに支給することの公平性
に欠ける面がある。 保養所利用の助成は、
国保の目的である医療給付とは直接関係が
ない。いずれも、国保の赤字補てんに一般財
源が 880 百万円も投入されていることを念
頭におき、他の保険制度（政府管掌保険、他
市国保等）との比較検討もしながら、廃止を
含めて助成金額の見直しが必要である。 

●   

 胃がん検診、人間ドックについては、平成 20 年度
から特定健康診査・特定保健指導が実施されることに
伴い廃止した。 
 保養所利用の助成は、利用者の多い事業であるた
め、他市町村の動向を見ながら検討していく予定であ
る。 

59 

国民健康保
険会計繰出
金（法定外）
事業(196) 

国民健
康保険
課 

Ｂ 

 評価・チェックにかかわらず、
国の制度である国民健康保険制度
の存続には一般会計からの繰入金
（法定外）は不可欠であるが、本
制度は全市民を対象としたもので
はないため、その額が多額になら
ないよう、加入者の負担額を調整
していくことが肝要である。平成
20 年度は国民健康保険税の税率改
定を行う。 

①平成 20 年度に国民健康保険税の
税率改定を行う。 
②平成 20 年度から後期高齢者医療
制度が開始され、今後の医療費の抑
制が望まれるが、平成 21 年度以降は
その動向によって対応していく。 

Ｂ 
 
18 

 国保特会の赤字補填の為、一般会計からの
操出を当然と受け止めるのではなく、真剣な
操出金減少に取り組んでいただきたい。収納
率は 90％前後と評価できるが、医療費の減
少に向け、関係部課が連携を取り、市が一丸
となって緊急プロジェクトを設置するなど
して、取り組んで頂きたい。 

●   

 平成 20 年度から医療費削減に向けた特定健康診
査・特定保健指導が実施されるとともに、少しでも一
般会計からの繰入を減らすように、平成 20 年度は国
民健康保険税率改定を行った。 
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60 
介護納付金
（ 国 保 会
計）(200) 

国民健
康保険
課 

Ｂ 

 平成18年度以降納付金は減少傾
向にあるが、平成 20 年度は国民健
康保険税の介護分についても改定
を行う。 

①平成 21 年度も現状維持で対応す
る。 
②介護保険制度が継続される限り、
介護納付金も継続して対応してい
く。 

Ｂ 
 
20 

 制度に従い実施する事業であり、事務事業
評価の視点からは課題は見つけにくい。あえ
て挙げるとすれば徴収率の向上策があるが、
負担納付率を高める努力を重ね、市からの繰
入金の減少及び保険料アップをしなくても
済む措置を期待する。 

●   

 介護分の保険税については、平成 20 年度に税率改
定を行った。介護保険については毎年一人当たりの負
担額が国によって定められるので、国の動向を見極め
つつ対応していく。 

61 
救急医療対
策事業 
(206) 

市民健
康課 

Ｂ 

 埼玉県地域保健医療計画の中で
病院数が定められており、新たな
病院の設置は困難であることか
ら、現状の医療機関の中で実施し
ていかなければならない。 

①②埼玉県東部第三地区第二次救急
医療対策協議会をとおし、救急医療
を確保していく。 

Ｄ 
 
17 

<在宅当番医制事業> 地域住民の初期救急
医療の確立は、市民が健康で安心して暮らせ
るまちづくりには必須である。ただし、休日
等の初期救急医療体制は、すでに医師会によ
り整いつつある。平成 17 年度在宅当番医制
から日曜日診療が除外されており、今後さら
に祝日においても在宅当番医制の意義につ
いて抜本的見直しを図り、医療機関自身によ
る初期救急医療体制の確立を推進する必要
がある。 

●   

 現在の医療体制を踏まえ、市として在宅当番医(歯
科当番医)制事業については、民間医療機関による祝
日及び年末年始の初期医療体制の整備・充実が図られ
るまで継続する。 
 現在の取組みとしては、祝日及び年末年始における
医療体制を把握し広報・ホームページ等で周知すると
ともに、地域医療団体と連携し、当番医制により祝日
及び年末年始の初期救急医療を確保する。 

62 
乳幼児等健
康診査事業
(208) 

市民健
康課 

Ｂ 

 乳幼児健診については、受診率
の向上とともに、健診内容や事後
フォローについての検討を継続し
て行う。 

①20年度からの妊婦健診の公費負担
の拡充とともに受診率の向上を図
る。 
②未受診者の減少に向けた受診勧奨
のための周知方法の拡大 

Ｂ 
 
20 

 少子化対策の観点から当該事業は重要で
ある。平成 20 年度からの妊婦健診の公費負
担増に備え、事業費拡大は不可欠である。今
後も、更に受診率向上に向けて未受診者の減
少に努力してほしい。 

●   

 乳幼児健診については、今後も未受診者解消に向け
受診勧奨のための個別通知を実施するほか、保健カレ
ンダー・ホームページを活用し受診率の向上を図る。
妊婦健診についても、公費負担を活用した妊婦健診受
診の勧奨を図り更なる受診率の向上に努める。その取
組みとしては妊産婦に対し妊娠届出書の提出の周知
徹底に努め、母子健康手帳の取得と公費負担による妊
婦健診受診の活用や乳幼児健診の情報の提供を進め
母子保健の充実を推進した。 

63 
機能訓練事
業(213) 

市民健
康課 

Ｂ 

 訓練参加者の固定傾向があり、
集団の人的な循環が必要である。
機能訓練教室(A 型)については 1
年で修了となっているが、いきい
き教室については継続の参加者が
多い。介護保険の非該当となった
方や、言語障がいのある方が参加
できる場の確保が必要 

①介護保険法・障害者自立支援法の
各法制度の整合性を考え、健康づく
り及び介護予防と自立支援を視点と
した事業の展開 
②運動習慣の継続による機能維持と
生活の質の確保のための啓発事業の
実施 

Ｂ 
 
20 

 介護保険の認定を受ける程度ではない人
を対象に日常生活の自立を支援する事業で
ある。要介護者を増やさないための予防とい
う側面を持っており、今後の市の介護事業の
負担を軽減するという意味で重要な機能を
果たしている。 
 現在の課題は、訓練参加者の固定化傾向が
あることである。そのために、参加者の流動
性を測定する指標（例：新規参加者数と訓練
卒業者数・自立活動者数の割合）等を設定し、
自らの活動をモニタリングしていくことが
重要である。 

●   

 新規ケースの把握のために、高齢介護課等と連携を
図り、日常生活機能低下及び閉じこもり予防のための
参加勧奨を引き続き行っていく。 
また、外部評価による指摘を踏まえ、新規参加者数
や修了者数などから参加者の流動状況を把握し適正
な事業評価に努めている。 
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64 
子育て支援
事業(219) 

児童福
祉課 

Ｂ 

 子育てサロンでは、拠点となる
施設を 1 か所増設したが、利用者
のニーズは多く、事業内容の見直
しを含め、さらに拡大を検討する
必要がある。 
 ファミリーサポート事業では、
就労する母親等の増加や就労形態
の多様化により、サポート提供会
員の確保が課題である。 

①②子育てサロンでは、利用者のニ
ーズが多く平成21年度目標の7か所
の開設に向け、公共施設等の活用を
含め、身近な場所に整備するととも
に、長期的には中学校数の設置を目
標とする。 
 ファミリーサポート事業では提供
会員の拡大については、普段の啓発
活動とともに、民生児童委員・子育
てサークル会員等人的資源を取り込
めるよう検討する必要がある。 

Ｂ 
 
17 

 世帯の核家族化、共働き化等により、子育
ての相談・指導や、コミュニケーションの場
の提供が強く求められる。今後も大いに拡充
すべき事業であるが、児童相談事業や保育ス
テーション事業等、類似目的事業との役割分
担の明確化や、施設の共同利用等、事業運営
の効率化を検討する必要がある。また、外部
委託に関し、入札等により委託決定プロセス
の透明化を図るとともに、コストダウンの努
力を払うべきである。児童虐待等への対応を
強化していく必要もある。 

●   

 少子化、核家族化により子育てに不安や悩みを抱え
る家庭が多くなるにつれ、身近な場所での多様な事業
が求められていることから、子育ての相談に対する的
確な助言・指導、子育てに役立つ講座・講習会の実施
等、親子の交流促進や各機関との連携を図りながら必
要かつ適切な事業運営を図っている。 
 また、平成 20 年度からは親子の交流の場を主目的
とした子育てサロンを 2か所の児童館で開設し、平成
21 年度に市民団体等との協働による子育てサロンの
運営も検討していく。 

65 
児童援護事
業(220) 

児童福
祉課 

Ｂ  手術等に要した経費の査定基準 

①入院助産については、出産後の生
活面などの指導にも取り組んでいく
必要がある。心臓手術に関して制度
発足時は保険適用ができないものが
あったが、現在はほとんどのものが
保険適用になっている。 
②心臓手術に関しては、他の代替的
措置を検討する中で制度自体の見直
しが必要である。 

Ｂ 
 
19 

 入院助産制度については、当制度の適用に
ついて十分検討していただきたい。単に助産
支援をするだけでなく、生活自立のための指
導・支援が必要と思われる。 
 心臓手術に関する制度については、保険適
用等の状況を継続的に見て、制度の見直し・
廃止の検討をしていただきたい。 

●   

 入院助産制度は児童福祉法に基づく事業となって
いる。近年の経済・雇用環境状況から相談が多くなっ
てきているが、出産一時金等の活用を図りつつ、妊産
婦を含めた方々の自立のための支援・指導が必要かど
うかも検討し実施していくこととする。 
  心臓手術については、他の代替的措置を検討し制度
の見直しをすすめていく。 

66 
乳幼児医療
費給付事業
(224) 

児童福
祉課 

Ｂ 

 子育て家庭にとって急な疾病に
よる医療費の負担は大きく、子育
て支援施策として制度の拡充を求
められている。県の補助制度の一
部拡大と保険負担割合の改正によ
り市の財政負担も軽減されたが、
さらに制度の拡大を図っていくた
めには、本制度が国の法制化によ
り実施されるよう要望していく。 

①平成 20 年度に医療費助成のうち、
入院に係る医療費の支給対象年齢を
中学校修了までに拡大する。平成 21
年度では引き続き適正な医療費の支
給を実施していく。②県の補助制度
等や医療保険制度を見据え検討して
いく。 

Ｂ 
 
20 

 国や県の医療制度の影響を大きく受ける
事業である。 次期越谷市子育てプランの策
定と合わせ、将来の財政的な状況を踏まえた
市としての対応策を検討し、事前に準備する
ことが重要と思われる。 

●   

 乳幼児(こども)医療費制度は病院等への受診機会
公平性の確保や医療費の負担軽減により、早期受診を
促し、疾病の重篤化の防止など乳幼児の健康増進に大
きな役割を果たしている。 
 平成 20 年 6 月より高額の医療費となる入院分につ
いて中学校修了まで拡大したが、医療保険制度の改正
により医療費の負担が軽減されることとあわせて実
施したものである。今後とも医療保険制度の動向や
国・県の制度改革及び市の財政状況を十分に勘案し運
営していく。 

67 
みのり学園
施設管理費
事業(232) 

児童福
祉課 

Ｂ 

 施設は老朽化により、建具や排
水など修繕箇所が増加しており、
修繕を進めながら療育環境の向上
を目指していきたい。 

①施設管理事業では、施設の老朽化
による不具合箇所の修繕を進めてい
く。 
②肢体不自由児通園施設「あけぼの
学園」とともに、2 施設の機能を併
せもつ施設として一体的に整備し、2
施設の一体による効率化や新たな付
加機能について検討していく。 

Ｂ 
 
20 

 児童福祉事業を推進するうえで重要な事
業である。 
 事業目的が施設の維持管理であるので、活
動、成果指標については、施設管理面に関連
付けた指標を設定していただきたい。 
 施設の複合化計画に合わせ、平成 25 年春
までの間の施設維持計画に基づいた保全を
実施するよう求める。 

●   

 療育環境の向上を図るため、施設の老朽化による不
具合箇所の修繕を進めていく。さらに肢体不自由児通
園施設あけぼの学園とともに、2施設の機能を併せ持
つ施設として一体的に整備し、2施設の一体化による
効率化や新たな付加機能について検討していく。 
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68 
みのり学園
運営事業 
(233) 

児童福
祉課 

Ｂ 

 業務の効率化等による経費の削
減を図ることとなるが、計画中の
複合施設開設にあわせ運営方法を
決定していく。 

①②平成 25 年度当初の利用開始を
目指し、肢体不自由児通園施設「あ
けぼの学園」とともに 2 施設の機能
を併せもつ施設として一体的に整備
し、 2 施設の一体による効率化や
新たな付加機能について検討してい
く。今後、運営方法（全部委託・一
部委託等）についての詳細を決定し
ていく。 

Ｂ 
 
16 

 複合施設建設時に改善ということではあ
るが、事業費として大きな割合を占めている
人件費の削減を検討する余地がある。 

●   

 肢体不自由児通園施設あけぼの学園とともに 2 施
設の機能を併せ持つ施設として一体的に整備し、2施
設の一体化による効率化や新たな付加機能について
検討していく。平成 25 年度当初の開設を目指してお
り、今後、運営方法について詳細を検討していく。 

69 
あけぼの学
園運営事業
(235) 

児童福
祉課 

Ｂ 

 業務の効率化等による経費の削
減を図ることとなるが、計画中の
複合施設開設にあわせ運営方法を
決定していく。 

①②平成 25 年度当初の利用開始を
目指し、肢体不自由児通園施設「み
のり学園」とともに 2 施設の機能を
併せもつ施設として一体的に整備
し、 2 施設の一体による効率化や
新たな付加機能について検討してい
く。今後、運営方法（全部委託・一
部委託等）についての詳細を決定し
ていく。 

Ｂ 
 
20 

 児童福祉事業を推進するうえで重要な事
業である。 
 平成 25 年春の施設複合化に向けて、現段
階から保育士等の人材育成と、外部委託も見
据えた業務効率化の準備を進めていただき
たい。 

●   

 障がいの程度や状況に応じた療育訓練と保護者へ
の指導・訓練を一体となって行うことにより、障がい
の軽減や改善が期待される事業である。特に専門的な
知識や豊富な経験をもつ人材が必要であるが入園児
数などの動向を的確に把握し、適正な配置を行ってい
く。なお、あけぼの学園の今後のあり方については、
平成 25 年度開設を目指し、知的障がい児通園施設み
のり学園とともに 2 施設の機能を併せもつ施設とし
て一体的に整備し、2施設の一体化による効率化や新
たな付加機能について検討していく。 

70 
児童館コス
モス運営事
業(237) 

児童福
祉課 

Ｂ 

 各年度毎の入館者・事業参加者
数に若干の変動が見られるが、児
童の健全育成のための拠点施設と
して、また｢天文と物理」をテーマ
にしたこども科学館としての児童
館への市民要望は高く、今後も事
業内容を精査して、拡充していく
必要がある。また、事業運営の効
率化を図るため児童館運営の見直
しを行っていく必要がある。 

①②児童館運営の効率化を図るため
指定管理者制度等を検討していく。 

Ｃ 
 
18 

 子供が自ら学ぶ場づくりの社会的要請は
特に高まっており、児童館による場の提供の
意義は深く、２０年間に及ぶ実績は大いに評
価されるべきものと思料している。特に最近
は、児童虐待、犯罪者からの防御、子育て支
援等、新たな社会要請が出現してきているこ
とへの配慮を期待したい。しかし、運営実態
をみるに、児童福祉の総合的な取組を勘案
し、より活動的な事業展開を考えた場合、現
行の直営運営から、類似館を含め、指定管理
者制度活用による委託運営、ＮＰＯ等を活用
した民間運営の研究を提案する。また、現状
を継続するにしても、担当者のユニークなア
イディアを生かし参加費を徴収する事業を
企画して、より深みのある事業展開を検討す
る時期なのではなかろうか。 

●   
現状の課題に対して、運営方法を含めた改革改善に取
り組んでいく。 

71 

児童館ヒマ
ワリ施設管
理事業 
(238) 

児童福
祉課 

Ｂ 

 施設の安全確保、環境の保持及
び設備の諸機能を維持するため、
適切な維持管理とともに、開館か
ら 13 年が経過する中、空調機器、
燃焼関係消耗品の交換や製造中止
により、部品調達が困難となって
いる施設設備機器等の計画的更新
が必要となっている。 

①②児童館の機能を保全し、館内の
安全確保と快適な環境を保つため、
効率的な施設の管理を行うととも
に、施設設備機器等の計画的更新を
行う。 

   ●   
児童館の機能を保全し、館内の安全確保と快適な環境
を保つため、効率的な施設の管理を行うとともに、施
設設備機器等の計画的修繕・更新を行う。 
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72 
児童館ヒマ
ワリ運営事
業(239) 

児童福
祉課 

Ｂ 

 入館者・事業参加者数に若干の
減少が見られるが、児童の健全育
成のための拠点施設として、また
「生物と環境」をテーマにしたこ
ども科学館としての児童館への市
民の要望は高く、今後も事業内容
を精査し、拡充していく必要があ
る。また、事業運営の効率化を図
るため、児童館運営の検討・見直
しを行う必要がある。 

①②児童の健全育成のための拠点施
設として、また「生物と環境」をテ
ーマに、こども科学館として地域に
根ざした児童館を目指し、事業内容
を精査することで、より多くの児童
が参加できる事業内容とする。また、
事業運営の効率化を図るため、児童
館運営の検討・見直しを行う。 

   ●   
現状の課題を踏まえつつ、部分委託化等も含めた改革
改善方策を検討する。 

73 
私立保育所
事業(241) 

保育課 Ｂ 

 多様な保育ニーズに応える、民
間保育園との協調を図るために運
営に係る補助金の支出は効果的で
あった。 

①平成 21 年度は 90 名規模の保育園
の開設により費用に見合った子育て
支援を図っていく。 
②平成 22 年度以降も、保育需要と子
育て支援の充実のために効果的な予
算の執行を図っていく。 

Ｂ 
 
20 

【私立保育所運営改善費補助金】 
（内部評価：継続）（外部評価：継続） 
 多様化する保育需要の潜在ニーズを、更に
きめこまかく定量的に把握されることが重
要である。 
また、私立保育所の施設や人員配置の状況に
ついて、市民に対して分かりやすく PR し事
業推進していただきたい。 
 保育行政に基づく保育従事者の確保・育成
に向けて、時間単位での勤務など勤務条件の
柔軟化、処遇の改善も求めていく必要もある
のではないか。 

●   

 多様化する保育需要に対応するために、保育需要を
的確に把握し、私立保育園の開設など民間活力を積極
的に活用し、待機児童の減少、子育て支援の充実を図
っていく。 
 平成21年度に90人定員の認可保育所が開設するこ
とにより、待機児童の減少や新たな就労子育て支援が
図れる。 

74 
家庭保育室
事業(242) 

保育課 Ｂ 

 待機児童解消のため、認可保育
所と家庭保育室の地域バランスを
考慮し、家庭保育室の効率的な支
援と多様な子育て支援が必要であ
る。 

①平成 21 年度は引き続き低年齢児
の待機児童解消のため、家庭保育室
の充実を図っていく。 
②平成 22 年度以降も家庭保育室の
民間活力を支援し効率的な子育て支
援を図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 多様化する保育需要を踏まえ児童の積極
的受入体制の整備が必要であり、また家庭保
育室事業の市民へのアピールも大切である。 
 保育行政としての方針に基づいた、公立・
私立保育所と家庭保育室のバランスを図る
必要がある。 

●   

 公立・私立認可保育所との設置バランスと地域性を
考慮し、家庭保育室の効率的な支援を実施していく。 
 また、待機児童の解消と新たな就労支援を図るた
め、家庭保育室の積極的受入体制について市民への
PR を図っていく。 

75 
保育所改修
事業(254) 

保育課 Ｂ 

 施設の老朽化に伴い、限られた
予算を、安全確保を第一とし、改
修費の効果的な運用を図る必要が
ある。 

①平成 21 年度は温暖化現象を見据
えた保育所改修を図っていく。 
②平成 22 年度以降も老朽化のため
改修箇所増加は必至であり、建替等
を視野に入れた長期的な取り組みを
図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 公立・私立保育園の設置、家庭保育室との
分担など、保育行政全体を見据えたうえで、
公立保育園の今後の役割を定め、中長期的改
修計画との整合を図っていただきたい。成果
指標については、改修計画に対する改修実施
率などを設定していただきたい。 

●   

 平成 20 年度に施設維持管理保全のため、外壁塗装
1ヶ所・じゅうたん張替 2ヶ所・トイレ改修 3ヶ所の
計 6保育所改修と、保育室内における保育環境の改善
のために 5ヶ所の空調設備を行った。厳しい財政状況
を踏まえ長期的改修計画により効率的な改修を図る
とともに、空調設備については、平成 20・21・22 年
度事業として対応する。 

76 
資源物等収
集運搬事業
(261) 

環境資
源課 

Ｂ 
 より効率的な分別収集を検討し
ていく。 

①②資源物の排出量を見極め、収集
体制の見直しを検討する。 

   ●   
 廃棄物の排出量の増加に伴う収集体制の充実を図
る。 
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77 
粗大ごみ収
集運搬事業
(262) 

環境資
源課 

Ｂ 
 申込受付体制の整備と併せた一
体的なシステムの構築による事務
の簡略化 

①②パソコンと連動した受付システ
ムの構築（申込受付からの一連の作
業がシステム化可能） 

Ｂ 
 
20 

 事業内容は、粗大ごみの収集及び処理場へ
の搬入であり、その点においては適切な外部
委託である。 
課題は、①リサイクル率アップ、②減量化、
③手続の効率化である。 
 ①②については市民へのアピール、③は粗
大ごみ処理券有料シールの採用や、パソコン
システムを活用した事務処理の導入の推進
を期待する。 

●   

 平成 21 年 9 月 1 日からの料金の前払い制に向け、
事務手続きを進める。 
 また、今後は事務処理を簡素化するため、パソコン
と連動した受付システムの構築（申込受付からの一連
の作業がシステム化可能）を行う。 

78 
動物死体収
集事業 
(264) 

環境資
源課 

Ｂ 
 飼い主のいない路上動物死体の
迅速な収集対応が求められてい
る。 

①②飼い主のいる動物死体について
は、市民全体が利用する事業ではな
いため、個人負担額の見直しを検討
していく。 

Ｂ 
 
18 

 飼い主がいる動物死体については、市民感
情から、市の斎場で扱うようにすることを検
討するか、現行 3,500 円の受益者負担額の増
額を検討していただきたい。年間 2,000 体も
の動物死体を処理し、1,000 万円の経費が使
われていることについて、市民のご意見を確
認したい。路上放置の動物死体の処理は現行
のままでも止むをえないと思われるが、動物
を愛護する気持を啓発することを望む。 

●   

 飼い主のいる動物死体の処理については、個別火葬
の場合は、市の斎場等にて行い、合同火葬の場合は委
託処理をしている。受益者負担額については、平成
21 年 4月 1 日より全額負担とする。 

79 
し尿収集事
業(266) 

環境資
源課 

Ｂ 
 公共下水道及び浄化槽の普及に
より、し尿収集世帯が年々減少傾
向にある。 

①②し尿収集世帯が年々減少傾向に
あり、収集体制・収集委託料等の見
直しを検討していく。 

Ｂ 
 
20 

 対象世帯は 2,800 程度と多くはないが、現
状では継続が必要な事業である。今後検討す
べきものとして浄化槽設置の推進があるが、
補助金額のアップがどの程度効果的かを調
べる必要がある。また、同時に市民への周知
も欠かせない。 なお、災害時の対応につい
ては、危機管理課の防災施設整備計画担当と
の協議も必要と思われる。 

●   

 し尿汲み取り世帯の減少に併せ、現行 8業者 9台で
委託をしている収集事業を平成 21 年度に、1 業者 1
台減する予定である。今後も委託車両の減少を検討し
ていく。しかし、災害時にも対応できるように事業を
継続していくため、受託業者が、事業を継続していけ
るように委託料の見直しも併せて検討する。 

80 
破砕物等搬
出事業 
(268) 

環境資
源課 

Ｂ 
 ごみの減量に伴い破砕物等の搬
出量は、微減となっている。 

①②今後とも、分別を徹底し、破砕
物等の搬出量の減少を図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 破砕可燃物等を処理場へ搬入する事業で
あり、搬入の外部委託は適切である。 
 課題としては、事業費の 80%を占める不法
投棄物や乾電池等の廃棄にかかる処理委託
費の削減である。解決には、市民の理解が求
められるので、より効果的なＰＲ活動を行
い、ごみの減量に努力していただきたい。 

●   

 不法投棄防止に向け、夜間パトロールを実施した。
また、市民、収集業者等に分別の啓発を実施した。 
 今後とも、分別を徹底するとともに、不法投棄の防
止に向け夜間パトロール等を実施する。 

81 

家庭用生ご
み処理機器
購入費補助
事業(273) 

環境資
源課 

Ｂ 

 生ごみ処理機器を活用すること
により、日常生活の中からごみ問
題に関する意識高揚が図られると
ともに、家庭から排出される生ご
みの減量化及び資源化を促進する
ことができることから、引き続き
その普及と啓発を図る必要があ
る。 

①平成 21 年度は利用の拡大を図る
ため、要綱の補助対象要件の緩和を
検討する。 
②家庭から排出される生ごみの減量
化を図るため、啓発活動を実施する。 

Ｂ 
 
19 

 生ごみ収集は市民生活にとって不可欠な
事業である。単に、「生ごみ処理機器購入費
の補助」の周知活動にとどまらず、家庭での
生ごみの処理が、市全体の生ごみの減量、ご
みの資源化に有意義であることについて、積
極的に啓発されることを期待する。 

●   

 広報こしがや平成20年8月号にて生ごみ減量につい
ての啓発記事を掲載。 
 平成 20 年 7 月に生ごみ処理機器の補助要綱を改定
し、補助対象要件を緩和した。改定内容としては、従
来、補助交付は一度限りであったものを、機器の購入
後 5 年を経過した場合の買い替えについても再度補
助交付の対象とした。 
 今後も定期的に広報等にて周知を行うとともに、生
ごみの水切り等について啓発を行う。 
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82 
空閑地除草
事業(281) 

環境保
全課 

Ｂ 
 民有地の除草は市への委託によ
らず所有者自ら行うことが必要で
ある。 

①②空閑地の管理は地権者の義務で
あることを基に推進しているが、止
むを得ず市に委託をしている地権者
の大半は市外在住者であり、地権者
が直接業者に委託するのは難しく、
ただちに委託制度を止めることは、
苦情の増加につながるものと考えら
れる。既に委託制度が利用者等に浸
透している現状を考慮して委託制度
を継続していくが、今後も環境改善
は地権者の義務であることを啓発し
ていく。 

Ｂ 
 
18 

 地権者156名が所有する217ヶ所の空閑地
の除草であるが、多くは市に除草の委託をし
ており、経費も完納の状況である。しかし、
経費を負担して市が除草する図式を見直し、
空閑地の雑草の除去対策に止まらず、空閑地
の環境改善に向けての多面的な取組を市民
ボランティアの働きを醸成して進めてほし
い。また、地権者にも、環境改善は義務であ
るとの考え方を理解いただく取組みを進め
てほしい。 

●   
 空閑地の管理及び環境改善については、地権者の義
務であることを、市広報等で啓発していく。 

83 
犬の登録等
事業(282) 

環境保
全課 

Ｂ 
 犬の登録制度・狂犬病予防注射
の周知徹底 

①②市広報や自治会に対して啓発、
チラシ等の回覧を行い、制度の周知
を図る。 

Ｂ 
 
17 

 犬の登録管理を徹底し、狂犬病を予防する
ことは重要である。保健所からの事務移管を
前提として、獣医師会ならびに地域自治会等
との連携を深め、犬の登録率向上を目指して
いただきたい。登録の電子申請化など、登録
を容易にする手段は今後も引き続き検討を
お願いする。また、予防注射の実施にあたっ
ては、獣医師に委託する等、会との連携をさ
らに強化することを望む。 

●   

 電子申請については平成 18 年度より受け付けてい
る。 
 狂犬病予防注射については、集合注射実施のほか、
越谷市狂犬病予防協会会員の獣医師と協定を結び、登
録や注射済票の交付手続きを委託し、飼い主の利便性
を図っている。 
 集合狂犬病予防注射は住民の多くの方々が利用さ
れており要望の高いものである。接種率の向上のため
にも必要な事業である。 
 また、飼い方ルールブックの配布や自治会回覧、市
広報等により飼い主のマナーや制度の周知を図り、獣
医師の協力を得て登録率向上及び接種率向上を目指
す。 

84 

相 談 事 業
（旧：労働
相談事業・
内職相談事
業）(284) 

産業支
援課 

Ｂ 
 労働相談における緊急相談への
対応。 
 内職提供事業所の開拓 

①②労働相談において、理想は常時
相談を受け付けできる体制作りだ
が、相談日以外の問合せ等について
は県での労働相談や関係機関での相
談窓口を確認し紹介する。 
 内職相談においては、内職希望者
に比べ、求人数が少なく斡旋率が低
い状況となっているため、求人開拓
を積極的に実施し、斡旋率の向上を
図る。 

   ●   

 労働相談については、通常は市の相談日をご案内し
ているが、急を要する相談の場合は県の労働相談セン
ターを紹介している。また、内職相談については内職
希望者に対し求人数が少ない状況が続いていること
から、求人開拓を積極的に実施し斡旋率の向上を図っ
ていく。 

85 

能力開発支
援 事 業 
(旧：勤労者
等能力開発
支援事業） 
(287) 

産業支
援課 

Ｂ  講座等参加者数 

①平成 21 年度は実施内容を検討し
て時代に即した講座を実施してい
く。②良好な労働環境づくりや雇用
促進を図るため、多くの方が参加で
きるよう実施内容の充実を図ってい
く。 

   ●   

 勤労者等の能力開発を支援するためセミナー等を
開催しているが、パソコンセミナーは受講希望が多
く、就職に向け有効なセミナーであるため、若年者や
女性、中高年を対象とした就職支援セミナーとともに
実施していく。 
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86 
商店街活性
化推進事業
(290) 

産業支
援課 

Ｂ 
 適正に補助金が使われている
か、更にチェック機能を強化する。 

①平成 21 年度は引き続き補助対象
事業の周知を図り、さらなる支援を
実施していく。 
②商店街を活性化するために、この
事業の継続を図っていく。 

Ｂ 
 
20 

【商店街活性化推進事業費補助金】 
（内部評価：終期設定・統合・メニュー化） 
（外部評価：終期設定・統合・メニュー化） 
 補助金交付の効果が薄れたことから、「商
店街活性化」の判断基準を明確化し、補助の
実績を個別に評価し成果を公表していただ
きたい。また、補助メニュー以外の申請も広
く取入れる考え方が必要と思われる。大型店
の出店にともなう影響は避けがたく、現状の
補助金レベルでは活性化には限界がある。郊
外の大型ショッピングセンターとの共存共
栄について調査研究するとともに、商店街の
自主的な工夫を支援する施策に転換するこ
とを商店側と一緒になって検討する必要が
ある。 

●   
 大型店対策として、現在の補助メニューに新たな補
助事業のメニューを加え、活気と魅力ある商店街づく
りをさらに支援していく。 

87 
産業情報化
推進事業 
(291) 

産業支
援課 

Ｂ  利用者及び登録事業所等の数 

①平成 21 年度は、企業訪問やハロー
ワーク来所者などへの周知を図り、
登録事業者及び企業掲示板（求人・
求職）の利用拡大を図っていく。 
②毎日、トップページ内が更新され
るよう情報収集を図っていく。 

   ●   

･観光情報など最新情報の掲載に努めた。 
・「こしがやの産業情報リンク」の登録拡大と併せて
市内の逸品の掘り起こしを図るため、本年度は、和・
洋菓子店を中心に DM を発送（5月に 83 件郵送）した。
また、バナー広告の掲載並びに利用拡大を図るため、
市内の有力企業を訪問（4月、5月に 20 件の企業訪問）
した。さらに、ハローワーク来訪者の見やすい場所に
案内書を置き、利用の拡大を図った。 
本年度登録者数（10 月末現在） 
情報リンク：24 件、求人：19 件、求職：6件 

88 
産業活性化
推進事業 
(293) 

産業支
援課 

Ｂ 

 工業所有権取得費補助金につい
ては、企業間競争を勝ち抜いてい
くために、工業所有権取得の重要
性がますます高まっているもの
の、補助対象者が減少してきてい
る。 

①平成 21 年度は、工業所有権取得費
補助金制度について、越谷市商工会
工業部会等と補助対象枠の減額につ
いて調整する。 
②産業フェスタについては、事業が
マンネリ化しないよう実行委員会と
も協議していく。 

Ｂ 
 
20 

 産業活性化の支援は市の重要な施策と思
われるが補助の対象、効果の見直しを行い関
連機関との協議を実施していただきたい。 
【越谷市工業所有権取得費補助金】 
（内部評価：減額(縮小)）（外部評価：終期
設定） 
 補助実績は 3 件（29 万円弱）と少なく、
産業活性化に寄与しているとは思われない。 
 対象が少ないこともあり、工業所有権等の
取得費補助だけではなく、差別化できる商品
及び技術の開発支援など抜本的な支援策の
検討が求められる。 
【地域特産品販売推進事業費補助金】 
（内部評価：終期設定）（外部評価：終期設
定） 
 「鴨ネギ鍋」の普及に注力を期待したい。
3年間の補助金交付の成果を検証されること
を望む。 
 当市のブランド確立に向け更なる支援を
すべきと思われる。 

●   

・工業所有権取得費補助金については、市内産業の活
性化及び振興を図るため創設したが、対象件数が減少
傾向にあるので、平成 21 年度にあっては、予算額を
減額する。 
・こしがや産業フェスタについては、主事業としてこ
しがや鴨ネギ鍋が定着しつつある。 
・地域特産品販売推進事業費補助金は、地域経済の活
性化を図るために、越谷の地域ブランドとして「こし
がや鴨ネギ鍋」の商品化を越谷市商工会青年部が主体
となり進めている事業に対する補助制度。平成 19 年
度から 3 年間で全国展開を図り平成 21 年度をもって
終了予定。 
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② 中長期的な取組 

  コメント 

検
討
見
直
し 

終
了 

現
状
維
持 
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89 
物産展示場
等管理事業
(295) 

産業支
援課 

Ｂ 
 展示場所、展示内容、展示方法
等を工夫し、市民の認知度を高め
ていかなければならない。 

①平成 21 年度は展示場のリニュー
アルを図っていく。 
②（平成 22 年度までに）越谷駅東口
再開発を踏まえ展示場の拡大を検討
する。 

Ｃ 
 
18 

 伝統工芸の継承事業としても２４時間無
人での管理によるどちらかというと静態的
な展示事業であるが、思い切ったリニューア
ルが必要と思われる。伝統工芸品の製作は、
ものづくりの基本でもあり、地域を特徴づけ
るソリューションである。地域の活性化を視
野におきながら、業者・市民を巻き込んだ事
業展開を期待するが、あまりお金をかけずに
市民が伝統工芸に関心を持ち、活性化できる
ような施策を検討・研究していただきたい。 

●   

 展示場所、展示内容、展示方法を工夫しながら、市
民の認識度を高めるとともに、市、伝統的地場産業の
組合、商工会の三者連携を密にして製品の紹介をして
いく。また、平成 20 年 9月 26 日のイオンレイクタウ
ンオープンに伴い、総合インフォメーション内に展示
場を開設し、来場のお客様に地場産業のＰＲをしてい
く。 

90 
商工会補助
事業(299) 

産業支
援課 

Ｂ 

 経済不況が長引いており、市内
小規模事業者に対し、今後も金
融・経営・税務・労務などの全般
にわたる指導が必要である。 

①②経済不況が続き、市内の大半を
占める小規模事業者は厳しい状況に
おかれており、商工会と連携を図る
中で、企業活動を支援する必要があ
る。企業の成長を促し市内産業の活
性化を図るためには、人材の育成・
技術の向上・経営者間の交流の場確
保等を推進する必要があり、商工会
の果たす役割は重要であることか
ら、引き続き支援をしていく。なお、
今後も自主財源の確保に努めるよう
働きかけていく。 

Ｂ 
 
19 

 補助金の項目ごとに限度額を設定される
方向は、評価できる。 補助金の使い方のみ
でなく、補助金により実施した事業の成果を
把握しなければ、市としての説明責任を果た
せなくなるおそれがある。 商工会との連絡
調整を密にして、それぞれの補助金事業の目
的、目標を明確に定めたうえで、各事業の実
績を把握され、補助金額、補助率等の評価を
されることを望む。【⑨税務指導費補助金】、
【⑩小規模指導費補助金】、【⑪商工会一般
事業費補助金】、【⑬タバコ小売活性化事業
費補助金】 補助金により実施した事業の実
績を把握すること。【⑫若手後継者育成事業
費補助金】 平成 19 年度より商工会一般事
業費補助金へ統合されたことは評価できる。 

●   

 経済不況が続き、市内の大半を占める小規模事業者
は厳しい状況におかれており、商工会との連携を図る
中で、企業活動を支援する必要がある。企業の活性化
を図るためには、商工会の果たす役割は重要であるこ
とから、引き続き支援をしていく。 
  また、外部評価で指摘された事業の目的、目標を明
確に定めた上で、各事業の実績を把握することについ
ては、現在商工会監査の際に補助金交付に係る効果に
ついて報告を受けるとともに、商工会の総会資料等よ
り実績等の把握をしていることから、今後も、実績・
効果等についての把握、補助金等の評価について検討
していく。 

91 

中心市街地
活性化推進
事業（旧：
ＴＭＯ推進
事業）(300) 

産業支
援課 

Ｂ 

 旧中心市街地活性化基本計画は
平成 18 年 8 月に改正され、事実上
法的根拠を失っている。新法での
中心市街地活性化基本計画の策定
に向け、更に現状を分析し、実態
に即した計画を策定し、事業を推
進する。 

①②平成 22 年度に中心市街地活性
化基本計画策定予定。今後は地元住
民等との協議・勉強会・ワークショ
ップなどを行い、まちづくり会社の
設立などを検討しながら協議会を設
立していく予定。 

Ｃ 
 
20 

【中心市街地活性化推進事業費補助金】 
（内部評価：統合・メニュー化）（外部評価：
終期設定） 
 当該補助金は恒常化しており、事業の成果
が分かりづらい。現状では、3カ年にわたり
予算及び実績が変わっていないなど、マンネ
リ化がうかがわれる。助成の成果を十分精査
し、補助対象事業及び対象経費の助成割合等
の検討、また各々の補助の結果、どのような
状況になったのかについて具体的評価が必
要と思われる。 
 今後は、住民の自主性を強力に支援する方
向で事業を運用していくよう見直しをされ
たい。 

●   

 商工会が中心市街地の活性化を推進するために実
施する各種事業に対して支援している。補助事業の中
で新たな試みとしてエリア 3 商店会の「商店会マッ
プ」を作成中。中心市街地の魅力ある店舗を紹介し、
もって買い物客の集客を図り活性化を目指す。 
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92 
農産物生産
奨励事業 
(301) 

農政課 Ｂ 

 農業従事者の高齢化や後継者不
足により、資金を投入して機械の
導入・施設の充実を図ろうとする
農家が減少しているため、当該制
度の活用も年々減少している。そ
の中で、資金を投入して経営改善
を図ろうとする担い手に支援する
ことは、今後の農業の維持発展を
図っていくために必要なことであ
る。 

①②担い手の確保・育成を図るため
に、規模拡大を図ろうとする担い手
へ制度資金の活用を促すだけでな
く、農業委員会・JA 越谷市等の関係
団体と連携し、耕作者のいない農地
のあっ旋などの支援を積極的に行
い、農地の利用集積等の推進を図る。 

Ｂ 
 
18 

 農業世帯の高齢化により、大規模な融資案
件は減少する傾向にある。事業の実態とし
て、職員が農業現場や、研究会等へ立会い農
業指導を行っている。これを事業として明記
する必要がある。農業団体連合会や農業協同
組合等との連携を通じて農業者のニーズを
把握し、都市型農業としての経営改革支援へ
の転換を検討することを望む。活動結果指標
については、目標を明確に定め計画的に事業
推進していただきたい。 

●   

 平成 20 年度には、地産地消の推進拠点としての役
割を担う農産物直売所をオープンし、少量多品目で農
業を営む生産者にも新たな販路が整備されることか
ら、これらの生産者を含め農業支援策について周知の
徹底や助成事業の拡充を図っていく。 
①新品種実験展示圃モデル事業委託料 
 ⇒ 現状維持 
②農業近代化資金補給金 
 ⇒ 現状維持 
③農業経営基盤強化資金利子補給金 
 ⇒ 現状維持 
④地場野菜等産地育成対策事業費補助金 
 ⇒ 縮小 
⑤特産品生産奨励助成金 
 ⇒ 現状維持 

93 
農業環境衛
生改善事業 
(302) 

農政課 Ｂ 

 安全・安心な農産物を提供でき
る農業及び環境に配慮した農業を
推進していく必要がある。都市部
の中で農業経営をする者に対して
は、環境や衛生面で農地の近隣住
居者に対する影響は大きく地場産
農産物に対するイメージも大切な
ことから、行政としての支援、指
導を行う必要がある。 

①②園芸用廃ビニール適正処理の徹
底周知 

Ｂ 
 
20 

 平成 20 年度より取り組まれている農政課
の地区担当者制は、評価に値する。地区担当
者と各地域の農業組織団体との情報連携を
一層強化し、市の農業の実態を把握し今後の
農業施策のあり方を検討するとともに、市民
にも農業の重要性をご理解いただくための
取組を進められることを望む。 
【園芸用廃ビニール収集処理運営協議会負
担金】（内部評価：継続）（外部評価：継続） 
 地区担当者と組織団体との情報連携によ
って、廃ビニールの不法処理ゼロ化を進める
努力が必要である。 
【病害虫防除事業費補助金】（内部評価：継
続）（外部評価：継続） 
 地区担当者による各農家の実態把握と事
業内容のさらなる広報を推進し、病害虫防除
に参加する農家の組織率向上が必要である。 
【埼玉東部農業共済組合補助金】（内部評
価：継続）（外部評価：継続） 
 農業育成上必要な制度であり、継続とす
る。 

●   

①園芸用廃ビニール収集処理運営協議会負担金 
  ⇒ 拡充 
 平成 20 年度から導入した地区担当制等を活用して
廃ビニール処理の実情の把握に努め、今までの情報伝
達方法に加え、農業団体連合会等の組織を活用して、
廃ビニール等の適正な処理の必要性や方法について
の周知を図り、当該制度の利用を高めていく。 
②病害虫防除事業費補助金 
 ⇒現状維持 
 平成 20 年度から導入した地区担当制等を活用して
病害虫防除の実情の把握に努め、今までの情報伝達方
法に加え、農業団体連合会等の組織を活用して、病害
虫防除の必要性や補助事業についての周知を図り、病
害虫防除の実施農家を増やし、農業環境の改善を図
る。 
③埼玉東部農業共済組合補助金 
 ⇒現状維持 

94 

（仮）越谷
市農業自然
公園整備事
業(303) 

農政課 Ｂ 

 農産物直売所整備後のＪＡ越谷
市の運営に対し、市としてどのよ
うに関与していくか。また、地産
地消を推進していく上で、当直売
所を活用してどのような仕組みづ
くりを展開していくかの検討が必
要。 

①平成 21 年度は、農産物直売所の展
開から浮上する課題や要望等を勘案
しながら全体計画の検討を行ってい
く。 
②全体計画に基づき、段階的整備を
行っていく。 

Ｃ 
 
16 

 計画段階とはいえ、目的を明確にし年度ご
との到達点を明らかにしていただきたい。 ●   

 平成 20 年度は、農業自然公園の先導的・誘導的役
割を担う農産物直売所をＪＡ越谷市と連携して整備
した。また、同時に直売所は地産地消推進の拠点とな
る施設であることから、「（仮）越谷市地産地消推進
協議会」を設け、これからの直売所の運営や展開を協
議・検討していく。平成 21 年度は、農産物直売所の
開設を契機にその動向の把握に努め、今後の（仮）農
業自然公園の整備手法の検討を通して、農業者自らの
参画を促し、全体整備につなげていく。 
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95 
市民農園整
備事業 
(308) 

農政課 Ｂ 

 利用率 100％であり、利用申込も
抽選となるなど需要の高い事業で
ある。しかし、近隣住民からの苦
情もあり、一部利用者に貸付条件
を守らない者もいるため、今後も
周辺住宅の迷惑施設にならないよ
う、貸付条件の遵守を徹底してい
く。 

①平成 21 年度は現行の市民農園運
営管理をＪＡ越谷市に委託すること
の調整を図っていく。 
②多くの市民に農業に対する理解を
深めてもらうために、市民農園整備
計画を策定して、ふれあい農業の推
進を図っていく。 

Ｂ 
 
17 

 農地の遊休化が進む他方で、家庭菜園を望
む住民が増加することも予見される。遊休農
地の所有者と家庭菜園の希望者との出会い
場をつくるなど、潜在的な借り受け農園利用
者の発掘と、遊休農地の積極的活用をさらに
進めることを願う。 

●   
 平成 22 年度に、現行の市民農園運営管理を、ＪＡ
越谷市に委託する方向で調整を図っていく。 

96 
農業技術研
究事業 
(309) 

農政課 Ｂ 
 研究事業の一部民間委託につい
て、関係機関と協議を進めている
が難航している。 

①平成 21 年度は研究事業の一部民
間委託を図っていく。 
②農業自然公園整備の取組の中での
位置付けや、都市型農業の推進へど
のように係わっていくかを十分検討
し、農業技術センターそのもののあ
り方や方向性を見直していく。 

Ｃ 
 
18 

 越谷市の農業産業維持発展のためには、重
要な事業である。事業の実施に、正規職員が
７名配置されており、５～７年で人事ローテ
ーションしている。事業内容が高度に専門的
である中で、職員が入れ替わることは、事業
運営上非効率な面もある。市としての企画的
業務を正規職員に残し、専門的研究業務は、
農業団体連合会や農業協同組合とも協力し
委託化または、大学等と共同研究するなどの
検討を求める。 

●   

 養液栽培業務については、実証試験や研究に対して
のニーズの低下等から、平成 20 年度は、業務の縮小
も視野に入れ検討を行っている。また、農業技術セン
ターの役割を見直し、消費者ニーズを重視した地産地
消を推進するために必要な業務への転換を考え、その
業務に最も適した委託先や運営方法を検討している。
平成 21 年度は、委託の実施に向けた具体的な内容に
ついての検討や委託先との協議を行い、平成 22 年度
に委託の実施を目指す。 
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97 
農業従事・
後継者育成
事業(313) 

農政課 Ｂ 

 越谷市の農業振興を図るという
同様な目的を持っているが、個別
に活動してるため、事業効果が充
分に発揮されていない面がある。
各団体の連携等による事業効果の
拡大が必要である。 

①越谷市担い手総合支援協議会が機
能的に活動できるようにする。②認
定農業者や農業生産法人の育成に取
り組む。 

Ｂ 
 
19 

 農業関係団体育成支援のためいくつかの
補助金が支出されているが、支援の一貫性確
保のため農政課が事務を取り扱っている。 
中には、収入が補助金主体の団体もあり、運
営や事業展開に当たり、補助金に依存しがち
にならないよう将来、自立に向けた取り組み
や実施した事業の成果の把握もお願いした
い。 
【⑭越谷市農業団体連合会補助金】 
 会員相互の連携を取りながら、関係団体と
も協議し、地産地消を推進するなど、そ菜、
花卉、稲作、畜産の各部会の活動は見るべき
ものがある。行政として農業関係団体の育成
支援を通し、後継者育成に積極的な働きかけ
を行ってほしい。 
【⑮農業後継者等育成費補助金】 
 越谷市グリーンクラブと越谷市農協女性
部への補助金であるが、両者とも農協との係
わりが強く、JA 越谷市からの補助金も受け
ている。事業活動も見るべきものがあり、越
谷市の農業発展や地産地消活動にも寄与し
ており、地域農業の担い手である後継者育成
のためにも、行政の支援は必要と思われる。 
【⑯２１世紀・越谷塾補助金】 
 ２１世紀越谷塾は、農業関係団体の代表者
で構成されているが、そのメリットが充分生
かされていると思えない。取り組んでいる事
業も２１世紀越谷塾が取り組むべき事業と
は思えず、「越谷市農業農村活性化推進機構
の設置及び運営に関する要領」の目的に示さ
れている「農業農村の活性化」に寄与する事
業の実施を再考していただきたい。 

●   

 農団連、グリーンクラブ、ＪＡ越谷市女性部につい
ては、本市の農業の担い手の団体としてそれぞの役割
ごとに活動内容を明確化し、助成の対象も主に活動費
とし、会員からも会費を徴収し、目的意識を持って活
用するよう要請した。 
 また、畜産振興・衛生事業をメニュー化し、農団連
への補助金と統合する。 
 21 世紀・越谷塾については、その活動内容を大幅
に見直し、フラワーボックスの設置などの事業から農
業振興方策の検討等に特化させ、平成 20 年度は補助
金も 120 万円から 10 万円に大幅に削減した。 
 
①担い手育成総合支援協議会 
 ⇒現状維持 
②農業後継者等育成費補助金 
 ⇒現状維持 
③市農業団体連合会補助金 
 ⇒拡充 
  畜産振興・衛生事業と統合 
④21 世紀・越谷塾補助金 
 ⇒現状維持 

98 
畜産振興・
衛生事業 
(314) 

農政課 Ｂ 

 市内の畜産農家の減少等によ
り、養鶏関係では予防接種の必要
性がなくなった。養豚の規模も縮
小傾向にあり、補助金の対象者が
減少している。一方では、食の安
全安心が求められる中で、食の生
産工程における安全・衛生管理の
充実も求められている。 

①平成 21 年度は対象農業者が少な
いため、他の農業団体との併合の意
向について働きかけていく。 
②他の農業団体との併合を進め、総
合的な補助金の支援に切り替え、業
務の効率化を図る。 

Ｂ 
 
20 

【畜産環境衛生整備事業費補助金】 
（内部評価：継続）（外部評価：統合・メニ
ュー化） 
 事業の必要性は認められるが、対象事業者
が減少傾向にあることから、他の補助金事業
との整理統合の視点で見直し、事業の効率化
を検討する必要がある。 

●   

 本事業は、越谷市農業団体連合会畜産部会において
実施されていることから、平成 21 年度より越谷市農
業団体連合会への補助事業と統合し実施することと
する。 
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99 
道路管理シ
ステム事業
(320) 

建設総
務課 

Ｂ 

 地籍事業の進捗により、座標管
理区域を拡大する必要がある。ま
た、座標データの更新をより低コ
ストで行う必要がある。 

①②座標による登記を促すため、基
準点管理区域の拡大を図る。 

Ｃ 
 
20 

 越谷市道路管理システムとして、道路台帳
管理、路線測量成果、道路工事、測量計算、
基準点・境界線などのシステムを構築してい
る。システムに道路台帳現況平面図データ、
官民境界線＋現況道路録データ、道路中心線
データなど膨大なデータを保守管理してい
く必要があり、データ保守管理費だけで、年
間数千万円のコストがかかっている。このコ
ストに対する効果が明確になっておらず、至
急、効果を明確に算定し、事業のあり方を見
直すべきである。将来の国の GIS 化に備えた
ものとのことだが、地図データに互換性があ
るかについても懸念される。また、地図デー
タ等については、民間で市販されているデー
タの活用も検討してほしい。 

●   

・統合されたシステムのため、コストに対する効果を
即時に明確にすることは難しいが、各システムごとに
整理を行い説明が行えるような体制をとる。また、シ
ステムの中心である地籍事業等については、不動産登
記法の改正により座標値添付の義務化など基準点管
理をすることが必須であり、既に適切管理されてきた
経緯からも事業を継続する必要がある。 
・地図データについては、統合型 GIS との互換性を図
れるように整理する。 
・民間で市販されている地図のデータの活用について
は、道路台帳や地籍事業の測量等各種データを管理し
ているため難しい。 
・データ保守管理費については、情報統計課と連携を
強化し、コストダウンに努める。 

100 
道路台帳整
備事業 
(321) 

建設総
務課 

Ｂ 
 ﾏｲﾗｰの処理が既存のままである
ため、効率的に運用がされていな
い。 

①ﾏｲﾗｰでのデータをデジタル化し総
合的な経費の削減を図る。 
②データをデジタル化することによ
り、将来的に各課でデータの共有を
図り、経費の削減に取り組む。 

Ｂ 
 
17 

 地図に関する情報の必要性と利用方法を
全庁的にとりまとめ、全庁で一括して必要な
情報を収集することにより、全体でのコスト
の低減化を検討することを望む。また、得ら
れた情報の他部門との共有化を進め、情報の
有効活用を検討することを望む。 

●   
 ﾏｲﾗｰ（ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ）の図面をデジタル化すること
により総合的な経費の削減を図るとともに統合型GIS
構築の基図としての活用を図っていく。 

101 
道路施設維
持管理事業 
(323) 

建設総
務課 

Ｂ 

 良好な道路環境をいかに持続さ
せるかが課題であり、コスト縮減
についても、単年度ごとではなく、
ある程度長い期間において検討す
る必要がある。 

①②安全・快適な道路環境を維持す
るため、道路占用事業者や交通事業
者の協力を得て、道路の不良箇所の
早期発見に努める。 

Ｂ 
 
18 

<道路修繕事業> 
 道路環境を改善する為、当該事業は必須で
ある。今後は道路パトロールの強化や、計画
的道路補修等、機能強化も求められる。但し、
事業効率を向上させる為、安全管理センター
の正規職員から非正規職員への切り替えを
含め、正規職員定数削減の検討の余地があ
る。 

●   

 単価契約を結んでいる業者と協力し、道路パトロー
ルを実施している。 
 平成 19 年度は、バス事業者の協力で、バス路線と
なっている道路のパトロールを実施した。 
  非正規職員については、緊急時の対応や作業内容か
ら、正規職員と非正規職員のバランスを考慮し、さら
なる活用を検討していく。 

102 

電線類地中
化事業 (レ
イクタウン
事業地内） 
(333) 

道路街
路課 

Ａ   
①②区画整理事業の進捗に合わせて
取り組む。 

Ｂ 
 
18 

 国の方策でもあり、わが国の電線事情を改
善する上でも不可欠な事業である。今後は工
法を含めたコスト削減を図り、計画通り事業
を終了することが重要である。 

  ● 
 越谷レイクタウン特定土地区画整理事業の進捗に
合わせ、計画どおり事業を進める。 
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103 

越谷吉川線
整 備 事 業
（県営） 
(337) 

道路街
路課 

Ａ   
①②埼玉県と連携を図りながら、事
業の進捗を図る。 

Ａ 
 
20 

 県が事業主体となって実施する事業に対
する費用負担であり、市の視点から事業を評
価することは難しい。今後も県と連携を図り
ながら推進していただきたい。 

  ●  埼玉県と連携を図りながら事業を進める。 

104 

八潮越谷線
整 備 事 業
（ 県 営 ）
(338) 

道路街
路課 

Ｂ 

 国道 4 号バイパス以南の下間久
里工区は供用開始したが、相生陸
橋以北の西方工区については、用
地交渉が難航している。 

①②西方工区の早期事業化に向けて
埼玉県と連携を図りながら進めてい
く。 

Ｂ 
 
20 

 県が事業主体となって実施する事業に対
する費用負担であり、市の視点から事業を評
価することは難しい。今後も県と連携を図り
ながら推進していただきたい。 
 但し、6年以上継続してほとんど進展がな
い一部用地の買収については、県との連携を
より密にして、現実的な解決策を提案し、早
期決着ができるよう努力していただきたい。 

●    埼玉県と連携を図りながら事業を進める。 

105 

南浦和越谷
線整備事業
（県営） 
(339) 

道路街
路課 

Ａ   
①②埼玉県と連携を図りながら、事
業の進捗を図る。 

Ｂ 
 
18 

 東西交通を担う重要な道路整備事業であ
る。県とのコミュニケーションを深め、用地
買収をスムーズに行うことにより、市の一般
財源の追加負担を抑制すべきである。 

  ●  埼玉県と連携を図りながら事業を進める。 

106 
河川施設維
持管理事業 
(343) 

治水課 Ｂ   
①②河川の清掃・しゅんせつ等を実
施し、流下能力を確保し浸水被害の
軽減を図る。 

Ｂ 
 
17 

 河川施設を公園利用等へ活用し施設維持
する目的で、地域住民とともに維持管理方法
を検討する場を設け、草刈等の環境問題を地
域住民とともに解決する方向で検討するこ
とを望む。住民協働化の時代に対応し、周辺
住民とともに施設を維持し、費用の低減化を
図ることを望む。 

●   

 今後は、必要箇所を選定し、計画的にしゅんせつ、
草刈等を実施することにより、より効果的な維持管理
に努める。また、維持管理に関して地域住民との協働
に向けた方策についても検討していく。 

107 
新川用水整
備事業 
(345) 

治水課 Ｂ 

 既存新川は用排水兼用であり、
施設の老朽化、土砂の堆積、ゴミ
等の投棄による水質の悪化、悪臭
等安全な農業用水の確保に支障を
きたしている。先行する新川都市
下水路（排水路整備）との同時整
備が望ましいが、その差が年々開
いており、今後どのように連動し
て整備していくかが課題である。 

①引き続き護岸整備を行い、老朽化
している既存施設を更新する。 
②新川都市下水路（排水路整備）の
進捗と合わせて新川用水を整備す
る。既存新川の整備（用排水の分離）
を進めることで、老朽化している施
設の更新、水質、悪臭の改善、浸水
被害の軽減等に十分効果があり、環
境に配慮した護岸整備を促進する。 

Ｂ 
 
20 

 新川都市下水路（排水管）整備の事業にあ
わせ、新川用水を整備する事業である。1990
年から2004年までの15年間に3回の大きな
浸水被害があり、新川都市下水路の整備は不
可欠な事業である。また、地権者や周辺住民
のために用水路整備及び緑地を整備する当
該事業の必要性は認められる。 
 新川都市下水路整備の進捗とあわせて、ス
ムーズに新川用水整備事業が進められるこ
とを期待する。 

●   

 新川都市下水路整備事業（排水路整備）の進捗状況
と比べ新川用水整備事業の進捗が遅れている。今後さ
らに、新川用水整備事業を進め、老朽化している施設
の更新による水質、悪臭の改善、浸水被害の軽減、良
好な景観形成等による、地域住民等の福祉の増進を図
る。 
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108 
排水路施設
維持管理事
業(349) 

治水課 Ｂ 

 地域住民の高齢化や水路整備に
伴う暗きょ化により、水路の清掃
が出来なくなってきており、市へ
の依頼は年々増加する傾向にある
が、地域で出来るものは地域で行
ってもらう必要がある。また、水
路等は、経年変化による勾配不良
から排水の滞留発生箇所が増加し
ている。修繕については、人為的
な原因による破損箇所も見受けら
れる。 

①地域住民の清掃要望等は年々増加
傾向にあるので、事業費の拡大を図
る。 
②自治会（日曜）清掃等の地域住民
による清掃活動を支援する。浸水箇
所については、定期的な清掃や改修
を行い、浸水被害の軽減に努める。 

Ｂ 
 
18 

<排水路等清掃委託事業> 
 排水路を清潔にすることは、快適な生活空
間を保つために必要なことであり、住民の要
望にも極力柔軟に対応していくことが求め
られる。当該事業は、今後継続して、活動を
強化すべきであるが、あわせて、事業の効率
化を向上させるため、特に安全管理センター
の正規職員を非正規職員に置き換え、定数削
減、人件費抑制を図ることが望まれる。 

●   

 住民の高齢化に伴い、地域による清掃活動が困難と
なりつつあり、清掃要望についても増加傾向にある。
今後、安全管理センターの活用を図り、事業費の抑制
を図る。 

109 
都市防災河
川等整備事
業(355) 

治水課 Ｂ 
 今後の事業展開について、施行
ルートの選定、整備手法、整備グ
レード等慎重な検討が必要。 

①②平成 19 年度に事業の見直しを
行い、整備ルート、整備手法等の検
討を行った。今後の事業について、
さらに具体的な検討を進める。 

Ｃ 
 
20 

 水路を利用して、消防用水や生活用水とし
て利用できるよう河川整備を行う事業であ
る。越谷の豊かな川を利用し、安心・安全な
都市形成をする意義は認められる。総合振興
計画では重点計画に指定されているが、平成
19 年度～20 年度においては、整備は進めら
れていないのが現状である。事業効果を、住
民にもわかりやすく提示していただくこと
を希望する。 

●   

・平成 19、20 年度に整備手法や既計画ルートの見直
し等を行い、震災対策、治水対策を踏まえ、導水路の
整備計画を作成した。 
・住民への事業の PR として、平成 18 年度に整備完了
した須賀用水-間久里ルートに事業の案内板を設置す
る。 

110 

受益者負担
金・使用料
徴収業務費
①(360) 

下水道
課 

Ｂ 
 受益者負担金は減少傾向にあ
り、現年度分に比べて滞納繰越分
の収納率が低い。 

①②滞納繰越分については、未納者
の追跡調査を実施し、収納を図って
いく。 

Ｃ 
 
18 

 受益者負担の回収率は現年度が 96％であ
るが、過年度は、金額的には低くなっている
が 1％程度と極端に低い。回収方法の工夫が
必要である（使用料に上乗せしてリース料と
して徴収するなど）。回収コスト（人件費，
システム費）が 13 百万円かかっており、採
算性を改善する必要がある。 

●   

 受益者負担金の滞納繰越分の徴収については、督
促・催告に併せて積極的に家庭訪問し納付指導等を実
施している。また、現年度分の収納強化を図り、滞納
繰越額の減少に努めている。 

111 

公共下水道
情報管理シ
ステム事業 
(362) 

下水道
課 

Ｂ 
 整備した情報データの有効活用
を図る。 

①大地震の被災時における重要管渠
の選定や管渠図を作成し、災害に備
える。 
②下水道情報管理システム内にある
管渠情報をホームページに掲載し、
利用者への利便を図る。 

Ｃ 
 
20 

 公共下水道情報管理システムの必要性は
認められる。しかし、これまでのＩＴ投資額
は 3億円を超えており、以下のような課題が
考えられる。 
・システム構築の内訳が明確になっていな
い。 
・保守費の算定根拠が不明確である。 
・情報システムの関連図等がなく、システム
の構成が不明確である。 
・情報システム調達時に、情報システム部門
等他部門との連携がなされてない。 
 このため、システム調達におけるコスト削
減や品質向上の視点から、改善の余地が大き
いと思われる。ＩＴ化にあたり、ＩＴの専門
部署である情報統計課との連携を強化すべ
きである。 

●   

・情報システムの構築やその具体的内容を、一覧表等
により明確にする。 
・システム保守管理委託やシステム改良委託等におい
て、情報統計課との連帯を強化していく。 
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終
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現
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維
持 
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112 
管路施設維
持管理事業
(364) 

下水道
課 

Ｂ 
 管路等の状況把握が不十分なこ
とから、計画的な維持管理実施が
難しい。 

①TV カメラ調査や巡視点検を実施
し、早期に異常個所を発見・対処す
ることで安全性向上を図る。 
②管路施設全体の状況把握を早期に
行い、維持管理計画を策定し効率的
な維持管理を図る。 

Ｂ 
 
20 

 公共下水道を利用する住民の快適な生活
確保や事故防止を図るために、当該事業は必
要であると認められる。ただし、事業費が多
額となるため、今後とも一層のコストダウン
を図ってほしい。成果指標として修繕箇所数
や清掃実施件数をあげられているが、事業目
的に沿って管路施設の機能維持を表す成果
指標を設定すべきである。 

●   

・コストが割高になる小規模修繕や清掃業務につい
て、事前調査等の結果を踏まえ、一括発注することに
よりコストダウンを図る。 
・事業内容の見直しを図る。 
・管路施設機能維持を表す成果指標の設定を行う。 
下水道管が原因となる道路陥没をなくす。下水道管の
閉塞事故をなくす。 

113 
ポンプ場施
設維持管理
事業(365) 

下水道
課 

Ｂ 

 ほとんどのポンプ場で設備の耐
用年数が経過し、部分的な設備故
障は修繕等で対応可能であるが、
大規模な故障に対しては、部品の
保管保障期間が過ぎて交換部品が
ないため対応ができない。 

①平成 21 年度は、20 年度に引続き
ポンプ場の遠方監視制御装置の改修
を進める。 
②各ポンプ場の状態を調査確認し、
改修優先度や効率性を考慮した改修
計画を策定する。 

Ｂ 
 
16 

 委託範囲を可能な限り拡大し、人件費削減
を図られたい。 ●   

・委託範囲拡大の検討を行う。 
・個々で行っていた汚水・雨水ポンプ場の管理委託を
合わせて発注し、効率的に管理することによりコスト
ダウンを図る。 
・事業内容の見直しを図る。 

114 
管路改修事
業(370) 

下水道
課 

Ｂ 
 管路改修計画に沿った改修実施
が難しい。 

①管路改修計画に沿い、予算化、改
修工事を実施していく。②平成 26 年
度までに、施設の機能維持や延命化、
通行等の安全を図るために、老朽管
（コンクリート）の改修を進める。 

Ｃ 
 
18 

 下水道の施設（管路）は、初期投資から３
０年以上経過しており、大規模な改修工事が
必要な時期に来ている。市全体の管路の改修
計画を早急に策定し財政計画へ織り込んで
いく必要がある（１０～２０年）。一般会計
からの操出金も多額になっており、下水道事
業の採算性を見直す必要がある。法適用も検
討すべきである。 

●   
平成18年度に策定した30年を超える管路の改修計
画に加え、管路全体の改修や長寿命化の計画策定を進
める。 

115 

営繕管理事
業（公共施
設維持管理
システム）
(372) 

営繕課 Ｂ 

 事業目的がシステムの完成にあ
るのではなく、各施設の長期的保
全計画の作成にあることから、そ
の体制づくりが必要である。 

①②システムの考え方及び各施設台
帳の調査項目を見直すことで、経費
の削減を図るとともに、当システム
の早期完成を目指す。 

Ｃ 
 
19 

 事業目的が、当システムの完成にあるので
はなく、市全施設の長期的な保全計画の作成
にある。 
システムの完成を待つのではなく、市保有施
設を有するそれぞれの部署に対して計画的
な営繕をするよう勧告する体制を整備する
必要がある。 
 また、施設の維持には巨額の経費を要する
とともに、適切な保全により施設の延命化に
つながる。長期保全計画は、市役所全体の財
政運営に大きな影響を与えることを認識し、
長期保全計画の早期策定を目指し、当システ
ムの早期完成を検討すべきである。 

●   

 平成 20 年度は、各施設情報の収集を行うとともに
データベース化を図り、平成 19 年度に構築した「越
谷市公共施設維持管理システム」運用の準備を進めて
いる。 
 平成 21 年度には、各施設情報の拡充を図るととも
に各施設情報の収集が完了している施設所管課にお
いては、システムを庁内 LAN 上から活用出来るよう
に、現在部分運用を図っている。 
 さらに、施設維持管理について、適切な保全及び計
画的な営繕を行えるように長期保全計画の早期策定
に努める。 
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116 
都市計画図
書等作成事
業(376) 

都市計
画課 

Ｂ 

 都市計画支援システムによる地
図の部分印刷の窓口サービスにつ
いては、平成 20 年度 4月から実施
しているが、あくまでも参考資料
提供というサービスである。情報
化社会の進展に伴う市民ニーズに
対応するため、ホームページ上で
提供できる都市計画情報の充実が
課題になっている。 

①引き続き都市計画図等の頒布（販
売サービス等）を行う。また、都市
計画支援システムによる窓口での地
図の部分印刷サービスについては、
平成 20 年 4 月から実施しており、あ
くまでも参考資料提供というサービ
スであるが、窓口要求が多いことか
ら、引き続きこのサービスを行う。 
②情報化社会の進展に伴う市民ニー
ズに対応するため、都市計画図等の
情報がホームページ上で提供できる
よう検討する。 

Ｂ 
 
17 

<地図印刷事業> 
 地図のもととなる地形図等の情報収集に
ついては、全庁的に統一して収集するなどの
工夫により、全体のコスト削減の方法を検討
願う。また、頒布価格については、原価に見
合った負担の検討をお願いする。 

●   

 都市計画図等の有償頒布価格については、原価に見
合った負担の検討を行い、平成 18 年 2 月に改定を実
施した。地図の基となる地形図（「基図」という）の
修正については、概ね 5年ごとに実施している。コス
ト削減の具体策として、平成 20 年度は、航空写真撮
影を資産税課との共同で実施。平成 21 年度は、基図
の更新のため、都市計画基本図作成業務を行い、地図
全般の印刷を行う。なお、将来の庁内統合型情報シス
テムの構築に伴う基図データの相互利用等について
は、今後、関係課と検討を行う。 

117 
都市景観推
進事業 
(377) 

都市計
画課 

Ｂ 

 公共サインの整備等について
は、平成 18 年度事務事業評価外部
評価において、その必要性は一定
の理解をいただいている。しかし、
現段階としては、緊急性が高い事
業でないとされ、当事業を単独で
実施するのは、財政的にも厳しい
状況にある。このため、今後、未
整備箇所については、他事業との
併合整備などによる整備推進及び
整備の優先順位を考え進める必要
がある。 

①当面、情報拠点となる鉄道駅の大
拠点サインの設置を最優先に、他事
業との併合整備などにより順次整備
推進を図る。また、既設サインにつ
いては、案内地図等の時点修正など、
修繕を行い、維持管理に努める。 
②中長期的な取組として、今後の第
4 次総合振興計画実施計画の中で、
改めて公共サイン整備について、優
先順位を設定し、その年次整備計画
を基に整備推進を図る。また、今後
の越谷市の景観計画策定について
は、別途新規事業として取り組む。 

Ｃ 
 
18 

 公共サインの必要性は認められる。但し、
緊急性がある事業ではなく、当事業を単独で
実施するのは財政的な制約を受ける。新たな
公共施設の設置や、既存施設の改修、補修計
画にあわせ、優先順位を付けて計画的に整備
する必要がある。都市景観推進事業として、
市全体の実施計画に基づき設置計画の抜本
的見直しが求められる。 

●   

 公共サイン計画は、‘分かりやすいまちの構造をつ
くる’ための手段として、公共施設への案内・誘導サ
インの整備を目的としている。特に、歩行者系サイン
については、情報拠点を骨格として公共施設等の著名
地点や周辺地の案内・誘導を実施している。ところが、
他市からの来訪者等が多く利用する鉄道駅について
は、未整備箇所があるため、当面、情報拠点となる鉄
道駅の大拠点サインの設置を優先に、他事業との併合
など順次整備を進める。また、既設のサインについて
は、案内地図の時点修正など、維持管理に努める。さ
らに、景観法に基づく所与の手続きを進めていく中
で、今後、本市の都市景観形成基本計画の改訂時期に
併せて、当該マニュアルについても見直しを図る。 

118 
建築審査会
運営事業 
(383) 

都市計
画課 

Ｂ 

 建築審査会の独立性を確保する
ため、平成 18 年度より、審査会事
務局を都市計画課に置いて取り組
んでいる。建築審査会は、法律の
規定に基づき、同意、裁決、建議
等を行う機関であり、委員による
調査審議が円滑に実施されること
が求められている。今後とも事務
局運営において、事務処理の効率
を図っていく必要がある。 

①年間の開催予定を設定し、委員の
日程調整等連絡事務の軽減を図り、
また、複数案件の一括開催など、審
査会事務の効率を図る。 
②審査請求等の事務は、特に迅速か
つ効率的な運営に資するため、各建
築審査会相互の課題共有や情報交換
を行うほか、特定行政庁や建築主事
等の処分を所管する建築住宅課との
緊密な連携に努める。 

Ｂ 
 
20 

 建築審査会は、専門的な知識を有する弁護
士や学識経験者等から組織する第三者機関
として組織され、また、事務局も建築住宅課
から独立した都市計画課が担当しており、適
切に運用されているといえる。 
 成果指標として、審査会の開催回数を設定
しているが、案件処理件数等業績を示す指標
を設定する工夫が必要である。また、審査会
の開催効率を更に高める努力を期待する。 

  ● 

 事務局として、委員の委嘱等組織に係る事務や会議
開催に係る事務を取扱い、円滑かつ効率的な組織運営
を行う必要がある。このため、年間の開催予定日を設
定し、委員の日程調整等連絡事務の軽減を図るほか、
可能な限り複数案件の一括開催など、審査会事務の効
率を図っている。なお、成果指標を開催回数から付議
案件等処理件数に改め、分かりやすくした。引き続き、
特定行政庁や建築主事等の業務を所管する建築住宅
課との連携に努める。 
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119 
東越谷土地
区画整理事
業(386) 

市街地
整備課 

Ｂ 
 工事や移転補償交渉を実施する
ため、財源の確保と課内の柔軟な
職員配置が必要である。 

①②平成 20 年度から新たな財源と
して、まちづくり交付金を活用する。
また、職員配置についても、各グル
ープ間で柔軟に取組んでいく。 

Ｂ 
 
18 

 すでに全事業費の 8割を超えており、今後
一般財源の負担を最小にする為、平成 20 年
度以降早期の事業完了が求められる。また、
正規職員の作業範囲を見直し、定数削減の検
討を加えるべきである。 

●   

 平成 20 年度から新たに国庫補助金を導入できた
が、事業計画の変更を行い、事業期間を平成 23 年度
までとした。また、正規職員の削減についての調整を
踏まえ、平成 21 年度から削減する予定である。 

120 
七左第一土
地区画整理
事業(387) 

市街地
整備課 

Ｂ 
 平成 19 年度実施計画を見直し
た。結果、国庫補助対象事業が平
成 20 年度でほぼ施行済みとなる。 

①②平成 20 年度は事業計画の変更
を行い、事業期間を平成 23 年度まで
とし、新たに、平成 21 年度はまちづ
くり交付金（第二期）を計画申請し
ていく。 

   ●   

 平成 20 年度に事業計画の変更を行い、事業期間を
平成 23 年度までとした。今後については、平成 21 年
度まちづくり交付金（第二期）を申請し、市実施計画
を踏まえて事業完了に向けた準備を行う。 

121 
緑化推進事
業(390) 

公園緑
地課 

Ｂ 

 一部の市民には苗木の配布事業
が浸透しているが、アンケートの
集計によると、リピーターの市民
の方が多く、今後、苗木の配布事
業を知らない市民に対して、広報
活動を強化する必要がある。 

①苗木の配布時のアンケートによる
育成調査を平成 18 年度より始めて
おり、平成 21 年度についても同様に
調査を継続するとともに、緑化に対
する意識を啓発する。 
②緑の基本計画に基づき緑化を推進
するためには、今後も苗木配布を継
続し、併せて緑化意識の向上を図る。 

Ｂ 
 
16 

 緑化推進の必要性は高いが、配布樹木の手
渡し以外の方法も検討することで、正規職員
の人件費削減の余地あり。苗木配布時アンケ
ート等をもとに事業活動に連携した適切な
成果指標を設定することが望ましい。 

●   

 春と秋の緑化月間に合わせて苗木の無料配布を行
っており、毎年多くの市民の方に参加していただいて
いる。4 月下旬と 10 月下旬の苗木配布については、
市職員により配布しているが、5月 5日の子供の日に
行われる野鳥の森フェスティバルでは、市職員ではな
くボランティアの越谷市造園業協会の方々に協力を
仰ぎ、コスト縮減を図っている。 
 また、本事業を知らない市民もまだまだ多いことか
ら、今年度より毎月発行の広報への掲載に併せ、公園
緑地課ホームページにも掲載し、更なる周知を図って
いる。 

122 
公園施設維
持管理事業
(391) 

公園緑
地課 

Ｂ 
 維持管理業務のアウトソーシン
グ 

①昨年度制定した「越谷市市民参加
による公園の維持管理に関する要
綱」に基づき、自治会やボランティ
ア団体による公園維持管理活動が進
められているが、更なる普及に努め
ていく。 
②引き続き要綱の普及に努めていく
とともに、業者に委託していない部
分についても委託し、アウトソーシ
ングを図っていく。 

Ｃ 
 
16 

 管理委託から指定管理者制度への移行お
よび職員の人工見直しによるコスト削減を
図ることが必要。市は住民からの苦情・要望
受付と、運営管理を主に行う。・維持管理事
業の活動結果指標、成果指標は、コストを配
慮した設定としていただきたい。 

● 
 
★ 

  

 平成 19 年に策定した「越谷市市民参加による公園
の維持管理に関する要綱」に基づき、自治会やボラン
ティア団体による公園維持管理活動が始まっており、
コスト縮減が図られるようになった。さらに、平成
20 年度には公園施設維持管理費の増額により、従前
委託していなかった 3 箇所の公園についてもアウト
ソーシングを実施したため、現業職員の公園管理に関
する業務量が減少しつつある。今後も、アウトソーシ
ングに適切に取り組みコスト縮減に努めていく。 
 また、今後の維持管理事業の成果指標については、
コストを考慮した指標を検討していく。 

123 
画像情報シ
ステム事業
(401) 

開発指
導課 

Ａ     
Ｂ 
 
20 

 画像情報システムには、都市計画法に基づ
く許可申請書、条例、建築基準法関連のデー
タが蓄積され、業務効率をあげているといえ
る。しかし、システムコストは努力次第で削
減可能な面があるため、常に見積の妥当性、
根拠を検証し、コストダウンに努めていただ
きたい。 

●   

 システム機器は、平成 21 年度に賃貸借契約の期間
終了になること、機器が老朽化し、故障時の部品供給
が難しくなることから、PC 機器等の更新が必要であ
る。その更新に当たっては、複数社からの提案を受け
るなど見積の妥当性、根拠の検証等を行い、更なるコ
スト縮減に努めている。 
 平成 21 年度はシステム機器の更新に伴い、既存デ
ータの移行が必要となるが、データ移行業務について
も業務内容の検証を行い、コスト縮減に努める。  
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124 
開発行為等
に係る事業
(402) 

開発指
導課 

Ａ     
Ｂ 
 
18 

 開発許可は市（特例市）の行政指導であり、
正規職員１４名（前年より１名減）で行って
いる。開発許可や建築許可の他に、事前協議
件数が 1000 件程度ある。 しかしながら、
業務の全てを正規職員で行う必要は必ずし
もないのではないか。入力業務のように、臨
時職員が行うようなこともあり、業務分析を
して人員配置を見直す必要がある。 

  ● 

 民間業者又は市民からの開発行為や建築行為等に
伴う、まちの整備に関する条例等に基づく諸申請に対
する事務手続き業務、都市計画法による許認可事務で
あり、窓口における指導、説明責任、提出書類に対す
る判断等を伴う業務であることから、行政自らの人員
体制が必要であり臨時職員での対応は困難である。 
 なお、画像情報システムへのデータ入力業務等につ
いては、臨時職員で対応しており、業務の効率化を図
っている。 

125 
建築指導業
務事業 
(403) 

建築住
宅課 

Ｂ 
 建築物所有者及び管理者の違法
意識の低下 

①現場パトロールでの現地指導や、
建築物等所有者及び管理者に対する
事前の情報提供と合わせた指導の強
化を図る。②違反建築主や、定期報
告対象建築物等の所有者及び管理者
の遵法意識の高揚による成果の向上
を図る。 

Ｂ 
 
20 

 建築確認については、大きな問題はないと
考える。 定期報告対象建築物については、
昇降機に関する報告率と、その他施設に関す
る報告率を個別に捉え、実態を把握したうえ
で報告率向上のための対策を検討する必要
がある。 

●   
 現場パトロール等の強化を行い定期報告対象建築
物等の所有者及び管理者の実態把握に努め、パンフレ
ット等の配布を行いながら遵法意識の高揚を図る。 

126 

市営住宅施
設管理事業 
（住宅対策
事業共） 
(405) 

建築住
宅課 

Ｂ 
 一部業務内容を見直すことによ
ってコストの削減を検討する。 

①法的に義務付けられた施設管理事
業等であり、施設の安全・住環境の
維持を図る。 
②施設の安全・住環境の維持を図る
上で必要不可欠であるが、一層のコ
スト削減の検討を行う。 

Ｂ 
 
18 

 市内の公営住宅は、市営 197 戸・県営 644
戸の合計 841 戸あり、世帯数の 0.7%とな
り、一定程度のセーフティネットを維持して
るといえる。「越谷市市営住宅ストック総合
活用計画」（平成 15 年）に基づき、既存の土
地・建物の有効活用を図っており、団地毎の
維持修繕・更新計画が作成されている。しか
し、見直しは平成 20 年となっており、必要
な金額の試算と財政的な裏付の検討を前倒
しで実施することが望まれる。また、住宅管
理業務の県住宅供給公社への管理代行を協
議中であるが、トータルコストの削減にむけ
た取組を進めていく必要がある。 

● 
 
★ 

  
 平成 22 年度を目標に、市営住宅管理業務を指定管
理者制度へ移行するために準備を進める。 

127 

住まいの情
報館施設管
理事業 
(406) 

建築住
宅課 

Ｂ 
 関連事業を併用するとともに老
朽化した設備の更新の検討が必
要。 

①今後も関連事業と併用し、住まい
の情報館の来場者の増加を図る。 
②展示設備の更新等を検討する。 

Ｄ 
 
16 

 耐震性・耐久性・耐火性および省エネルギ
ーと高齢者等に優しい住宅についての情報
提供の重要性は高いが、立地・展示品の旧式
化、利用者数低迷等から有用性および妥当性
に問題がある。成果指標には、当活動の結果
が実際の建築設計に結びついた件数を反映
していただきたい。現状設備の処分と併せ、
新たな普及啓発の方法を再検討していただ
きたい。 

●   

 関連事業との併用により、住まいの情報館の来客数
は増加している。さらに、住まいの相談会等を開催し、
建物の建替えやリフォーム時における、安全・安心に
関する情報提供を行う住まいの情報館とすることに
より、来客数の更なる増加を図るとともに、展示設備
の更新や延命化を図る。また、建築設計に結びついた
件数を成果指標に反映させることは、調査コストの多
大な増加に繋がるため反映は出来ない。 
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128 

市営住宅施
設改修事業 
（耐震対策
事業共） 
(407) 

建築住
宅課 

Ｂ 
 老朽化した施設・設備の改善や
手法をどのように進めていくか検
討が必要。 

①維持管理に関しては、平成 22 年度
からの指定管理者制度の導入に向け
た準備を進める。 
②第 4 次総合振興計画内で建替え等
に関して、協議を行う。 

Ｂ 
 
20 

 長期的な市営住宅施策のもとに、低所得
者、母子家庭を対象とした福祉政策との関連
を考慮し、事業計画を策定する必要がある。 

●   
 老朽化した市営住宅の施設・設備の改修・改善手法
について、今後策定する第 4次総合振興計画のなかで
検討を進める。 

129 
木造住宅耐
震改修促進
事業(410) 

建築住
宅課 

Ｂ  補助制度のＰＲ不足 

①補助制度のＰＲ方法等の再検討を
行う。 
②より多くの所有者が活用できる制
度を検討する。 

Ｂ 
 
19 

 事業として開始されて間がなく、住民に対
して制度を積極的にアピールし、より多くの
活用を図っていただきたい。 

●   

定期的に広報紙による事業のＰＲや地区相談会の
開催及び地区防災訓練時での耐震改修に関わる相談
コーナーの設置をしており、今後も更に事業の普及活
動に努めていく。 

130 
住宅融資事
業(411) 

建築住
宅課 

Ｂ 

 民間の金融機関においても、金
利の自由化により低利の融資が行
われるようになり、公的融資制度
の利用率は低下している。 

①制度のＰＲや制度の効率を図る。
審査会の簡素化を図る。 
②一部代替できる制度があるか、さ
らに融資制度の改善をし、事業の見
直しを図る。 

Ｃ 
 
18 

 住宅融資事業には３つの異なる目的の事
業が含まれている。高齢者の専用居室の増改
策と浸水住宅の改良は、ニーズが減少してお
り、取扱い件数、残高ともに僅かであり、廃
止を含めて見直しが必要である。勤労者住宅
は一定のニーズがあり、維持することに効果
がある。今後は、耐震改修を含めた住宅政策
の中で、融資事業のあり方について、必要性
の有無、市民に利用しやすい制度を検討する
必要がある。預託金方式の見直しも必要であ
る。 

●   
 制度のＰＲや制度の効率化、審査会等の簡素化を図
るなど、融資制度の改善・見直しを進め、より市民に
とって利用しやすい制度となるよう努める。 

131 
市立病院繰
出金(412) 

市立病
院庶務
課 

Ｂ 

 地域医療の基幹病院としての役
割を果たせるよう、経営の健全化
を図りつつ、診療体制の整備及び
充実に努める。 

①②平成 21 年度には、医業外収益に
おける他会計補助金を削減すること
を計画している。 

Ｂ 
 
18 

 病院の経営状況を救済するような印象を
受ける一般会計からの繰出ではなく、繰出金
のルール化を早急に協議し、市立病院財政・
経営の健全化に一層努めてほしい。経営健全
化委員会が設置されているとのことである
が、職員のアイディアや他病院の成功事例を
参考に、支出削減策、収入の増収策を検討し、
独立採算経営を目指し積極的に取り組まれ
るよう期待する。 

● 
 
★ 

  

 ｢市立病院経営ビジョン」中期経営計画に基づき、
「収益確保対策」「費用削減対策」「管理運営体制の
強化」「医療サービスの質の向上」等、経営改善に向
け取り組んできた。また、地方公営企業法第 17 条の
2に基づく負担金・補助金について市と協議を行い、
ルール化を図った。 
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132 
小・中学校
図書整備事
業(427) 

総務課 Ｂ 
 学校図書館の更なる充実のため
に、新刊の整備だけでなく劣化が
著しい図書の更新が必要である。 

①各学校で教育内容に適した図書の
選定を進めるとともに蔵書管理を徹
底し、学校図書館の充実を図る。 
②全校が蔵書整備率 100%を達成す
る。 

Ｂ 
 
20 

 図書ボランティアの活用は評価できる。図
書ボランティアや各学校の図書主任間の情
報連携をさらに進め、必要となる書籍の選定
の精度を向上させる取組が必要である。ま
た、保護者の協力を得て各家庭に書籍の寄贈
を求めるなど、経済的な蔵書充実に向けた検
討を願う。さらに、蔵書の利用率、回転率に
ついても把握し、図書館の利用促進に向けた
取組と連携することが必要である。 

●   

 図書の整備に当たっては、図書館管理システムの統
計管理機能を活用することにより、児童生徒の読書傾
向を把握する。そのデータを参考に図書選定を進める
とともに、計上された予算の執行時期に留意し児童生
徒への還元を早めることにより、学校図書館の充実を
図っていく。 

133 

小・中学校
備品整備事
業（教材等
整備事業含
む）(429) 

総務課 Ｂ 
 新たな教育内容や指導方法にあ
った教材の整備充実 

①教育環境の一層の充実を図るた
め、新たな教育内容や指導方法にあ
った教材・教具の整備を検討する。 
②備品管理の一元化を推進し学校間
での備品保有情報の共有を図ること
により、備品の有効活用を進める。 

Ｂ 
 
16 

<教材教具等整備事業> 
 今後の財源の動向を勘案し、教材・教具の
学校内・学校間共有化の推進および事務処理
の IT 化によるコスト削減と効率化の向上を
図っていただきたい。 

●   

 学校教育における備品の重要性に鑑み、教育方法や
指導方法に適した教材の整備と学校間の備品の均一
化を進めるとともに、平成 21 年度から移行措置（先
行実施）が始まる新学習指導要領に基づいた教材・教
具の充実を図る。 
 また、学校備品管理システムを導入し、既存の紙台
帳から電子データによる管理へと移行することによ
り、より一層の管理の効率化を図る。 

134 
小・中学校
施設耐震化
事業(431) 

総務課 Ｂ 
 事業を行うための財源確保及び
積極的な事業の前倒しによる実施
を図る。 

①事業の円滑な実施を図るため、国
庫補助金等の財源確保及び積極的な
事業の前倒しを図る。 
②児童・生徒数の推移や施設の老朽
化に伴い早期に的確な新増改築計画
を立てる。 

Ｂ 
 
20 

 学校施設は、災害等における市民の避難場
所でもあり、市民の重要関心事である。耐震
化計画についての積極的な広報を通じて、市
民の意見を全庁的な耐震改修促進計画に反
映させる努力が求められる。 

●   

 学校施設の耐震化については、平成 27 年度完了を
目標としているが、学校施設は多くの児童生徒が学ぶ
場所であり、また、災害時には市民の避難場所にもな
るため、法改正により拡充された補助制度等を活用
し、財源の確保を図りつつ、積極的に事業の前倒しを
行っていく。また、学校施設の耐震性等の公表につい
ては、地震防災対策特別措置法第 6条の 2の規定に基
づき公表を義務付けられているが、越谷市において
は、今年度の第二次診断の結果を反映させ、平成 21
年度に公表を行う予定である。 

135 

科学技術体
験センター
施設管理事
業(434) 

総務課 Ｂ 

 平成 13 年度開館以来、来館者が
安全で安心して利用できるよう施
設の維持管理を行っている。今後
は来館者の確保と拡充を図るた
め、開館日の増・開館時間延長等
を検討し、今以上の住民サービス
の提供を行う。 

①公の施設の管理運営については、
自治法の一部改正に伴い民間企業へ
委ねることが可能になったことか
ら、そのあり方及び移行に向けた調
査・検討を行い事務手続きを行う。 
②調査のうえ、指定管理者制度の導
入を検討していく。 

Ｂ 
 
18 

 市の学校教育、体験学習としての位置づけ
は大きい。施設の管理面については、管理条
件を仕様として明確に定めたうえで指定管
理者制度の導入を含め、委託化によるさらな
るコストダウンを検討する余地がある。 

●   
 現状の課題を踏まえつつ、部分委託化等も含めた改
革改善方策を検討する。 
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136 

人権教育推
進事業（学
校教育） 
(440) 

指導課 Ｂ 
 人権教育研修会の量的・質的な
向上を図る。 

①②人権問題の多様化に対応するた
め、研修会の回数を増やすとともに、
外部指導者との連携をより深めるよ
う各学校にはたらきかける。 

Ｂ 
 
20 

 事業名称が同和教育から人権教育へと変
わり人権教育推進の事業内容が変化してき
ている状況の中で、同和問題に重点を置いた
教育から内容を拡大して対応する必要があ
る。配布するパンフレット等についても、市
が実施されている状況調査の結果を踏まえ、
現状に合わせた内容としていただきたい。 
 現在市として取組まれているさまざまな
活動を、事務事業評価表に反映させていただ
きたい。 

●   

 人権教育への対応として近年多発してきている携
帯・インターネットメール等を用いた「いじめ問題」
や「ネットモラル問題」等についても越谷市の実態に
即した回数や内容で研修会を開催する。また、人権教
育リーフレットの作成に当たり、いじめ問題等も内容
に入れて作成する。 

137 
副読本等整
備事業 
(441) 

指導課 Ａ   

①②副読本については、教育指導の
充実を図るために不可欠である。そ
のため、今後も無償配布は必要であ
る。 

Ａ 
 
20 

 現役の先生方の参加による市独自の副読
本の編集活動は、評価に値する。今後は、独
自に編集する副読本と、一般に出版されてい
る教科書を活用するものとを授業の科目に
よって見極め、副読本編集にかける作業の効
率化も検討する必要がある。 

  ● 

 統計データ等の変化が早い資料やデータベース化
した方が効率的に活用できる資料については、紙ベー
スの副読本ではなく電子データに置きかえて無償配
布していくように努める。これにより、副読本編集に
かける作業の効率化を図る。 

138 
臨時教職員
配置事業 
(452) 

学校課 Ｂ 

 重度障がいのある児童・生徒の
普通学級への就学が増えており、
引き続き特別支援教育支援員(補
助員)の配置をするとともに配置
日数及び時間の延長を検討する必
要がある。 

①②さらなる制度の充実に向けて検
討したい。 

Ｂ 
 
19 

 学校側の教職員配置状況、児童の在籍状況
等により、臨時教職員を配置する当該事業
は、不可欠といえる。 
 しかしながら、重度障がい児対応の補助員
配置による市費負担増が課題となっている。 
 市費負担を軽減すべく、保護者への協力、
理解を促すとともに、県費負担を要望するこ
とも考えられる。 

●   

 欠員補充等の県費臨時的任用教職員配置までに係
る市費負担については、児童生徒の学習活動への支障
を最小限に抑えるため、今後も同様の対応を継続する
必要がある。 
 特別な配慮を必要とする児童生徒に対する支援員
配置については、配置時間や賃金等の工夫・改善に努
めるとともに、機会があるごとに国・県に対して県費
による配置要望を継続していきたい。 

139 
入学準備金
貸付事業 
(454) 

学校課 Ｂ 

 経済状況から他の融資が困難な
世帯への貸付制度でもあり、継続
は不可欠と考える。新システムへ
の移行により、従来の紙台帳及び
台帳作成、消し込み、システムに
よる二重管理がなくなることか
ら、未納者対策、償還率の向上を
図ること並びに制度全体の見直し
の検討を行う必要がある。 

①②貸付条件や償還開始時期等の検
討 

Ｂ 
 
19 

 進学を希望する生徒に公平に場を与える
当該事業の意義は高いと思われる。 
 しかしながら、貸付額の未償還額が年々増
加しており、抜本的な債権回収に取り組むこ
とが急務である。 
 医療費、給食費等、他の債権回収とあわせ、
効率的なルール作りをすることも考えられ
る。 

●   

 制度の周知及び利用促進のため、市内中学 3年生の
全保護者へ 9月にパンフレットを配布した。 
 貸付金の財源となる償還金の回収については、未償
還者への文書催告と電話催告を引き続き行い、未償還
金の回収に力を入れる。併せて、今年度より新規償還
が始まる対象者に、予め償還開始の通知を 6月に行う
ことによって、円滑な償還を促進した。 

140 
校医及び薬
剤師運営事
業(456) 

学校課 Ａ     
Ｂ 
 
20 

 学校保健法に基づき、学校に校医・歯科
医・薬剤師を配置する事業で、市の医師会、
歯科医師会、薬剤師会からの推薦を受け、委
嘱している。校医等の職務は「執務状況調査
一覧表」で報告を受けているが、医師会等と
もさらに連絡を密にし、今後とも校医等推薦
にあたっての協力を継続的に得て、児童・生
徒の健康管理に資していただきたい。 

●   

学校医等の配置については、今後も健康診断時の様
子や執務状況の実態を把握し、関係する医師、歯科医、
薬剤師の三師会と十分協議を重ねながら適正配置に
努めていく。なお、今後も医師会等の協力を得ながら、
継続して児童生徒の健康管理を行うとともに、快適な
学習環境の維持・管理に資していきたい。 
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141 
教職員健康
管理事業 
(457) 

学校課 Ｂ 

○人間ドック受診者を含む有所見
率の算定及び特定健康診査対象者
の健診結果の把握 
○メンタルヘルス対策及び生活習
慣病対策 

①平成 21 年度は人間ドック受診者
を含む健康診断結果及び特定健康診
査結果の有所見率を把握して、教職
員の健康状態の把握と課題の分析を
図っていく。 
②人間ドック受診者を含む健康診断
結果及び特定健康診査結果をより正
確に把握するために、保険者と調整
しながらデータの電子化を目指し、
分析調査の実施を図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 教職員の健康管理は特に重要であるが、定
期的な健康診断や特定健康診査結果を一元
管理し、健康管理に役立てる情報管理の仕組
みを作り、健康状況の分析に取り組まれるこ
とを期待する。 
 なお、メンタルヘルス面での取組について
は、産業医とも連携し、制度や仕組みにこだ
わらず、身近で信頼関係のある者に相談でき
るようにするなど、積極的な対策をしていた
だきたい。 

●   

・保険者（公立共済組合）より、保険者指定機関の人
間ドック受診者の健診結果を収集するための方策を
検討する。これを定期健康診断（集団健診）受診者の
健診結果と一元化し、教職員の健康状態、有所見項目
等の傾向をより正確に把握し、課題を分析していく。 
・メンタルに関する自己診断アンケートを提供し、体
のみならず個々の心の健康管理を支援していく。 

142 
児童生徒健
康管理事業 
(458) 

学校課 Ｂ 

 効率的なデータ管理をするため
のＯＡ化、また、有所見者への対
応等について検討が必要である。
受診者率の達成度の向上。 

①②事務処理システム化の検討 
Ｂ 
 
20 

 心臓健診、検尿、検便、結核等の健診・検
査を行う事業でる。児童・生徒の健康管理は
家庭の義務であり、定期健診を学校として実
施すべきかどうかという議論もあるが、疾病
の早期発見に寄与している面もあり、保護者
と協力して早期発見治療に努めていただき
たい。これらの健診結果を効率的に管理する
システム化を検討し、検査結果等を分析し、
専門家の協力を得て、予防対策につなげるこ
とを検討いただきたい。 

●   
児童生徒の健康診断結果（有所見率等）を調査によ
り把握し、課題を分析し、児童生徒の健康管理につい
て、学校（家庭）への指導・支援を行っていく。   

143 
健康教育推
進事業 
(459) 

学校課 Ｂ 

 原則は任意加入となっている
が、公立学校の児童生徒の加入は
概ね 100％である。事務処理の効率
化が必要である。 

①②学校給食管理システムと連携
し、徴収、給付事務の一元管理の検
討 

Ｂ 
 
20 

 スポーツ振興センターへの児童生徒の学
校管理下での事故等に対する給付保険であ
り、掛金の半額を市が負担することは妥当と
思われる。しかし、掛金の現金徴収を教員が
扱っており、負担軽減のためにも、料金徴収、
給付等の事務の効率化が必要と思われる。 
なお、保険給付申請状況等を分析する事によ
り、事故発生情報の把握が可能となる。分析
結果を教育現場にフィードバックし、安全対
策に生かす仕組みを確立していただきたい。 

●   

 給食費の徴収事務と併せて、システム化を図ってい
く。教育委員会総合システムの一部としての学校給食
管理システムの構築が必要となっており、今後関係課
と調整を行っていく。 
 スポーツ振興センターのオンライン請求システム
の導入を検討。統計情報を活用することにより安全対
策を図っていく。 

144 

給食センタ
ー施設管理
事業 
(463) 

給食課 Ｂ 

 学校給食を継続提供するため
に、衛生管理の強化に努めながら、
効率的・合理的な運営が求められ
ている。 

①②厳しい財政状況であるが、施設
の管理上不可欠な事業であるため、
安全と衛生管理の強化に努め、効率
的・合理的な運営を図る。 

Ｂ 
 
17 

 安心、安全な給食を提供するために適切な
施設管理を行うことは、重要な事業であり、
今後適宜更新していく必要がある。更新にあ
たっては、学校給食事業の効率性を勘案し、
全面委託方式を視野に入れた施設更新計画
を検討する必要がある。 

●   

 給食調理施設としての機能を維持するため、施設・
設備の保守点検を行っている。また小中学校の夏季休
業中に日常ではできない調理器具等の総点検作業を
行うなど、施設を適切に管理するとともに、安全・衛
生面の充実を図っていく。 
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145 
給食センタ
ー施設改修
事業(464) 

給食課 Ｂ 

 学校給食を安定して継続提供す
るために、安全・衛生管理の強化
が求められている。経年により老
朽化した施設設備の更新や改修等
を計画的に実施する必要がある。 

①②厳しい財政状況であるが、施設
の管理上不可欠な事業であるため必
要な財源確保を図るとともに効率
的・合理的な運営に努める。 
 衛生的で安全な施設運営をするた
めには施設設備の改修は不可欠だ
が、多額の経費を必要とすることか
ら、順次改修する計画を立てていく。 

Ｂ 
 
20 

 市内 45 校の給食を供給する 3 つの給食セ
ンターの役割は大きく、学校給食を安定して
継続的に提供することは不可欠である。しか
し、給食センターの機器・設備の老朽化に伴
い、改修・修繕にコストがかかる現状がある。
当該事業は、機器・設備の改修・修繕に関す
る事業だが、機器・設備の買い替え、改修・
修繕、清掃・定期点検など施設維持の総合的
視点で最適化を図ることが重要である。 
 さらに、成果の指標が、改修・修繕の実施
件数／全体計画件数となっているが、適切な
機器・設備の買い替えや清掃・定期点検を行
い、改修・修繕の実施件数・コスト減を図る
ことも重要である。 

●   

 3 つの給食センターとも開設・改修より相当の年数
が経っており、施設・設備や調理機器の修繕・改修工
事が必要になってきているが、できるだけ長期間使用
できるように定期点検等を実施するとともに、緊急
性・必要性の高い順に修理・修繕を行っている。今後
財政状況等も考慮した総合的な管理計画を立てる中
で、施設・設備の更新・改修・修繕を進め、安定した
給食調理業務に努める。 

146 

学校給食調
理事業 
(旧学校給
食内容充実
事業) 
(467) 

給食課 Ｂ 

 飽食の時代とも言われている現
在、子供たちに対する食育が求め
られており、指導の方法が課題と
なっている。また、食に対する「安
全・安心」の確保が急務となって
いる。 

①②郷土料理・地場農産物を積極的
に活用していく。学校給食を「生き
た教材」として活用するため、給食
時間を中心に学校訪問を実施する。 
埼玉県でも平成 18 年度からは単独
調理校への、平成 19 年度からは給食
センターへの栄養教諭の配置が一部
始まっており、食指導のための質の
充実に努めていく。 

Ｂ 
 
17 

 学校給食の内容を充実させることは重要
な事業である。現在、配送業務の委託は行わ
れているが、調理の委託化を含めたコストダ
ウンの具体化、調理の工夫や食育指導にもと
づく残食率の低下を図ることが大切である。
また、コスト把握としては、食材費、委託費、
施設管理費、減価償却費、職員人件費も含め
たトータルコストを認識する必要がある。 

●   

 関係機関との連携を図りながら、新たな地場農産物
の使用と量の増加を図り、学校給食の「生きた教材」
として活用する。 
 朝食欠食の率を平成 23 年度までに小学校で
1.0%(平成 18 年度 1.5 %)、中学校で 1.0%（平成 18 年
度 4.8 %）まで減らす。食事の必要性・重要性を啓発
し、残食率の低下を図る。 
 食材費、光熱水費の高騰の中、創意工夫で 1食あた
りの経費の節減に努める。 

147 
衛生管理事
業(468) 

給食課 Ｂ 

 食に関する安全確保は国の施策
として整備されるものであるが、
検査体制の水準の向上が必要であ
る。 

①②国・県の動向を注視しながら、
衛生管理の徹底に努める。保健所、
薬剤師などの外部からの衛生監視を
積極的、定期的に実施する。 

Ｂ 
 
20 

 国や県の指針・基準に基づき、必要不可欠
な衛生管理を実施している事業である。学校
給食の衛生管理の徹底を図るため、引き続
き、国や県の指針・基準などの動向に注目し
ながら衛生管理に努めてほしい。 

●   

 安全・安心な給食の提供の根幹に係わる事業であ
り、国や県の指針・基準に合致するよう衛生管理の徹
底を図るとともに、あらゆる場面で職員への研修を実
施していく。 

148 
給食扶助事
業(471) 

給食課 Ｂ 

 現下の経済・雇用状況を反映し、
申請・認定者は増加する見込みで
ある。また、4,000 件を超える申請
に対して手処理で事務を行ってい
るため、電算化システムを構築し
て効率化を図る必要がある。 
  

①業務の効率化を図る点から、平成
20 年度は予算を小学校費・中学校費
の就学援助事業に統合した。 
②平成 20 年度に就学援助システム
の構築が予定されているが、教育総
務部として総合的な見地から給食管
理システムを含めた電算システムの
構築を目指す。 

Ｂ 
 
20 

 小学校・中学校の就学にかかる業務を総合
的に管理する「教育委員会総合システム」を
計画中とのことである。住民基本台帳と学齢
簿の管理を統合するなど、市民窓口の一本
化、業務の効率化の観点から大いに期待す
る。 
 また、就学援助制度の情報システム化を進
めており、給食扶助費も就学援助システム
（学校課管理）に一本化されることも評価で
きる。 
 当該事業は、就学援助制度が実費で援助世
帯に振り込む関係上、学校給食費を給食課で
把握せざるを得ず、「教育委員会総合システ
ム」完成までは、現行通り継続する必要があ
る。 

●   

 就学援助の申請が 4,000 件を越える中、就学援助シ
ステムの電算化を行い、事務処理の効率化を図ってい
る。また、就学援助受給者を含めた給食費未納対策に
は、教育委員会総合システムの一部としての学校給食
管理システムの構築が必要であり、今後全庁的な未納
対策と併せて検討していく。 
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149 
社会教育団
体支援事業 
(476) 

生涯学
習課 

Ｂ 
 市民の要望を取り入れた魅力あ
る活動となるよう、事業内容を見
直していく必要がある。 

①②平成 21 年度は事業内容を見直
して、活動の活性化を図っていく。 

Ｂ 
 
19 

【⑰連合婦人会助成金】 当該事業の有意性
は認められる。 今後、社会教育団体が自主
的・主体的に事業展開できるように健全かつ
適切に都度、助成額を見直しながら支援する
ことが重要である。 

●   

 地域の生涯学習・社会教育の振興において、当該事
業の有意性は認められているが、社会教育団体が目的
遂行のために事業活動を自主的・主体的にできるよ
う、また、健全かつ適切に事業展開が図れるよう支援
を行っていきたい。 

150 

文化総合誌
「川のある
まち」発行
事業(478) 

生涯学
習課 

Ｂ 

 購読者の固定化、高齢化が見ら
れる。若年層の購読もあるものの、
多くの市民に受け入れられるよう
PR を図る必要がある。 

①事業は、広報誌、ポスター・ホー
ムページでの周知に加え、若年層へ
の周知に向けて広報手段を検討す
る。 
②幅広い層の方に購読していただけ
るように、他市を参考にして紙面水
準の向上を図る。 

Ｄ 
 
16 

 民間の自由な文化芸術活動に委ね、市はそ
れを側面的に見守るに留めていただきたい。
市場性のある原価、販売価格を設定していた
だきたい。宣伝広告の掲載等、事業収入の方
策も検討していただきたい。 

●   

・平成 17 年度発行分から誌面 1 ページ当たりの掲載
作品数を増やし、総ページ数を少なくするとともに、
冊子折込を別冊に変更し印刷経費の縮減を行った。 
・応募者への無償配布を取りやめたこと等により、冊
子販売数が増加した。 
・今後とも経費節減に努めながら誌面の改善を図る。 

151 
市民文化祭
開催事業 
(480) 

生涯学
習課 

Ｂ 

 出品・出演を希望している個人
や団体は増加しており、抽選をす
るなどして参加人数・参加団体を
調整しなければ、現在の開催日程
では希望者全員が出演することは
困難となっている。 

①開催日程で調整ができるように抽
選を行い、個人参加者・団体参加者
の増加に対応する。 
②市民文化の祭典として、また文化
に親しむ市民の成果発表の場として
充実するように、文化祭の開催・運
営方法を他市などを参考にしつつ検
討する。 

Ｂ 
 
18 

 来場者が 12,000 人となる大きなイベント
である。市民参加による実行委員会をボラン
ティアにより運営しており評価できる。参加
者が年々増え続けている中で、収容施設は限
られており、限界に達しつつある。参加費を
徴収するなど運営方針の再検討が求められ
る。また、市の方針との調整を前提にパンフ
レットへの広告掲載など、経費縮減方法を検
討し事業の拡大を目指すべきである。 

●   

 平成 19 年度からパンフレットへの広告掲載を実行
委員会に諮り、使途を明確にし、広告を募った。 
 文化に親しむ市民の発表の場として、参加者や入場
者が増加していることから、市民文化祭の開催に要す
る経費も増加傾向にある。しかし、厳しい財政状況を
踏まえ、今後も経費抑制を図りながら、現状の経費内
で対応できるよう努めていく。 

152 
伝統芸術文
化振興事業
(481) 

生涯学
習課 

Ｂ 
 成果は上がってきているが、芸
術文化活動の向上に向け、さらに
PR を図っていく。 

①事業は、広報紙、ポスター、ホー
ムページで知らせているが、平成 21
年度に向けミニコミ紙なども含めい
ろいろな広報媒体を活用していく。 
②芸術文化は人生を豊かにすること
ができる活動であり、生涯学習や余
暇を充実させるものである。このた
め、事業を拡大していく必要がある。 

Ｃ 
 
17 

 「こしがや能楽堂」を核とした、伝統芸術
の振興は、越谷市の心豊かなまちづくりに大
いに貢献できるものと思われる。ただ、事業
の効率性、経済性および「こしがや能楽堂」
の設備維持運営費、減価償却費等を勘案し、
より一層に設備有効活用と受益者負担を考
慮した料金設定により、採算性改善に真剣に
取り組むことが強く求められている。 

●   

・特色と個性ある伝統的な芸能の発展を目指し、薪
能・能楽の会・能楽体験教室をこしがや能楽堂で開催
した。さらに、身近な芸能として郷土芸能祭を開催し、
入場者数が増加している。  
・平成 20 年 8 月 1 日から使用料の改定を実施した。
使用料の改定に当たっては、「使用料等のあり方に関
する基本方針」に基づき、市と受益者の負担割合をそ
れぞれ 50％として改定を行った。 

153 
文化振興支
援事業 
(483) 

生涯学
習課 

Ｂ 

 自主運営団体として活発な活動
を展開しており、市の文化水準の
向上に大きく貢献している。今後
は補助金の交付だけでなく、活動
団体の自立を促す必要がある。 

①平成 21 年度に向け文化活動のさ
らなる充実を求めていく。 
②生涯学習の浸透に伴って越谷にお
ける文化活動はさらに発展が見込ま
れる。また、自主的な活動の充実を
図る。 

Ｂ 
 
20 

【文化連盟助成金】 
（内部評価：終期設定）（外部評価：終期設
定） 
 市の文化事業に貢献するという事業の重
要性は十分認められる。ただし、現在は各行
事などの参加人数を把握するにとどまり、助
成金交付に対する事業成果が十分に把握さ
れていない。 
 今後は、参加者によるアンケート調査を盛
り込むなど、事後評価を適切に行うことが望
まれる。また、実施した事業の成果によって、
助成金の額を決めるようにすべきである。 

●   

 越谷市文化連盟から事業報告書（総会資料）の提出
を受け、活動状況を確認している。今後とも実施した
事業の内容把握に努め、文化連盟と意見交換を行って
いきたい。 
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154 
成人式開催
事業(489) 

生涯学
習課 

Ｂ 

 各地区実行委員会を公民館区で
組織し、成人式を実施している。
新成人の要望等を把握し、各地区
独自の催し物が実施できるように
努める。 

①②今後も、新成人が社会の一員と
しての役割と責任を自覚する節目と
して、成人式を開催する。現在の各
地区の開催を継続しつつ、出席率の
アップを図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 新成人が実行委員会に参加して自ら企画
運営を行うなど特徴ある成人式を行ってお
り、意義が認められる。 
 現在の成人式に対する満足度は70%を超え
ているが、アンケートの回収率が 25%程度と
低い。今後は、回収率を向上させ、さらに精
度の高い情報収集のための工夫が望まれる。 
 また、新成人に越谷市の文化を紹介するな
ど越谷市の特色を加えることが望まれる。 

●   

・今後も各地区成人式実行委員会と連携を図り、新成
人の新しい門出を祝福し、社会の一員としての役割と
責任を持つ節目として成人式を実施していく。 
・アンケートについては今後も実施していくが、その
回収方法について、回収率の良い地区の手法を参考に
するなど、各地区実行委員会が中心となり、回収率の
向上を目指していく。 
・当日、新成人に配布するパンフレット等を有効に活
用し、越谷市の文化等についても紹介していく。 

155 
青少年団体
育成事業 
(501) 

生涯学
習課 

Ｂ 

 少子化に伴い、参加者、参加チ
ーム数が減少傾向であるため、よ
り参加率を高める事業の企画、運
営を図る必要がある。 

①子どもを取り巻くすべての人が、
子どもたちとのかかわりを見直し、
家庭、学校、地域、青少年育成団体
との緊密な連携を図っていく。②地
域や団体の実情にあわせて、活動の
支援や指導者や団体の育成を図って
いく。 

Ｂ 
 
20 

 少子化が進展する中、子ども会、ボーイス
カウト、ガールスカウト、いずれの組織にお
いても加入者数が減少してきている。今後
は、各組織が自立した運営ができるよう、助
成金を主体とした事業から、指導者の育成や
組織からの相談に乗るなどソフト面の強化
を図る方向に向かうことが望まれる。【越谷
市子ども会育成連絡協議会交付金】（内部評
価：減額(縮小)・終期設定）（外部評価：減
額(縮小)・終期設定） 現行でも子供会の加
入率は約 40%にとどまっている。少子化の進
展、保護者の地域活動参加に対する意識の変
化等により、今後とも子供会に加入する児童
の数は減少することが予想される。現在の予
算額にこだわることなく、子供会への加入
数、加入率などの推移を確認しつづけ、柔軟
に予算額を見直すことが望まれる。【ボーイ
スカウト助成金】（内部評価：減額(縮小)・
終期設定）（外部評価：減額(縮小)・終期設
定） ボーイスカウトの登録人数は、ここ数
年、激減してきている。ボーイスカウトは、
花火大会、市民祭り、ユニセフの募金活動な
ど社会貢献を積極的に担っているが、助成金
の性質から、特定の団体に偏らないことが求
められるため、本事業のあり方について見直
す時期にきている。【ガールスカウト助成金】
（内部評価：終期設定）（外部評価：減額(縮
小)・終期設定） ガールスカウトの登録人
数は、ここ数年、激減してきている。ガール
スカウトは、綾瀬川の水質調査など社会貢献
を積極的に担っているが、助成金の性質か
ら、特定の団体に偏らないことが求められる
ため、本事業のあり方について見直す時期に
きている。 

●   

・少子化・核家族化が進む現在、子どもたちの健全育
成を目的として、地域や団体等が様々な活動を行って
いる。子ども会育成連絡協議会では、加入者の募集を
各事業を通して行っており、また、今後は「地区だよ
り」等を活用したＰＲ活動に努めていく。 
・平成 20 年 10 月発行の「広報こしがや」季刊版秋号
にボーイスカウト・ガールスカウトの募集記事を掲載
したところ、市民から数多くの問合せ等があったこと
から、今後もボーイスカウト各団連絡協議会・ガール
スカウト連絡協議会と連携し定期的に様々なＰＲ活
動を行い加入者の増大に努めていく。 
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156 
体育指導委
員活動充実
事業(508) 

体育課 Ｂ 

 スポーツ・レクリエーションの
振興のため、ニュースポーツの普
及等の主催事業を実施している
が、事業実施後の普及策や継続方
法について検討が必要である。 
地域におけるスポーツ活動への支
援者、指導者として、活動機会が
少ない。 

①ニュースポーツの普及に向けた活
動を推進する。事業の普及策や継続
方法について検討し、生涯スポーツ
の振興を図る。指導者要請に対応し
た、指導者派遣の充実を図る。 
②市民の交流と健康・体力づくりが
進められるよう、スポーツ・レクリ
エーションの活動機会の充実を図
る。 

Ｃ 
 
17 

 スポーツ・レクリエーション事業の充実に
より、心豊かなまちづくりを推進することは
重要であり、そのための指導員を生涯スポー
ツ講座やスポーツ教室に派遣することは、こ
れまで十分意義を持っていた。しかし、スポ
ーツ・レクリエーションの大衆化が浸透した
今日では、必ずしもスポーツ指導に公が関与
する必要性は少なくなってきており、今後、
類似事業との統合も踏まえた検討を行うべ
きである。 

●   

 体育指導委員は、市が主催する生涯スポーツ講座や
スポーツ教室、自治会や各種団体が企画する事業の講
師要請に応じ、指導者として活動をしている。また、
市民が楽しく参加できるニュースポーツ「ドッチビ
ー」の普及活動を新たに開始する一方、各種スポー
ツ・レクリエーション事業を企画・運営により実施し
ている。引き続き、指導者の要請に応じた指導者の派
遣の充実を図りながら、市民の健康づくり、体力づく
りを目指した活動を展開することにより、スポーツ・
レクリエーション活動機会の充実を図る。 

157 
スポーツ教
室等開催事
業(509) 

体育課 Ｂ 
 参加者に対し、受益者負担の観
点から、参加費を徴収することに
ついて見直しの余地がある。 

①受益者負担の観点から、参加費の
徴収を検討する。 
②市民ニーズに応じた参加しやすい
教室・講座の開催方法を検討し、ス
ポーツ・レクリエーション活動の充
実を図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 市民の健康増進のためにスポーツ参加意
識を向上させるための当事業の意義は大き
く、また提供されている教室や講座の満足度
が高いことは評価できる。現在の課題は、高
齢者特に男性の参加が女性に比べて少ない
事ではないだろうか。男性や高齢者、初心者
を気軽に参加させるための新しいスポーツ、
軽スポーツ等種目の充実の検討が求められ
る。 
 また、参加者にスポーツを継続させること
をねらいとして、週ごとのエクササイズ数を
把握し合うなど、参加者の励みになるような
プログラムの検討もお願いしたい。 

●   

 生涯スポーツ講座をはじめとする各種スポーツ講
座については、「いつでも、どこでも、だれでも」を
スローガンに、年間を通して気軽に健康づくり、体力
づくりができる場として実施している。新たな取組と
して、平成 19 年度より「男性のための軽スポーツ講
座」、｢生涯スポーツ講座における体力テストの実施」、
平成 20 年度より｢初心者のためのアクアビクス教室」
など、事業の充実を図っている。引き続き、市民ニー
ズを把握しながら、楽しく参加できる教室・講座を開
催し、市民の健康・体力の維持増進のため、スポーツ・
レクリエーション活動機会の充実を図る。 

158 

スポーツ・
レクリエー
ション推進
事業(511) 

体育課 Ｂ 
 事業の成果をより良いものとす
るため、講演会の開催方法等につ
いて、見直しが必要である。 

①講演会の運営、進行などの開催方
法について、検討する。②講演会事
業の充実を図ることにより、スポー
ツへの関心の高まりや活動への取り
組みの向上を促進する。※2 年任期
の 13 地区スポーツ･レクリエーショ
ン推進委員会委員の記念品代を隔年
で計上している。 

Ｂ 
 
19 

 スポーツ講演会、スポーツリーダーバンク
登録、体力テスト、なわとび大会の運営、ま
た競技参加者への障害見舞金の支給等、スポ
ーツ・レクリエーション振興の事業である。 
今後、後援ないし共催団体である体育協会や
レクリエーション協会との役割分担、すみわ
けを検討し、各種団体に事業を委託すること
も考慮していただきたい。 また、生涯スポ
ーツ振興計画を踏まえ、各活動状況を分かり
やすく取りまとめた越谷スポーツレポート
（仮称）の発行等により一層市民の健康・体
力づくりの啓発に努められてはどうだろう
か。また、成果指標を設定し、定量的効果の
公表にも努めていただきたい。 

●   

 体育協会主催事業の体育賞に合わせて開催してい
るスポーツ講演会、体育指導委員主催事業のなわとび
大会、体力テストなどの事業運営については、スポー
ツ関係団体の協力により進められている。今後は、事
業の運営、進行などが団体主体で進められるよう検討
していく。また、市民がスポーツ・レクリエーション
活動を気軽に始めるきっかけとなるよう、大会の開催
やスポーツ団体の活動に関する情報提供の充実を図
る。 

159 
市立体育施
設管理事業
(512) 

体育課 Ｂ 
 施設及び設備の老朽化が進み、
維持管理費の増加が見込まれる。 

①施設、設備及び備品等の維持管理
や保守点検の充実を図っていく。 
②老朽化の著しい第 1・第 2 体育館
については、建て替え等も検討する。 
③北体育館については、耐震化に向
け、検討する。 

Ｂ 
 
19 

 市内4地区にある5体育館の施設管理業務
で、光熱水費、保険料、保守点検等の委託料、
土地の借上料の管理業務である。 
 委託料については、相見積もりをとってい
るが、再任用者の活用による人件費の節減も
含め、体育館職員による軽微な修繕や利用者
の協力を得て、一層経費節減や施設の点検に
努め９０％の稼働率の市民地域体育館の安
全な利用に供するよう努めてほしい。 

● 
 
★ 

  

 引き続き、市民に安全・安心に利用いただけるよう
施設及び設備の定期点検業務を実施する。また、体育
館の使用料について、将来にわたって継続的、安定的
にサービスの提供ができるよう、平成 19 年度に「使
用料等のあり方に関する基本方針」に基づく使用料の
見直しを行い、平成 20 年 4 月 1 日利用分から一部体
育施設の使用料を改定した。 
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160 
市立体育館
管理運営事
業(514) 

体育課 Ｂ 

 夜間個人開放事業は、参加者が
特定する傾向にある。また、鍵開
閉業務依頼人の高年齢化が進んで
いる。 

①夜間個人開放については、勤労者
の参加者が増えるよう、検討する。 
②地域に密着した施設として、地域
との協働による管理運営体制につい
て検討する。 

Ｂ 
 
18 

 地域のスポーツ、レクリエーション活動の
拠点である市立体育館としての役割は大き
い。夜間、休日開放等、市民のニーズに対応
する努力は評価する。施設の運用管理にあた
っては、外部委託または再任用職員の活用に
よる一層の経費削減を望む。 

●   

 平成 20 年度に北体育館に再任用職員を配置し、地
域体育館全館において休館日である火曜日を開館す
ることにより、利用促進を図っている。 
 さらに、夜間の貸出区分についても地域の利用関係
団体等による管理や再任用職員の配置などについて
検討し、今後も利用者が安全に安心して利用できるよ
う、管理の充実を図る。 

161 
総合体育館
管理運営事
業(515) 

体育課 Ｂ 
 施設の改修等により、利用者の
安全を確保し、利用促進を図る必
要がある。 

①指定管理者の自主事業の拡大と PR
活動の充実により利用者の増加を図
っていく。 
②施設管理については、保守点検の
徹底と計画的な施設改修を行い、安
全確保と利用促進を図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 総合体育館の主会場については、利用率が
97%に達しており、利用促進面の努力が認め
られる。利用率 71%のサブ会場等施設の更な
る効率的活用に向けて、指定管理者の自主事
業の拡大は重要と考える。自主事業について
は、スポーツ教室等開催事業と連携するなど
の工夫が求められる。ビーチバレー、エアロ
ビクス、バドミントンの開催が成果指標に挙
げられたが、市民の健康増進を図る目的とし
てふさわしいかについては、対象者の満足度
を調査するなどの検討が必要ではないだろ
うか。 

●   

 引き続き、指定管理者との連携により、施設・設備
の保守点検を充実させ、不良箇所の改善に努めていく
ことで利用者の安全確保と利用促進を図る。 
 また、指定管理者の自主事業に関しては、PR 活動
の充実はもとより、開催事業の種目や内容等を検討
し、更なる参加者の増加を図る。 

162 
市民体育祭
事業(516) 

体育課 Ｂ 
 事業の成果を挙げるため、各種
大会の内容・開催方法等について、
より一層の検討が必要である。 

①市民が参加しやすい大会となるよ
う、種目や運営方法について、関係
団体との協議、検討を図る。 
②市民の交流と健康・体力づくりが
進められるよう、スポーツ・レクリ
エーションの活動機会の充実を図
る。 

Ｄ 
 
16 

 フェスティバルの開催を含め事業を一旦
廃止し、市民の新たなニーズを踏まえた上で
再検討していただきたい。 

●   

 市民体育祭の実施に当たっては、主催 6 団体(体育
協会、レクリエーション協会、自治会連合会、スポー
ツ・レクリエーション推進協議会、越谷市、越谷市教
育委員会)が、種目や競技方法、運営方法について、
協議、検討を重ね、より良い市民体育祭となるよう取
り組んでいる。平成 19 年度から、新しい地区対抗種
目として、グラウンド・ゴルフ大会を導入、開催し、
多世代の方々が楽しめる大会となった。平成 20 年度
からは卓球大会を復活開催している。引き続き、主催
6団体を中心に、誰もが参加できる市民体育祭となる
よう取り組み、市民の交流と健康づくり、体力づくり
を推進し、スポーツ・レクリエーション活動機会の充
実を図る。 

163 

スポーツ・
レクリエー
ション団体
支援事業 
(統合) 
(517) 

体育課 Ｂ 
 団体の自主的運営がさらに進め
られるよう、育成、支援、指導を
促す必要がある。 

①団体の自主的な取り組みを促し、
引き続き、育成、支援、指導を促し
ていく。②団体との連携により、自
主的な取り組みを促進し、活動への
支援の充実に努め、市民の団体への
参加を促すことにより、団体の活動
の充実を図っていく。 

Ｂ 
 
18 
 
 
 
 
 
 
Ｃ 
 
16 

<越谷市レクリエーション協会補助事業> 
高齢者の健康維持の面からも、スポーツ、レ
クリエーションの普及は必要である。運営主
体をレクリエーション協会へさらに移管し、
職員工数の削減を図るよう検討していただ
きたい。また、補助金が有効に活用されてい
るかを評価するために、利用者アンケートを
活用する等、市民の視点から成果指標を設定
することを望む。 
<越谷市体育協会補助事業> 当事業の運営
方法等改善すべき点は多く、組織との関係を
整理し改善に努めていただきたい。 

●   

 越谷市体育協会、越谷市レクリエーション協会は、
越谷市のスポーツ・レクリエーションの振興のため、
特に、市民の健康づくり、体力づくりが進められるよ
う、市民体育祭をはじめとする各種大会の運営を担当
している。また、ゲートボール協会においては、団体
の自主運営が進み、平成 20 年度補助金の削減を実施
した。今後も、各協会の運営にあっては、構成団体に
よる自主運営がさらに進むよう育成、支援、指導を行
い、団体の活動の充実を図る。 
なお、平成 20 年度事業の天皇賜杯第 63 回全日本軟
式野球大会については、単年度事業として開催し成功
裏に終了した。 
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164 
図書館施設
管理事業 
(520) 

図書館 Ａ     
Ｂ 
 
18 

 図書館施設の維持管理上必要な事業であ
る。清掃、庭園管理については、委託内容を
見直し要求仕様を明確にすることにより一
層の経費削減を望む。警備員の配置について
は、今後夜間開館時間のさらなる延長が求め
られることから、特に１７時以降の警備体制
強化を検討すべきである。 

●   

 図書館施設の維持管理については、清掃委託内容を
支障のない範囲で縮小し、経費削減を図ってきた。ま
た、図書館内外の巡回回数を増やす等の警備体制強化
を図っている。引き続き、施設管理を適正に行ってい
く。 

165 
図書館施設
改修事業 
(521) 

図書館 Ａ   

①②現在使用のエレベータは設置後
25 年以上が経過し、経年劣化・老朽
化が進行しているため、リニューア
ル工事を行っていく。 

Ｂ 
 
20 

 老朽化した図書館の施設改修事業である。
図書館は、多くの市民が訪れる公共施設であ
り、安全、バリアフリーにも配慮し、高齢者
や子供にも優しい施設であるためには、適切
な改修箇所を確認し改修計画を立案し、積極
的に対応されることを期待する。 
 予算通り執行し改修完了したことをもっ
て事業評価をＡ（事業内容は適切である）と
すべきかには疑問である。改修対象案件及び
改修内容を最小コスト、最大効果の視点でど
の様に決定したか、また改修費用の妥当性は
何をもって確認したか等、明らかにしていた
だきたい。 

●   

 図書館施設改修事業は、安全、快適、バリアフリー
の観点から改修箇所の優先順位を決め、限られた予算
を有効に執行していく。今後、ますます修繕や改修が
必要になっていくと思われるが、営繕課等のアドバイ
スを受けながら、適切に対応していく。併せて、事務
事業評価表の活動結果や成果欄の記入を工夫し、内部
評価をより客観的に行っていく。 

166 
蔵書等整備
事業(524) 

図書館 Ｂ 

 事業は計画どおり実行されてい
るが、利用者の要求は増加するば
かりであるため、図書館システム
のバージョンアップなどによる、
効率化を図る必要がある。 

①図書館システムにより、蔵書の的
確な管理を行っていく。 
②第 2 図書館建設に向けて蔵書等の
整備を図っていく。 

Ｂ 
 
20 

 図書館システムは 5 年間のリース購入で
あり、平成 22 年にバージョンアップを計画
されている。現システムについて、利用者の
利便性向上と業務効率化のための改善ポイ
ントを整理するとともに、専門家の意見を聞
くなどして慎重な更新をお願いしたい。現状
での図書館運営上の問題点を明らかにし、そ
の問題点をどの様に改善するのか、更に何が
どうなれば成果が出たと判断できるのかを
整理したうえで、成果指標及び目標値を設定
し評価していただきたい。分かり易く納得性
のある指標の設定をされることにより、更に
市民の理解を得られると思われる。 

●   

 図書館システムの平成 22 年度のバージョンアップ
に向けて、図書館内での検討を重ねていく。加えて、
情報統計課職員から意見を聞く等、更なるサービス向
上、効率的な業務遂行が可能な方向でのシステムを構
築するための準備を行う。 

167 
選挙啓発事
業(531) 

選挙管
理委員
会事務
局 

Ｂ 
 特に若年層を中心とした投票率
の低下 

①②選挙啓発は、直ちに結果の出る
事業でないため、今後も一人でも多
くの市民（特に若年層）が政治に関
心を持ち、選挙に行くよう、粘り強
く、啓発を行っていきたい。 

Ｂ 
 
20 

 市民、特に若年層からの意見を収集し、今
後の選挙啓発活動に反映させることが必要
と思われる。なお、若年層への政治に関する
関心の喚起には、立候補者側へ工夫を求める
ことも必要と思われる。 

●   

選挙時には 10 種類に及ぶ啓発事業を展開してい
る。常時啓発としては若年層の政治離れ・選挙離れが
指摘されていることから、20 歳の誕生日に合わせ、
お祝いのメッセージとともに啓発冊子の送付、小中高
校生には選挙啓発ポスターの募集や生徒会役員選挙
時における投票箱の貸出しなどを実施している。 
 また、埼玉県選挙管理委員会及び他の自治体と連携
を図りながら調査・研究している。 

168 
農業者年金
事業(536) 

農業委
員会事
務局 

Ｂ 
 農業者に農業者年金制度への理
解と加入促進を引き続き図る必要
がある。 

①研修により推進員である農業委員
及び事務局員の認識を高め、農業者
に対する制度のＰＲ活動を強化す
る。②加入対象者の絞り込みができ
るよう、データの整備を図っていく。 

Ｂ 
 
18 

 年金制度自体の課題もあり、平成１４年度
以降加入者がない状況にある。現在の受給者 
８３件分の維持管理に徹し、コストの一層の
削除の検討を望む。 

●   

農業者年金基金との業務委託契約に基づき、年金受
給者からの届出、請求等の受理及び基金への送付を引
き続き行う。また、加入者の確保に資するため、農業
者に対する制度の周知・普及活動を工夫継続し、一層
の加入促進を図っていく。 
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169 

農地地図情
報システム
整備事業 
(537) 

農業委
員会事
務局 

Ｂ 

 地図情報は、現地確認のための
地図出力や農地法違反状態の把
握、転用地の周囲の把握など利用
価値が高いが、利用集積や遊休農
地解消のための有効活用が必要と
思われる。 

①システムの機能の再確認を行い、
遊休農地の解消等に有効な活用を図
る。 
②農水省が打ち出した地図を基礎と
した農地情報の一元化に向けて地図
情報・農地基本台帳等のデータの検
証を進めていく。 

Ｂ 
 
20 

 地図情報の活用については、固定資産税業
務等既存の情報システムとのデータ連携を
図られていることは評価できる。今後は、既
に整備された地図情報システムの更なる有
効活用を検討する必要がある。 
農地地図情報システムの活用によって得ら
れた業務実施上の効果、例えば相談対応に要
した時間の短縮化などを成果指標として設
定し、成果を明確にする必要がある。 
 また、事業名、事業目的が事業内容を正確
に表していない。訂正を要する。 

●   

システムの機能を再確認し、遊休農地の解消等更な
る有効活用を図る。また、地図情報を基礎とした農地
情報の一元化に向けて農家基本台帳、転用台帳システ
ム等のデータの検証を進めていく。 
 事業名については、農地地図情報システム運用事業
に変更する。 

170 
消防委員会
運営事業 
(539) 

総務課 Ｃ 

 現行の消防委員会については、
設置後 50 年余りが経過し、初期の
目的は達成されているため、消防
の他の制度を活用するなどの見直
しが必要である。 

①消防委員会の廃止に向け、調査・
検討を行っていく。 
②消防の他の制度を活用することに
より、平成 21 年度までに廃止する。 

Ｃ 
 
18 

 今後諮問したい議題について、年２回の委
員会で十分な審議は困難と思われるし、現行
委員会は設置後５０数年たっており、初期の
目的は十分達したと思われるので、組織目的
の抜本的な見直しが必要ではないだろうか。
一案として、消防本部で消防行政の抱えてい
る諸問題を把握・整理し、それらの事項を調
査・審議するため、現行委員会は廃止し、新
たに協議する体制を５年毎に設置し、実効性
のある審議を図ることとしてはどうだろう
か。 

 
● 
 
★ 

 

 附属機関である消防委員会については、平成 20 年
度末で廃止する。消防委員会に代わるものとして、消
防関係団体（消防団、防火安全協会、婦人防火クラブ、
住宅防火推進協議会等）による連絡会や公聴制度等に
ついて検討していく。 

171 
火災予防事
業(550) 

予防課 Ｂ 

 火災予防事業は、消防本来の最
重要業務であり、今後も変わらな
い継続的な業務である。防火管理
者の選任率及び防火対象物の査察
実施率の目標に対する達成率が低
いため、積極的に査察等を行い防
火管理の強化を図っていく。コス
ト削減の検討を行い、火災予防思
想の普及啓発運動を広範囲にわた
って推進していく。 

①平成 20 年度から住宅用火災警報
器の設置義務化が既存住宅にも適用
されたことから、今後も積極的に住
宅用火災警報器の設置に向けての普
及啓発に努めていく。また起震車の
再リースを行い、借上料を削減する。
さらに、査察等の業務の強化を図っ
ていく。 
②建物火災の死者数を減らすことを
目的に、住宅防火対策、放火火災防
止対策及び違反防火対象物の解消を
推進していく。また、再任用の職員
を活用し、査察率の向上を図ってい
く。 

Ｂ 
 
19 

 防災対象物の査察等により、人口 1万人当
たりの年間出火件数は年々減少しており、当
該事業の重要性が充分にうかがわれる。 
 今後は、起震車の再リース等により事業費
の削減努力を実施し、削減分を人件費に配分
するなどし、査察実施率をあげることが重要
である。再任用者の活用など適切な人件費管
理に努めていただきたい。 

●   

・起震車の再リースについて、平成 20 年 11 月 1 日か
ら平成 24 年 10 月 31 日までの長期継続契約を締結し
たことにより、年間リース料の削減が図れた。 
・防火対象物の査察率を向上させるために、再任用職
員の活用により体制を強化する。 

計 153 4 14  
上記のうち、平成 20 年度外部評価対象事業 62 0 6  



 

 

 


